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ま え が き 

 

 

知識基盤社会への変化が進む中、従来の日本的雇用システムは、グローバルに通用するプ

ロフェッショナルの育成に不向きとされ、外部労働市場や教育・訓練システムを活用したプ

ロフェッショナル人材の育成の必要性が提言されてきた。 

しかしながら、能力開発基本調査によると、企業の教育訓練費の割合は 1990 年以降低下

傾向にあり、人材育成に問題ありとする企業や主体的なキャリア開発に問題ありとする労働

者がともに 7 割に上るなど、企業による計画的な人材育成や労働者の主体的なキャリア開発

には課題がみられる。 

最近の労働経済白書においても、労働生産性向上に向けた課題として、企業が行う人的資

本投資や自己啓発に注目し、独米と比べて人的資本投資が少なくなっていることや、自己啓

発の実施割合の伸び悩みが指摘されている。 

これらの分析は、企業内プロフェッショナル（企業の一員でありつつ企業の枠を超えて社

会的に通用する高い専門性を有し、自律的に職務遂行を行うなどの特徴を持つ）にも当ては

まるものと思われるが、これまで企業内プロフェッショナルの人的資本投資や自己啓発に関

する研究の蓄積はあまりなされてこなかった。 

このため、本研究は、企業内プロフェッショナルに焦点を当て、職種別の分析や企業内プ

ロフェッショナル等に対するインタビュー調査を行い、民間ビジネススクールによる企業内

プロフェッショナル育成の可能性や、企業内プロフェッショナルの人的資本の蓄積および専

門職制度の有効性と課題等を明らかにしようとするものである。 

 お忙しい中調査にご協力いただいた民間ビジネススクールや企業の関係者の皆様に心から

お礼を申し上げるとともに、本書が今後の企業内プロフェッショナルの育成や専門職制度に

関心を持っている方々の参考になれば幸いである。 

 

 2017 年 3 月 

独立行政法人 労働政策研究･研修機構 
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はじめに 

 

１ 調査研究の背景と目的 

 近年、グローバル化、知識社会化、情報化が進展する中で、プロフェッショナル人材の重

要性が増してきており、日本の雇用システムの中でプロフェッショナル人材がどのように位

置づけられ育成されているのか、また今後どのように展開していくのかを検討するため、

2015 年 9 月に労働政策研究・研修機構に「企業内プロフェッショナル人材研究会」が設置

された。2015 年度の研究成果は、労働政策研究・研修機構（2016）「企業内プロフェッショ

ナルのキャリア形成―知的財産管理と企業法務の分野から―」（JILPT 資料シリーズ№178）

にまとめられており、その概要は以下のとおりである。 

①先行研究を整理し、企業内プロフェッショナル1と、医師、弁護士等の伝統的プロフェッシ

ョナル、暗黙知が中心となるエキスパートとの違いを明らかにした。 

②企業の知的財産分野と企業法務分野のプロフェッショナルに対するインタビュー調査によ

り、企業内プロフェッショナルの本質、基盤、それらを養うキャリア形成について分析し

た。 

 一方、企業内プロフェッショナルを巡る近年の動きをみると、産業競争力会議「雇用人材

分科会」（中間整理 2013 年 12 月）において、「従来の日本的雇用システムは、高度経済成長

の原動力となったが、外部労働市場や教育・訓練システムの活用化が図られず、またグロー

バルに通用するプロフェッショナルの育成にも不向きであった。このため、企業ニーズと個

人の能力の効果的なマッチングが図られる企業外部の労働市場、個人が企業外でもキャリア

アップできる教育・訓練システムを備えた、『企業外でも能力を高め、適職に移動できる社会』

を目指す。」として、外部労働市場や教育・訓練システムを活用したプロフェッショナルの育

成の必要性が提言された。 

 しかしながら、産業競争力会議雇用・人材・教育 WG（第 3 回）（2015 年 1 月）に提出さ

れた厚生労働省資料をみると、人材育成や主体的なキャリア開発には依然として課題が多い

ことが示されている。すなわち、能力開発基本調査（厚生労働省）の企業調査によると、企

業の教育訓練費の割合は 1990 年代以降低下傾向にあり、また 2013 年度で人材育成に問題あ

りと回答した企業の割合は約 7 割に上っている。また同個人調査では、主体的なキャリア開

発2を行った割合は正社員で約 4 割であり、また主体的なキャリア開発に問題ありと回答した

労働者も約 7 割に上っている。 

 こうしたことから、最近の「労働経済白書」では、労働生産性向上に向けた課題として、

企業が行う人的資本投資や自己啓発に焦点を当てて分析している。その 2015 年版（厚生労

                                                 
1 その特徴として、企業や組織の一員として、所属企業・組織の枠を超えて社会的に通用する汎用性のある高い

専門性を有しながら、自律的に職務遂行を行い、担当職務の意思決定に中心的な役割を果たすことなどが挙げら

れている。 
2 職業能力を自主的に開発し、向上させるための活動をいう。 
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働省編 2015）では、労働生産性向上のためには人的資本投資が必要であるが、その割合は独

米と比べて低くなっており、将来の人的資本の蓄積が懸念されると指摘している。2016 年版

（厚生労働省編 2016）では、我が国の自己啓発の実施割合は正社員で約 4 割から 5 割程度

で、このところ横ばいで推移しているとした上で、産業別の実施割合について正社員では、

学術研究、情報通信で高く、小売業、生活関連で低くなっていると分析している。 

 

企業内プロフェッショナルの育成の必要性が提案されている中で、その人的資本投資や自

己啓発の実態を把握するためには、産業別だけでなく、職種別の実態を把握する必要がある。

労働経済白書では、職種別の分析がなされていないので、能力開発基本調査3をもとに、業務

別の自己啓発4の状況をみてみた（図表 0-1）。 

この表が示すように、正社員のうち、自己啓発を行っている割合が最も高いのは、専門的・

技術的な仕事（54.7％）、次いで、建設・採掘の仕事（46.5％）、保安の仕事（44.8％）と続

いている。 

 

図表 0-1 自己啓発の実施状況及び実施方法別労働者割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：2015 年度 能力開発基本調査（厚生労働省） 

 

しかしながら、能力開発基本調査の業務区分は、日本標準職業分類の大分類によっており、

企業内プロフェッショナルの実態を把握するには、括りが大きすぎ、企業内プロフェッショ

ナルの実態には迫れていない。先行研究によれば、企業内プロフェッショナルは、専門的・

技術的な仕事だけでなく、販売の仕事や管理的な仕事、事務的な仕事などにも含まれている。

業務の区分を細分化して、さらにきめ細かに分析を行う必要がある。 

そこで、本研究においては、企業内プロフェッショナルに焦点を当て、より細かな職種別

                                                 
3  企業調査の対象は、30 人以上の常用労働者を雇用する企業。個人調査の対象は、30 人以上の常用労働者を

雇用する事業所に属している労働者。 
4  労働者が職業生活を継続するために行う、職業に関する能力を自発的に開発し、向上させるための活動をい

う（ 職業に関係ない趣味、娯楽、スポーツ健康増進等のためのものは含まない。）。 

専修学
校・各種
学校の講
座の受講

高等専門
学校、大
学、大学
院の講座
の受講

民間教育
訓練機関
の講習
会、ｾﾐ
ﾅｰへの

参加

公共職業
能力開発
施設の講
座の受講

社内の自
主的な勉
強会、研
究会への

参加

社外の勉
強会、研
究会への

参加

教育通信
の受講

ﾗｼﾞｵ､ﾃﾚ
ﾋﾞ、専門
書、ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄなど
による自
学、自習

その他 不  明

総数 100.0 42.7 (100.0) (2.4) (1.3) (21.8) (2.4) (28.2) (23.3) (22.1) (48.2) (8.2) (0.4) 57.0 0.3
業務 管理的な仕事 100.0 49.1 (100.0) (1.6) (1.0) (31.6) (2.6) (29.2) (30.3) (16.8) (44.6) (7.0) (0.2) 50.9 -

専門的・技術的な仕事 100.0 54.7 (100.0) (1.0) (2.4) (21.7) (2.2) (31.1) (27.0) (19.4) (54.5) (8.1) (0.6) 45.3 -
事務的な仕事 100.0 40.9 (100.0) (3.3) (1.2) (18.8) (1.6) (23.9) (20.2) (26.7) (50.5) (7.3) (0.3) 58.6 0.4
販売の仕事 100.0 40.2 (100.0) (1.2) (1.6) (16.9) (2.6) (34.2) (23.3) (22.6) (49.1) (5.6) (1.4) 58.8 1.0
サービスの仕事 100.0 32.5 (100.0) (2.4) (2.4) (11.1) (2.7) (28.6) (20.3) (14.9) (41.1) (13.4) - 67.5 -
保安の仕事 100.0 44.8 * * * * * * * * * * * 55.2 -
生産工程の仕事 100.0 32.6 (100.0) (2.3) - (16.0) (6.2) (34.6) (15.8) (24.2) (37.3) (7.8) - 66.9 0.5
輸送・機械運転の仕事 100.0 25.3 (100.0) - - (15.6) - (49.5) (7.6) (24.0) (33.5) (20.2) (5.3) 73.7 1.1
建設・採掘の仕事 100.0 46.5 (100.0) (12.6) - (28.8) (8.4) (26.2) (16.7) (7.6) (55.6) (3.8) - 53.5 -
運搬・清掃・包装等の仕事 100.0 14.6 * * * * * * * * * * * 85.4 -
その他の仕事 100.0 44.2 (100.0) (3.9) (3.5) (15.5) (0.4) (25.6) (23.2) (15.2) (38.9) (26.2) - 55.8 -

行わな
かった

不  明

正社員

正社員計 自己啓発を行った

実施方法（複数回答）

（単位：％）
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の分析や企業内プロフェッショナル等に対するインタビュー調査を行い、民間ビジネススク

ール5による企業内プロフェッショナル育成の可能性、企業内プロフェッショナルを対象とし

た専門職制度の有効性と課題等を明らかにする。 

２ 本研究の対象と方法 

調査研究の対象と方法は、以下のとおりである。 

①「働き方のあり方に関する調査（労働者調査）」のデータを用いた自己啓発の職種別分析 

②インタビュー調査（質的調査） 

ア. 民間ビジネススクールの受講者を対象に、企業内プロフェッショナルを志向する労働者

の社外学習の機会として、民間ビジネススクールの活用の可能性を調査 

イ. 企業側担当者、企業内プロフェッショナルを対象に、企業内プロフェッショナルの人的

資本の蓄積および専門職制度の有効性と課題を調査 

 

なお、インタビュー調査にあたっては、企業内プロフェッショナル全般を対象とするので

はなく、一定の類型を援用して対象を選び、分析した。 

その中で、谷内（2007）の類型は、図表 0-2 に示すように、プロフェッショナルを専門性

の適用範囲（狭⇔広）、事業との直結性（低⇔高）により類型化している。 

この類型の特徴は、従前の研究においては、プロフェッショナルには経営のプロフェッシ

ョナルは含まれていないが、谷内は事業創造や新たなビジネスモデルで事業展開を行えるよ

うな次世代の経営を担うリーダー（経営のプロ）も含めた類型化を提案している点にある。

企業内プロフェッショナルは事業と切り離して論じることが困難であり、本研究においては、

主にこの谷内の類型を参考にした。 

 

  

                                                 
5  大学院レベルの高度な専門教育が科目単位で受講でき、学習期間も短い民間教育機関が運営するビジネスス

クール。詳しくは第２章で解説する。 
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図表 0-2 プロフェッショナル人材の類型化6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：谷内（2007） 

３ 本書の構成 

第１章 職種別の自己啓発の状況 

労働政策研究・研修機構（2016 年）「働き方のあり方に関する調査（労働者調査）」の

データを用いた職種別分析を行う。 

第２章 民間ビジネススクールによる企業内プロフェッショナル育成の可能性と課題―慶

應丸の内シティキャンパスでのビジネスパーソンの社外学習を事例として― 

大学院に入学する社会人が量的に頭打ちの中、社外学習の機会として民間ビジネスス

クールの活用の可能性と課題を検討する。 

第３章 企業内プロフェッショナルの人的資本の蓄積、および専門職制度の有効性と課題 

従来の OJT、Off-JT、自己啓発の枠組みで人的資本の蓄積がなされるか、企業内プロ

フェッショナルを対象とする専門職制度は人的資本の蓄積に資するか、課題はあるか等

を検討する。 

終章 提言と今後の課題 

   研究結果を踏まえた提言、今後の課題等をまとめる。 

 

 

                                                 
6 テクノクラート型： 特定分野の技術開発や研究開発、戦略的思考に基づくソリューション的営業が担えるプ

ロフェッショナル人材。 
 ファンクショナル型：企業に必要なファンクション、例えば人事、財務・経理、法務などの職能分野における

高度な専門性を有したプロフェッショナル人材。 
 プロデュース型 ：自分の専門分野における高度な専門性と経営センスを兼ね備えたプロフェッショナル人材。  
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第１章 職種別の自己啓発の状況 

 

 企業内プロフェッショナルの自己啓発の状況を明らかにするため、労働政策研究・研修機

構（2016 年）「働き方のあり方に関する調査（労働者調査）」7のデータを用いて、職種別の

分析を試みた。 

 

１ 自己啓発の実施状況 

現在、自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を行っているかどうかを、

職種別に示したものが、図表 1-1 である。 

自己啓発の実施状況は、全体的に職種によって違いがみられた。自己啓発を行っている割

合が最も高いのは、「医療・介護、教育関係の専門職」（46.0％）、次いで、「研究、技術、開

発、設計等」（37.8％）、「総務、広報、人事･労務等」（34.9％）となっている。 

また、事務系の職種で自己啓発を行っている割合は、「総務、広報、人事･労務等」が 34.9％、

「会計、経理、財務、法務等」が 31.0％、「その他の一般事務等」が 22.9％となっていた。

「総務、広報、人事･労務等」や「会計、経理、財務、法務等」が、「その他の一般事務等」

よりも自己啓発を行っている割合が高く、より専門性を求められていることが考えられる。 

自己啓発を「行っている」割合が、「行っておらず今後の予定もない」の割合を上回って

いるのは、「医療・介護、教育関係の専門職」と「研究、技術、開発、設計等」の 2 職種の

みで、他の職種は、「行っておらず今後の予定もない」の方が高かった。「行っておらず今後

の予定もない」がもっとも高いのは、「輸送・運転、物流等」（62.0％）、次いで「製造・生産、

工程管理等」（58.5％）、「その他の一般事務」（54.9％）であった。 

  

                                                 
7  この調査は、300 人以上企業の勤続 3 年以上の正社員を対象に、男女や年齢に極端な偏りが出ないよう留意

して実施されたものである。 
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図表 1-1 現在の自己啓発の実施状況 

（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 自己啓発の目的 

次に、自己啓発を行う目的を示したものが図表 1-2 である。 

自己啓発を行う目的は、職種間で順位に大きな違いはみられなかった。すなわち、ほとん

どの職種で、「現在の仕事に必要な知識や技能を身につけるため」が最も高く、次いで「将来

の仕事やキャリアアップ（昇進・昇格含む）に備えるため」、「一般教養として」と続いた。

しかし、目的ごとに最も高い職種をみると、「現在の仕事に必要な知識や技能を身につけるた

め」では「医療・介護、教育関係の専門職」が、「将来の仕事やキャリアアップに備えるため」

では「研究、技術、開発、設計等」が、「一般教養として」では「その他一般事務」が、それ

ぞれ最も高くなっているなど違いがみられた。 

 

  

行

っ
て
い
る

今
後

、
行
う

予
定
が
あ
る

行

っ
て
お
ら
ず

今
後
の
予
定
も
な
い

無
回
答

N

（N=2334) （N=1526) （N=3310) （N=285) （N=7455)

職種計 31.3 20.5 44.4 3.8 100.0

現在の職種 総務、広報、人事・労務等 34.9 22.8 38.6 3.7 2126
会計、経理、財務、法務等 31.0 25.1 41.1 2.9 806
その他一般事務 22.9 19.0 54.9 3.1 859
営業、企画、購買等 32.9 21.6 41.1 4.3 975
販売、接客サービス等 31.6 16.3 49.4 2.7 443
研究、技術、開発、設計等 37.8 21.6 35.7 4.9 487
製造・生産、工程管理等 23.0 15.3 58.5 3.2 661
建設・作業、現場の管理・監督等 30.6 20.8 44.8 3.8 317
輸送・運転、物流等 19.3 12.9 62.0 5.8 295
警備・清掃等 29.4 14.7 52.9 2.9 68
医療・介護、教育関係の専門職 46.0 16.6 32.5 4.9 326
その他 26.1 20.7 42.4 10.9 92

現在自己啓発を行っているか
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図表 1-2 自己啓発の目的 

（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 自己啓発の方法 

自己啓発をどのように行っているか（行う予定か）について尋ねた結果を、図表 1-3 に示

す。 

自己啓発の方法で最も多いのは、どの職種においても「自学・自習」であり、職種計で 65.3％

を占めている。2 番目に多いのは職種によって異なる。すなわち、「総務、広報、人事・労務

等」「会計、経理、財務、法務等」「その他一般事務」の事務系職種は、「通信教育の受講」が

2 番目に多く、それ以外の職種では、「その他の講習会やセミナーの傍聴」や「自主的な勉強

会や研修会への参加」が 2 番目に多い。 

「公的な職業能力開発講座の受講」は職種計で 6.7％となっており、１割にも満たない。

これを職種別にみると、「輸送･運転、物流等」「製造・生産、工程管理等」「医療・介護、教

育関係の専門職」が 1 割を超えているが、事務系の職種は少ない。また、「専修・専門、各

種学校の講座の受講」（3.8％）、「大学・大学院の講座の受講」（1.9％）は、「公的な職業能力

開発講座の受講」よりもさらに少なくなっており、職種別にみると、「総務、広報、人事・労

務等」「会計、経理、財務、法務等」「医療・介護、教育関係の専門職」が比較的多く、「研究、

技術、開発、設計等」は少ない。 
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に
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め

賃
金
等
を
ア

ッ
プ

さ
せ
た
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た
め

転
職
や
独
立
の
た
め

学
歴
や
資
格
を

身
に
付
け
る
た
め

一
般
教
養
と
し
て

そ
の
他

無
回
答

N

（N=2578) （N=1538) （N=555) （N=523) （N=663) （N=1193) （N=11) （N=37) （N=3860)

職種計 66.8 39.8 14.4 13.5 17.2 30.9 0.3 1.0 100.0
現在の職種 総務、広報、人事・労務等 66.9 41.0 10.9 13.0 17.9 33.7 0.2 1.0 1227

会計、経理、財務、法務等 64.6 35.8 9.3 14.6 19.5 30.1 - 0.7 452
その他一般事務 58.1 33.6 11.9 11.4 20.0 36.4 0.8 0.8 360
営業、企画、購買等 66.0 44.7 16.9 14.1 13.7 33.6 0.2 1.1 532
販売、接客サービス等 67.0 43.9 25.5 17.9 9.4 32.1 - 0.5 212
研究、技術、開発、設計等 70.2 46.0 18.0 14.2 17.6 29.1 1.0 - 289
製造・生産、工程管理等 69.6 39.1 16.6 15.4 17.0 21.3 - 1.2 253
建設・作業、現場の管理・監督等 67.5 39.3 25.2 14.1 24.5 16.6 - 1.8 163
輸送・運転、物流等 64.2 35.8 21.1 8.4 12.6 34.7 - 2.1 95
警備・清掃等 83.3 26.7 30.0 13.3 13.3 26.7 - - 30
医療・介護、教育関係の専門職 78.4 33.8 10.8 12.7 18.1 22.1 - 1.5 204
その他 65.1 32.6 14.0 4.7 7.0 32.6 2.3 2.3 43

自己啓発を行う目的（複数回答）
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図表 1-3 自己啓発の方法 

（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 自己啓発の課題 

自己啓発を行う上での課題について尋ねた結果を、図表 1-4 に示す。 

自己啓発を行う上での課題は、職種間で順位に大きな違いはみられない。「時間の確保が

難しい」（55.6％）が最も割合が高く、2 番目が「費用負担がかかる・大きい」（33.1％）と

なっている。職種別にみると、「医療・介護、教育関係の専門職」は他の職種と比較して、「時

間の確保が難しい」「費用負担がかかる・大きい」の割合が最も高い。 

 

図表 1-4 自己啓発の課題 

（単位：％） 
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そ
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無
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N

（N=2466) （N=4144) （N=560) （N=415) （N=375) （N=622) （N=54) （N=1349) （N=7455)

職種計 33.1 55.6 7.5 5.6 5.0 8.3 0.7 18.1 100.0

現在の職種 総務、広報、人事・労務等 35.0 58.6 5.4 4.4 4.7 7.5 0.6 17.2 2126
会計、経理、財務、法務等 36.0 56.7 4.6 4.5 5.3 8.1 0.5 16.9 806
その他一般事務 31.8 49.5 10.4 7.0 5.4 7.6 0.5 22.5 859
営業、企画、購買等 33.0 57.8 7.4 5.8 4.0 8.0 1.2 17.5 975
販売、接客サービス等 31.8 54.6 9.9 7.2 4.5 8.1 0.5 18.5 443
研究、技術、開発、設計等 29.4 61.4 7.6 6.6 6.0 10.1 0.4 11.7 487
製造・生産、工程管理等 27.2 49.0 11.5 7.3 7.1 10.0 1.2 19.2 661
建設・作業、現場の管理・監督等 33.1 57.1 8.2 3.2 4.7 9.1 0.9 16.7 317
輸送・運転、物流等 24.4 41.0 11.5 8.5 6.8 15.6 1.0 24.4 295
警備・清掃等 30.9 52.9 8.8 10.3 4.4 2.9 1.5 19.1 68
医療・介護、教育関係の専門職 43.3 62.6 4.9 3.4 3.4 5.2 0.9 17.2 326
その他 35.9 48.9 9.8 3.3 3.3 9.8 - 25.0 92

自己啓発を行う上での課題（複数回答）

大
学
・
大
学
院
の

講
座
の
受
講

専
修
・
専
門

、
各
種
学
校

の
講
座
の
受
講

公
的
な
職
業
能
力
開
発

講
座
の
受
講

そ
の
他
の
講
習
会
や

セ
ミ
ナ
ー
の
傍
聴

自
主
的
な
勉
強
会
や

研
修
会
へ
の
参
加

通
信
教
育
の
受
講

自
学
・
自
習

そ
の
他

無
回
答

N

（N=73) （N=146) （N=260) （N=1085) （N=1078) （N=903) （N=2522) （N=12) （N=40) （N=3860)

職種計 1.9 3.8 6.7 28.1 27.9 23.4 65.3 0.3 1.0 100.0
現在の職種 総務、広報、人事・労務等 2.4 5.1 5.8 28.9 25.7 29.3 64.0 0.6 0.8 1227

会計、経理、財務、法務等 2.7 5.3 2.9 21.2 18.6 26.1 67.7 0.4 1.5 452
その他一般事務 1.4 4.2 7.2 23.3 21.4 29.2 63.6 0.3 0.3 360
営業、企画、購買等 2.3 3.4 7.0 32.0 30.1 21.8 62.4 - 1.3 532
販売、接客サービス等 0.9 3.3 6.6 28.8 32.5 21.2 64.2 - 1.4 212
研究、技術、開発、設計等 - 2.4 5.5 22.8 31.8 14.9 77.5 0.3 0.3 289
製造・生産、工程管理等 0.4 - 11.9 32.4 28.9 17.4 66.0 0.4 1.2 253
建設・作業、現場の管理・監督等 0.6 1.8 9.8 28.2 25.2 8.0 70.6 - 1.8 163
輸送・運転、物流等 1.1 - 12.6 22.1 35.8 14.7 69.5 - 3.2 95
警備・清掃等 - 3.3 6.7 33.3 46.7 10.0 63.3 - - 30
医療・介護、教育関係の専門職 4.9 2.9 10.8 43.6 52.0 18.1 53.4 - 1.0 204
その他 - 4.7 2.3 14.0 30.2 14.0 79.1 - - 43

自己啓発はどのように行っているか(行う予定か）（複数回答）
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５ 小括 

企業内プロフェッショナルの自己啓発の状況をみるため、「働き方のあり方に関する調査」

を用いて職種別の分析を行った。 

最も自己啓発を行っている職種が「医療・介護、教育関係の専門職」、次いで「研究、技

術、開発、設計等」であった。この「医療・介護、教育関係の専門職」と「研究、技術、開

発、設計等」は、専門的・技術的職業に該当するものと思われるので、図表 0-1 でみたよう

に、自己啓発を行っている割合が最も高いのは「専門的・技術的な仕事」であるという能力

開発基本調査と整合する結果になった。その中で、本研究により、「医療・介護、教育関係の

専門職」が「研究、技術、開発、設計等」より、自己啓発を行っている割合が高いというこ

とが明らかになった。 

また、「働き方のあり方に関する調査」において、自己啓発を行っている割合は「総務、

広報、人事･労務等」が 34.9％、「会計、経理、財務、法務等」が 31.0％、「その他の一般事

務等」が 22.9％となっていた。これら事務系の職種の中でも、「総務、広報、人事･労務等」

や「会計、経理、財務、法務等」が、「その他の一般事務等」よりも自己啓発を行っている割

合が高く、より専門性を求められていることが考えられる。 

さらに、自己啓発の方法（複数回答）として、「自学･自習」が最も多く全体の 3 分の１を

占めており、次に多いのは、事務系職種では、「通信教育の受講」、それ以外の職種では、「そ

の他の講習会やセミナーの傍聴」や「自主的な勉強会や研修会への参加」となっている。「公

的な職業能力開発講座の受講」は 6.7％と少ないが、特に事務系の職種が少ない。事務系の

職種が少ないのは、公共職業訓練の事務系のコース設定状況が影響している可能性が考えら

れる。「専修・専門、各種学校の講座の受講」（3.8％）、「大学・大学院の講座の受講」（1.9％）

はさらに少ないが、事務系の職種と「医療・介護、教育関係の専門職」が比較的多く、「研究、

技術、開発、設計等」は平均にも満たなかった。 

自己啓発を行う上での課題（複数回答）では、職種間で大きな違いはみられず、「時間の

確保が難しい」（55.6％）と「費用負担がかかる・大きい」（33.1％）で大部分を占めた。 

 

「働き方のあり方に関する調査」は、企業内プロフェッショナルのみを対象とした調査で

はないので、その職種にどれだけの割合で企業内プロフェッショナルが含まれているのか明

らかでないが、一般的に企業内プロフェッショナルが多く含まれると推察される職種は、「医

療・介護、教育関係の専門職」「研究、技術、開発、設計等」「総務、広報、人事･労務等」「会

計、経理、財務、法務等」などである。 

これらの四つの職種と他の職種との違いに着目すると、おおむね他の職種より自己啓発を

行っている割合が高かった。また、「自学・自習」以外の自己啓発の方法として、「医療・介

護、教育関係の専門職」「研究、技術、開発、設計等」は、「自主的な勉強会や研修会への参

加」が多いのに対して、「総務、広報、人事･労務等」「会計、経理、財務、法務等」は、「通
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信教育の受講」が多かった。 

それ以外の自己啓発の目的や自己啓発の課題については、他の職種との大きな違いはみら

れなかった。 

なお、これらの職種を谷内の類型に当てはめ、「総務、広報、人事･労務等」と「会計、経

理、財務、法務等」をテクノクラート型に、「研究、技術、開発、設計等」をファンクショナ

ル型に類型化し、考察を行うことも検討したが、それぞれの職種に占める企業内プロフェッ

ショナルの割合が明らかでないため適切でないと判断した。 
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第２章 民間ビジネススクールによる企業内プロフェッショナル育成の可

能性と課題 

－慶應丸の内シティキャンパスでのビジネスパーソンの社外学習を事例として－ 

 

１ 問題意識とリサーチクエスチョン 

 

(1) 問題意識と研究課題 

 

ア. 企業内プロフェッショナルの育成における社外学習の必要性 

今日進展する知識基盤社会8は資本と労働に加え、知識が生産の革新や競争力の源泉として

重要な位置を占める社会（金子,2010）であり、「人々が知識を既存のものとして受け取るだ

けでなく、新たな知識を主体的に創造する社会」（寺本・中西,2000）である。 

こうした知識基盤社会においては、労働者の知的活動（創造性が求められる仕事、付加価値

を創出する仕事）により重きが置かれ、高い専門性を持つ人材の組織内での活躍が期待される。 

労働政策研究・研修機構（2016）は、組織の中で高い専門性を発揮し、活躍する人材を「企

業内プロフェッショナル」と呼称し、その特徴として、企業や組織の一員として、所属企業・

組織の枠を超えて社会的に通用する汎用性のある高い専門性を有しながら、自律的に職務遂

行を行い、担当職務の意思決定に中心的な役割を果たし得ることなどを挙げている。 

そもそも、わが国では、戦後より今日まで、学校と企業の間に形成されてきた「効率的な

分離」（矢野,1996,p.159）関係9のもと、労働者の専門的な職業能力開発は、個別企業・組織

における計画的 OJT とそれを補完する Off-JT によって担われてきた。その中心は計画的

OJT であり10、それが個別企業・組織で働く上での「企業特殊能力」の開発に有用であった

ことはよく知られるところである。 

しかし、本稿で議論の対象となる企業内プロフェッショナルの育成には、所属企業・組織

の枠を超えた高い専門性の蓄積が必要となるため、個別企業・組織内での計画的 OJT を積み

重ねていくだけでは不十分であることが推察される。 

 このことについて、知的財産・企業法務分野の企業内プロフェッショナルのキャリア形成

について質的な調査を行った労働政策研究・研修機構（2016）の報告によれば、知的財産・

                                                 
8 2005 年の中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」で示された言葉である。同答申の中で、21 世紀

は、新しい知識・情報・技術が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍的に重

要性を増す、いわゆる「知識基盤社会」（knowledge-based society）の時代であると言われている。 
9 効率的な分離関係とは、平尾（2003）によれば、職業能力開発において「学校は均質的な高い基礎学力を、企

業はその組織に特殊的な職業能力を、それぞれ労働者に付与してきた」（p.59）ことを指す。 
10 学校法人産業能率大学総合研究所（2016）の調査（第 7 回マネジメント教育実態調査：回答社数 319 社、経

年比較の場合は 213 社が分析対象）によれば、企業における人材開発の方法について「OJT が中心である」か

「Off-JT が中心である」かに関して「OJT が中心である」と回答した企業が 8 割弱あり、多少の変動は見られ

るものの過去の同調査（2008 年調査、2010 年調査）と比較してもこの傾向は変わらず、一貫して OJT が企業

の人材開発の方法として中心を占めていることがうかがえる。 
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企業法務分野の企業内プロフェッショナルはそのキャリア形成過程において、外部の専門団

体や集まりへの参加や講演など職場外での活動を通してプロフェッショナルとしての専門知

識を増やす努力を行っていることや、そうした職場外での学習活動をしやすくするための勤

務環境が整っているとの指摘がなされている。 

 また、企業内プロフェッショナルに類似する概念として「組織内専門人材」の存在を主張

する石山（2013）によれば、組織内専門人材11の専門性の発達においても個別企業・組織の

外での「越境的能力開発」が有効であったことが指摘されている。 

 

イ. 社外学習の場としての「社会人大学院」の現状 

 企業内プロフェッショナルあるいは、将来企業内プロフェッショナルとしての活躍を志向

する人材が、その専門性を培う上で有用な社外の教育基盤の一つとして考えられるのが、高

度専門職業人を育成することを目的に設立・運営されている専門職大学院や社会人を対象と

した大学院修士課程である。 

では、わが国では現状どのくらいの社会人が大学院に入学し、専門的な教育を受けている

のか。 

文部科学省の「学校基本調査」の「学生数」の統計によれば、大学院（修士課程・博士課

程・専門職学位課程・合計）で教育を受ける社会人は、平成 28 年度の統計では 58,806 名で

あり、これは大学院学生総数の 23.6％を占める状況にあるほか、時系列で見た場合、平成

25 年度以降、年々増加傾向にある。（図表 2-1）。 

 

図表 2-1 学生数（平成 28 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

出所：平成 28 年度学校基本調査 調査結果の概要（高等教育機関）12 

                                                 
11 石山（2013）は組織内専門人材について以下の特徴を挙げる。 
 ・組織内における一定の育成期間を経て、専門性の発達を遂げてきた人材タイプである。 
 ・個別企業へのコミットメントを有しながら、特定の専門職種よりは緩やかな範囲において、自らの専門性の

発達を志向する人材タイプである。 
 ・組織内で醸成される専門性と組織外で醸成される専門性の双方を重視している。 
 ・組織コミットメントとプロフェッショナル・コミットメントの二重コミットメントを有する。 
12 図表 2-1 の出所は、

http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2016/12/22/1375035_3.pdf 
（閲覧日：2017 年 1 月 11 日） 
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一方、大学院修士課程への社会人入学者数を見ると、1987 年にはわずか 817 人だった（本

田編,2003）ものが、現在ではその約 9 倍の 7,824 人（平成 28 年度）になるなど、単年度ご

との入学者数もこれまで大幅な増加傾向を示してきた（図表 2-2）。7,824 人という入学者数

は、平成 28 年度の修士課程全入学者数（72,380 人）の約 10％に相当する。 

 

図表 2-2 入学状況（大学・大学院） 

 
出所：平成 28 年度学校基本調査 調査結果の概要（高等教育機関）13 

 

また、同様に、専門職大学院（専門職学位課程）への社会人入学者数も、設置初年度の 490

人（平成 15 年度）14から、3,522 人（平成 28 年度）になるなど、大幅に増加している。こ

ちらの平成 28 年度の全入学者数（6,867 人）に占める社会人の割合は約 51％に相当する。

このように、近年大学院で学ぶ社会人の数は以前に比べ飛躍的な上昇を遂げている。特に「専

門職大学院制度」の創設以降、高度専門職業人の育成に向けた教育基盤は整いつつあると見

ることもできる。 

しかし、一方で「修士課程」、「博士課程」、「専門職学位課程」に毎年度入学する社会人大

学院生の総数を図表 2-2 から計算すると、平成 23 年度以降で、合計約 16,500 人～17,500

人前後の範囲で推移しており、大学院への単年度ごとの社会人入学者総数は大幅に増えてい

るわけではない。 

図 2-2 によれば、「大学院修士課程」に入学した社会人大学院生数は、平成 18 年度は 8,161

人となっているが、平成 23 年度から平成 28 年度まで約 7,500～7,800 人の間を推移してお

り、大学院修士課程における社会人入学者数は約 8,000 人前後で飽和状態を迎えている。「専

門職学位課程」の社会人入学者数は約 3,000 人～3,500 人前後で推移しており、大幅な増加

傾向は見られない。唯一、「博士課程」への社会人入学者数が平成 23 年度から平成 28 年度

まで増加傾向にあるものの、「修士課程」「専門職学位課程」への社会人入学者数に関しては、

量的に頭打ちの状態にあるとも言える。 

                                                 
13 図表 2-2 の出所は

http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2016/12/22/1375035_3.pdf 
（閲覧日：2017 年 1 月 11 日） 
14 平成 19 年度学校基本調査 調査結果の概要（高等教育機関）参照。 
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/001/08010901/002/001/001.htm（閲覧日：2017 年 1 月 11 日） 
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こうした大学・大学院での社会人学生の比率は、諸外国と比べ極めて規模が小さい。 

OECD の統計（OECD Education at a Glance 2014）によれば、正規の教育システムに

より編成される学習活動（大学・大学院等）に参加した日本の成人はわずか 2％であり、デ

ータの存在する OECD 加盟国の中で最も低い割合（OECD 平均は 10％）となっている15。 

このように、国際比較の観点から見ると、日本の成人の高等教育参加度は未だ低い水準に

とどまっており、わが国の社会人大学院は「量的後進性」（本田編，2003）が否めない。 

 

ウ. 大学院での社会人の学習が進展しない背景 

勤務と並行した大学院における学習は、時間や費用の捻出において多くの負担がかかるこ

とが想定される。財団法人労働問題リサーチセンター編（1996）の調査によれば、多くの社

会人は平日の夕方から夜間の時間を利用して大学院に通学し、4 割近くの社会人が土曜日の

午後にも大学院へ通学している。また、鬼頭尚子を研究代表者とする調査（鬼頭,2001）に

よれば、1 週間のうち、授業・ゼミ・予習・復習・通学等、大学院での勉学に関して費やし

た時間が 35 時間以上とする人が 29.5％おり、1 週間（この調査では 168 時間と設定）のう

ち、20％以上の時間を勉学に費やしている。 

1 年間の学習にかかる経費（入学金を除く）に関して、前述の調査（鬼頭,2001）によれば、

「60～79 万円」が最も多く 30.2％を占めているほか、「100～119 万円」が 20.3％、「120～

139 万円」が 4.8％、「140 万円以上」が 8.7％となるなど、100 万円以上の高額経費を納入

している人も合わせて 3 割以上存在する。またこれらの学習経費に対する援助については、

7 割近くの人が「援助なし」と回答するなど、社会人の中には何の援助も受けずに大学院に

通っている者が相当数存在することが示唆されている。 

このように多大な時間的・費用的コストを支払う割に、「大学院での学修成果や学位が企

業にあまり評価されない、処遇にほとんどいかされない」（大森，2009）のもわが国の特徴

であり、このことを示す研究も多い。 

例えば、加藤（2003）は、全国 12 の社会科学系大学院の修了生 559 名のデータを用い、

修了後の昇進と収入が増加するタイミングについて検討している。これによれば、大学院修

了後も継続して元の企業で就労する「継続就労型」の場合、大学院修了後 6 年を経なければ、

昇進や収入増など、処遇が向上する者が多数を占めるようにならず、「継続就労型では大学院

を修了した後も一定期間の実務経験を経なければ昇進や昇給などの処遇の向上はあまり期待

できない」（p.50）とし、「大学院での学習成果そのものが直接的に評価されることは少ない」

（p.50）としている16。吉田（2008）が指摘するように、「社会人の目的意識をもった学習は、

                                                 
15 「Education at a Glance 2014」http://www.oecd.org/edu/Education-at-a-Glance-2014.pdf の表 C6.3 および、

「図表で見る教育 2014 年版」http://www.oecd.org/edu/Japan-EAG2014-Country-Note-japanese.pdf 参照。（閲

覧日：2017 年 1 月 11 日） 
16 ただし、外資系企業に勤務する者の場合、大学院修了後 3 年の時点で 75％が収入増を経験するなど、外資系

企業に限っては、大学院修了直後に処遇が向上するケースが存在することも指摘している。 
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往々にして自己満足以上にならない」（p.14）ことがうかがえる。 

金（2006）の国内 MBA 修了者を対象とした調査においても、人事処遇上の優遇措置はな

く、学位のプロフェッショナル資格としての評価はされていないことが明らかになっている

ほか、企業内キャリアパスも未整備のため、MBA 取得後も企業内における修了者のポジシ

ョンはあいまいで、企業側も MBA 修了生を活用していないと、修了生自身が評価している。 

櫻木（2010）の日米欧の労働者を対象とした MBA 取得意識に関する調査でも、日本と米・

欧との差異が抽出され、日本では「就職に有利となった」「高い報酬が得られた」「転職に有

利となった」などの直接的な成果を期待するのではなく、「学問的な知識が得られた」「経験

や知識を体系的に整理できた」「達成感・満足感が得られた」「人的なネットワークが得られ

た」などの間接的な成果を期待したものが主体であることが確認されている。 

これらの結果を見ても、わが国では、人事評価システムとの関係において MBA 取得の外

部有意性は低く、もっぱら教育の成果は内部有意性（本田，2001）においてのみみられる状

況にあり17、わが国においては、大学院教育の外部有意性は非常に低いことが確認できる。

こうした、「労多くして、直接的な益が少ない」状態にあることも大学院で学び直す社会人の

量的規模が拡大しない要因であると推察される。 

これらの背後にあるものとして、小方・福留・串本（2005）は、社会人大学院が、社会人

を対象とした職業志向的な教育を提供する場でありながら、現状は学術的な教育を行ってい

るなど、学位の修得と職業とが直結しない点を指摘している。 

わが国の社会人大学院において学位の修得と職業が直結しないことは、ビジネススクール

の国際比較においても顕著である。 

例えば、職種・産業別の職業資格が発達しているイギリスのビジネススクールでは、会計、

ファイナンス、人事、情報システム、マーケティング、オペレーションなどの職種領域を対

象とした、スペシャリストマスターと呼ばれる「専門修士号」の学位（MSc や MA）が取得

できるコースが多く設置されている18（須田，2005；宮下，2009）という。 

このうち、人事分野の修士学位を設置している大学院には、例えばマンチェスター大学大

学院人事・労使関係学修士（MSc Human Resource Management and Industrial Relations : 

Manchester Business School）、ウォーリック大学大学院労使関係・人材マネジメント学修

士（MA in industrial Relations & Managing Human Respurces : Warwick Business 

School）、クランフィールド大学大学院国際人事管理学修士（MSc in International Human 

resource Management : Cranfield University）などがあるとされる（宮下,2009）。 

これに対し、わが国では経営管理全般を学ぶ総合型の MBA コースが中心を占め、一部の

大学院において、総合型の MBA の中に「人材・組織マネジメントコース」などの専攻が設

                                                 
17 本田（2001）は、大学院における社会人教育の職業的有意性のうち、学習者自身が実感するものを「内部有

意性」、職場など学習者を取り巻く周囲が実感するものを「外部有意性」と呼称している。 
18 須田（2005）,pp.5-6、宮下（2009）,p.80 の注釈 19）参照。 
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置されている19程度であるなど、学位の修得と職業の結びつきは薄く、限定的である。 

他方、学位の修得と職業の連動がより意識されたものとして、総合型 MBA とは別に、会

計職・ファイナンス職を対象とした専門職大学院（会計専門職大学院）が 2005 年に 10 校設

立され、その後 17 校に拡大したが、現在、そのうちの数校は学生募集の停止を決め20、存続

している大学院でも入学定員が満たない状況が発生しているという（高田,2014）。 

こうした点を踏まえると、専門職大学院や社会人を対象とした大学院修士課程は、企業内

プロフェッショナルやその志向性を持つビジネスパーソンを数多く育成する機関として十分

な役割を果たし得ていない状況が推察される。 

 

エ. 社会人教育機関としての民間 BS の台頭 

一方、近年、大学院レベルの高度な専門教育が科目単位で受講でき、学習期間も短い民間

教育機関が運営するビジネススクール（以下、民間 BS）が、ビジネスパーソンを中心に多

くの受講者を集めるなど、社会人大学院を代替あるいは補完する機能として注目されている。 

例えば株式会社グロービスが運営する、グロービス・マネジメント・スクール（以下，GMS

と呼称）はその代表例である。同社は、1992 年に GMS を開講し、現在では、東京のほか、

名古屋、大阪にキャンパスを保有するなど、サービスの規模を拡大している。 

同校では、経営戦略やマーケティング、アカウンティング、ファイナンスなどの経営管理

知識や、論理的思考（クリティカルシンキング）などのコンセプチュアルスキルを学ぶこと

ができる単科講座を社会人向けに開講し、ヒト、モノ、カネ、思考という領域において、計

14 科目の経営教育プログラムを提供している。 

各講座は、レベルによって STEP1 と STEP2 に分かれ、教育方法として、全ての講座にケ

ースメソッドによるディスカッションが採用されている。これまで延べ約 100,000 人が学ぶ

21などわが国では最大規模の Non-degree 型経営教育プログラムと言える。 

また、従来の大学も別会社として社会人教育機関を設立し、社会人教育事業に乗り出して

いる。例えば、学校法人慶應義塾の社会人教育機関である「慶應丸の内シティキャンパス（以

下，慶應 MCC と呼称）」22はその代表例である。 

2001 年 4 月に開講した同校は、「知的基盤能力プログラム」（ビジネスプロフェッショナ

ルのコアスキルとして、実践的な「仕事の方法論」を身につける講座群）、「先端・専門プロ

グラム」（経営機能に対応した高度専門知識や戦略課題をテーマに取り上げ、専門性を深める

講座群）といったカテゴリの中で、「経営戦略」、「マーケティング」、「アカウンティング」、

                                                 
19 例えば法政大学大学院経営学研究科人材・組織マネジメントコースや早稲田大学大学院経営管理研究科夜間

主プロフェッショナルマネジメント専修「人材・組織マネジメント」モジュールなど。 
20 例えば、2017 年度以降に募集停止する大学院に中央大学大学院国際会計研究科（専門職大学院）がある。

（http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/accounting/news/2015/08/34234/参照） 
（閲覧日：2017 年 1 月 11 日） 
21 http://gms.globis.co.jp/about/index.html（閲覧日：2017 年 1 月 11 日） 
22 https://www.keiomcc.com/（閲覧日：2017 年 1 月 11 日） 
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「人事・人材・キャリア」、「リーダーシップ」、「論理思考」、「ビジネスコミュニケーション」

などに関する多様な社会人教育プログラムを提供している23。 

前述の GMS 同様、正規の大学院ではないため、これらの講座を修了しても修士号などの

学位は取得できないが、年間 20,000 人の社会人24がこれらの講座を含む慶應 MCC の提供す

る各種プログラムで専門知識の習得や能力開発を図っている。 

このことは、修了までに 2 年間という長い時間と高い費用がかかる大学院での学び直しを

躊躇していた社会人の潜在的な需要が掘り起こされている可能性を示唆するものである。 

 

オ. 民間 BS での学習効果 

こうした民間 BS での学習効果について調査したものに、小方・福留・串本（2005）の調

査研究が挙げられる。 

この調査研究は、ある民間 BS25の修了者に対して質問紙調査を行ったもので、社会人大学

院と民間 BS の学習効果（学習によって身についた知識や能力）等について、社会人大学院

の修了者を調査した本田編（2003）との比較を試みたものである。 

これによれば、民間 BS での学習を通じて獲得した能力として相対的に高い評価を得てい

る上位項目に、「課題を理解し設定する力」「幅広い視野を持つこと」「情報を収集し分析する

力」「自己啓発力」「柔軟に思考したり対処する力」があり、この点は本田編（2003）が行っ

た社会人大学院修了者に対する調査結果と共通性があることが確認されている。 

図表 2-3 のように、各項目をより詳細に見ると、身に付いた能力に対する評価は全般的に

社会人大学院の方が高いものの、両者の差はさほど大きいものではない。 

このことについて、社会人大学院ほどの教育密度がないにもかかわらず、両者の差がさほ

ど大きくはないことから、小方他（2005）は、民間 BS の教育が健闘しているとする見方も

できるとし、「社会人大学院と民間 BS は競合する側面があること」（p.38）また、「社会人大

学院でなければ身に付かない能力がある、ということを積極的に支持する結果は得られなか

った」（p.38）と結論づけている。このことは、大学院以外でも専門的な能力開発が可能な社

外教育基盤が整いつつあることを示唆するものである。 

  

                                                 
23 https://www.keiomcc.com/program/参照。（閲覧日：2017 年 1 月 11 日） 
24 http://www.keiomcc.com/keiomcc/index.html 参照。（閲覧日：2017 年 1 月 11 日） 
25 調査対象となった民間スクールとの関係で、名前は明らかにされていないが、この民間 BS は経営学系の教

育を行い、1 科目を 3 ヶ月間の受講で修了することになっており、1 科目からの受講が可能であるほか、所定の

科目を積み重ねていけば修了し、MBA プログラムにもつながるルートを用意しているとしている。（小方他

（2005）、p.2） 
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図表 2-3 民間 BS での学習を通じて獲得された能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）上記凡例の「民間 BS（4 科目以上）」は、民間 BS の単科講座を 4 科目以上受講した者が学習を通じてどの

ような能力を獲得したと認識しているかを表す。 

出所：小方・福留・串本（2005），p.31 

 

(2)  本研究の課題とリサーチクエスチョン 

以上を踏まえ、本研究では、インタビューによる探索的な調査を通して、ビジネスパーソ

ンの民間 BS における学習実態を明らかにし、企業内プロフェッショナルやその志向性を持

つビジネスパーソンが自らの専門性を培う場として民間 BS を活用し得る可能性と課題につ

いて検討を行う。 

管見によれば、民間 BS でのビジネスパーソンの学習実態に関する調査研究は小方・福留・

串本（2005）や齊藤（2012）など一部に限られており、今後の研究蓄積が待たれるほか、企

業内プロフェッショナルと関連付けた研究はなく、ここに本研究を行う意義があるといえる。 

以下、本研究の具体的なリサーチクエスチョンを 3 点設定する。 

 前述のように、社会人大学院と民間 BS では、得られる学習効果に大きな差はなく、民間

BS は高度な専門職業人を育成する機関として、社会人大学院を代替あるいは補完する機能

を持ちえている可能性が示唆される。 

また、民間 BS では、職種に関わる専門知識に加え、経営管理知識についての講座も多く

開講されていることから、様々なタイプのプロフェッショナルを志向する人材が集まってい

る可能性も示唆される。そこで、以下の RQ を設定する。 
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RQ1：企業内プロフェッショナル、あるいは今後企業内プロフェッショナルとしての活躍

を志向するビジネスパーソンの学習の場として民間 BS が活用されている実態はあるのか。

活用されている場合、どのようなタイプの企業内プロフェッショナルを目指す者にとって有

用な学習の場となっているのか。 

 

なお、企業内プロフェッショナルのタイプに関しては、これまでいくつかの類型化が試み

られている。例えば、リクルートワークス研究所（2005）は、ビジネス・プロフェッショナ

ル人材を、①横軸「統合：深掘り」と②縦軸「ヒューマンスキル：企画・発想力」の 2 軸 4

象現で分類し、「ヒューマンプロフェッショナル（カウンセラー・コンシェルジュ職等）」「ビ

ジネスサービスプロフェッショナル（営業・販売職等）」「研究開発プロフェッショナル（各

分野の技術開発職）」「ビジネスソリューションプロフェッショナル（コンサルタント・アナ

リスト等）」の 4 類型を示している。 

これに対し、谷内（2007）は、プロフェッショナル人材を「専門性の適用範囲（広・狭）」

と「事業との直結性（高・低）」で分類し、「テクノクラート型プロフェショナル」（特定分野

の技術開発や研究開発、戦略的思考に基づくソリューション的営業が担えるプロフェッショ

ナル人材）、「ファンクショナル型プロフェッショナル」（人事、財務・経理、法務など、企業

に必要な職能分野における高度な専門性を有したプロフェッショナル人材）、「プロデュース

型プロフェッショナル人材」（自分の専門分野における高度な専門性と経営センスを兼ね備え

たプロフェッショナル人材で次世代の経営を担えるリーダー人材）の 3 類型を示している。 

谷内（2007）の類型は、リクルートワークス研究所（2005）の類型と異なり、「新たな事

業展開を担える次世代経営リーダー（経営のプロ）」も含めた類型化を提案している点に特徴

がある。RQ1 については、こうした類型も参照しながら考察を行う。 

 

 続いて、企業内プロフェッショナルやその志向を持つ者にとって、民間 BS での学習は専

門性を深めていく上で有用かどうかに関して検討するため、以下の RQ を設定する。 

 

RQ2：民間 BS での学習はどのような効果をもたらしているのか。また、そうした効果は

企業内プロフェッショナルの育成において有用と言えるのか。 

 

 前述のとおり、企業内プロフェッショナルの類型に関しては、谷内（2007）のように、プ

ロフェッショナルの範囲を柔軟に捉え、次世代の経営を担うリーダー（経営のプロ）も含め

た類型化を試みているものもある。 

次世代の経営を担うリーダーの育成においては、三品(2008）が「初めから経営職に適し

た人を集め、組織と事業の原理と事例を叩き込み、戦略の難しさを教え、その困難を体系的

に克服する訓練」（p.280）を通して、「経営職に求められる「事業観」を体系的に形作る」（p.280）
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ための教育プログラムの必要性を主張するなど、候補者の視座を高める教育のあり方が一つ

の方法として有用性を持ち得ると考えられる。RQ2 については、こうした次世代リーダー育

成の方法に関する知見も踏まえながら考察を行う。 

最後に、企業内プロフェッショナルが継続的に自身の専門性を深めていくための社会的教

育基盤のあり方について検討を行う。 

前述のように、わが国の社会人大学院の量的規模は諸外国に比べ小さく、大学院のような

高等教育機関での社会人の学び直しは十分行われているとは言えない状況にある。 

一方で、民間 BS の提供する教育プログラムは実務に直接的に有用な知識やスキルがユニ

ット化されているため社会人にとって短期間で学びやすく、大学院に比べ費用も相対的に安

価であるため、これまで大学院での学び直しを躊躇していた社会人の潜在的な需要が掘り起

こされている可能性が指摘できる。 

ただし、企業内プロフェッショナルとして専門能力を維持あるいは深耕していくためには、

一過性のユニット学習に留まらず、それを契機に、その後複数のユニット学習、更には、大

学院等でのより専門的・発展的な学習へと学習活動が継続的につながっていくことが望まれ

る。そこで、以下の RQ を設定する。 

 

RQ3：民間 BS における学習が契機となり、さらに社会人大学院などでのより専門的・発

展的な学習につながる可能性はあるのか。また、それを妨げる要因があるとすればそれは何

か。 

 

２ 調査方法と内容 

 

(1) 調査対象とした民間 BS の概要 

前節で設定した RQ についての検討を行うため、民間 BS のうち、「慶應丸の内シティキャ

ンパス（以下、慶應 MCC）」（株式会社慶應学術事業会による運営）および慶應 MCC で社外

学習を行うビジネスパーソンを対象とした調査を実施した。 

民間 BS としての規模が大きい GMS ではなく、慶應 MCC を調査対象とした主な理由は、

GMS が経営管理知識に関わる講座を中心に提供しているのに対し、慶應 MCC はマーケティ

ング、財務、人事・人材育成・組織開発、経営企画等、企業内プロフェッショナル職種に関

連性が深いと考えられる領域でも幅広く先端的な学習プログラムを開講しており、企業内プ

ロフェッショナルにとっての学びの場として活用されている可能性が高いと判断されたため

である。 

以下、慶應 MCC の概要について、①慶應 MCC 運営事務局に対して行ったインタビュー

調査（詳細は後述）、②慶應 MCC 運営事務局より入手した資料（「慶應丸の内シティキャン
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パス（慶應 MCC）紹介資料」）③慶應 MCC のパンフレット（「慶應丸の内シティキャンパス

総 合 プ ロ グ ラ ム ガ イ ド 2017.4 － 2018.3 」）、 ④ 慶 應 MCC の ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.keiomcc.com/）に記載された情報をもとに述べる。 

 

ア. 慶應 MCC の設立経緯 

慶應 MCC の設立そのものは 2000 年の秋である。キャンパスはその後約半年の準備期間

を経て 2001 年 4 月にオープンしている。 

2000 年当時、慶應義塾は「日本の慶應義塾から世界の慶應義塾へ」という経営ビジョンを

掲げ、この時期、山形県鶴岡市に慶應義塾大学先端生命科学研究所を設立（2001 年 4 月）

したり、川崎市との協定に基づき、「新川崎タウンキャンパス」（2000 年 4 月）や「先端研

究教育連携スクエア」（2001 年 4 月）を相次いで設立するなど、産学官の連携を重視しなが

ら、大学の「外」に向けた事業展開を積極的に図っていた。こうした大学経営の方針の中で、

慶應義塾では社会人教育事業にも力を入れていくこととなる。 

当時の慶應義塾の社会人教育事業は、慶應義塾大学ビジネススクール（以下、KBS）のエ

グゼクティブセミナーと慶應外国語学校での語学教育が中心で、早稲田大学が生涯学習を推

進するための拠点として設置し、幅広い公開講座を開講する「早稲田大学エクステンション

センター」26のような社会人を対象とした生涯学習教育機関は存在していなかった。 

このうち KBS のエグゼクティブセミナーは総合的な経営管理能力をもつ最高経営幹部（ト

ップマネジメント）の育成および再訓練を目的に、ケースメソッドを中心に学ぶ 10 日間前

後の集中型セミナー（合宿型）で、社長、取締役、執行役員、部長など上級幹部向けのプロ

グラムが中心であり、対象層が企業の上級幹部という非常に限定的なものであったため、プ

ログラムとしての規模は小さいものだった。 

一方、この時期、不動産・総合デベロッパーの大手である三菱地所は丸の内地区の再開発

に着手し始めていた。この再開発計画では、丸の内地区を文化の発信拠点として位置づけ直

し、丸の内地区で働くビジネスパーソンにとっての学びの場を設置する構想が検討されてい

た。 

このように、当時慶應義塾側には「大学外での事業展開の一環として、新たな社会人教育

事業を展開したい」というニーズがあり、三菱地所側には「丸の内再開発の一環としてビジ

ネスパーソンの学びの場を用意したい」とのニーズがあった。 

こうした両者の思惑が合致し、2000 年に慶應義塾と三菱地所が基本協定書を締結したこと

によって、慶應 MCC は開設に向け始動することとなり、最初のキャンパスが 2001 年 4 月

に八重洲ビル（現パークセンタービル）の 6 階に設けられることとなった。その後、2006

年 8 月にメインキャンパスは現在の三菱ビル 10 階に移転されることとなった。 

                                                 
26 http://www.ex-waseda.jp/（閲覧日：2017 年 1 月 11 日） 
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イ. 慶應 MCC のコンセプト 

慶應 MCC は設立当初、自らを「「理論」の創出の場である大学」と「ビジネス経営の「実

践」の場である産業界」をつなぐ「理論と実践の架け橋」として位置づけ、「節目の時代にあ

って、環境に対して主体的に働きかけ、フロンティアを切り拓こうとする人々が、自らの行

動と態度を変革し続けるための Continuing Learning（継続学習）の場を提供する」（城取，

2004）というコンセプトを掲げてスタートした。 

この開設当初のコンセプトは、現在は、新たに「学びの「サードプレイス」を目指す」と

いうコンセプトに作り変えられ、「働く大人」にとっての越境学習の場としての存在を強調す

るに至っている。以下はこのことについて語られた慶應 MCC 運営事務局の発言である。 

 

「越境学習という概念があって、それは我々が日ごろ考えていた学びのあり方と非常に近

いものだったのですね。たとえば、人が越境するというときに、自分は何者であるかを他者

に知らしめる必要があるわけじゃないですか。他者に自分を語るときに必要なのは、自分自

身を内省して、これまでの歩みであるとか、自分の考え、問題意識を整理して、言語化して、

人に説明をする力ではないですか。それは学びの第一歩であって、自分自身をもう一回整理

し直して、行動と意識を変えていくための最初のステップとして、まずそれをやらなくては

いけない。それをやる場所を作るというのはすごく有意義だと思いました。なおかつ MCC

に越境をしてきた人が集って、自分のものの見方、考え方がぶつかり合う場を実現できれば、

そこからイノベーションというのも起きるし、新たな発想の糸口もそういうところから生ま

れるはずなので、そういう場所にしたいと。そんな思いを込めて、「働く大人のための学びの

サードプレイス」を目指したいということが今謳っていることです。」（慶應 MCC 運営事務

局） 

 

こうした「働く大人」にとっての越境学習27の場としての質を高めるために、慶應 MCC

では各テーマの日本における第一人者を講師に置くなど、クオリティを重視した学習プログ

ラムを提供しているほか、ビジネスパーソンの学びや受講者同士のネットワーク作りをサポ

ートするラーニングファシリテーター（詳細は後述）と呼ばれる専門スタッフを設置するな

ど、運営において様々な特徴を有している。 

 

 

                                                 
27 「越境学習」とは、「個人が所属する組織の境界を往還しつつ、自分の仕事・業務に関連する内容について学

習・内省すること」（中原,2012,p.186）といった定義がなされ、従業員が「仕事内容に関連した勉強会や研究会

など、組織を越えて開催されている学びの場に参加しつつ、学習すること」（中原,2012,p.186）がその具体例と

して示されている。但し、越境学習における「越境」の概念は、上記のように、物理的な意味での「組織外」・「社

外」という意味だけを指すものではなく 、他者との出会いを起点とし、他者との多様な関わりの中で、学習者

が自分自身を相対化したり、自らの視野を拡大させたり、新たなモノの見方を獲得していく「水平的な学習」

（Engeström et al.,1995）がその本質であるとされる（長岡,2015）。 
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ウ. プログラムカテゴリ 

慶應 MCC では現在、メインキャンパス（三菱ビル 10 階）で①知的基盤能力プログラム、

②先端・専門プログラム、③夕学（せきがく）プレミアム「agora」の 3 カテゴリの講座群

を運営するほか、「丸ビルホール」では、「夕学（せきがく）五十講」と呼ばれる定例講演会

を年間 50 回開催している。この「夕学（せきがく）五十講」は「夕学サテライト」として

ネット配信されているほか、2016 年からは、慶應 MCC がストックする講演コンテンツを

WEB 学習用に編集・提供した「クロシング」という WEB 学習サービスも開始するなど、

ビジネスパーソンを対象とした学習サービスの拡充を図っている。 

 

エ. プログラムコンテンツ 

上記カテゴリのうち、企業内プロフェッショナルやその志向を持つビジネスパーソンが主

な対象となりうる学習プログラムは、メインキャンパスで開講されている「①知的基盤能力

プログラム」と「②先端・専門プログラム」である。 

このうち、「①知的基盤能力プログラム」は、実践的な「仕事の方法論」や「知的活動の

基盤となる共通能力を身につけるためのプログラム群」を意味し、現在、以下のような講座

が配置されている。 

 

図表 2-4 知的基盤能力プログラム一覧 

No プログラム名 テーマ ねらい 時間 回数 価格(円) 
1 経営戦略‐ビジネスモ

デルから構想力を学ぶ 
経営戦略 ケースで構想力を身に

つける 
10:00-17:00 2 129,600 

2 経営戦略‐イノベーシ

ョンと競争戦略 
経営戦略 ケースで競争戦略を学

ぶ 
18:30-21:30 6 162,000 

3 経営戦略‐危機に立ち

向かう経営の条件 
経営戦略 危機突破に必要な経営

の視点を学ぶ 
18:30-21:30 6 162,000 

4 グローバル経営戦略 経営戦略 自国中心主義脱却でめ

ざす競争優位 
18:30-21:30 6 162,000 

5 経営戦略－ビジネスモ

デルと成長戦略 
経営戦略 市場機会を捉えるため

の視点や考え方を学ぶ 
18:30-21:30 6 162,000 

6 ビジネス感度を高める

マーケティング 
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ マーケティング・マイン

ドを醸成する 
18:30-21:30 4 108,000 

7 人を動かすマーケティ

ング 
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 消費者のエンゲージメ

ント行動を促す 
18:30-21:30 6 162,000 

8 マーケティング戦略 
注）2016 年度は、「ビ

ジネスプロフェッショ

ナルのマーケティング

戦略」として開講 

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ ケースで戦略立案力を

身につける 
18:30-21:30 6 162,000 

9 市場創造のマーケティ

ング戦略 
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 競争のない市場を創造

する 
18:30-21:30 6 162,000 

10 ビジネスデータ分析 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ データからビジネスヒ

ントを発掘する 
18:30-21:30 6 162,000 

11 財務諸表の読み方・活

かし方 
ｱ ｶ ｳ ﾝ ﾃ ｨ ﾝ

ｸﾞ・ﾌｧｲﾅﾝｽ

有価証券報告書で数字

の基本を学ぶ 
18:30-21:30 2 43,200 
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No プログラム名 テーマ ねらい 時間 回数 価格(円) 
12 会計情報から経営を読

み解く 
ｱ ｶ ｳ ﾝ ﾃ ｨ ﾝ

ｸﾞ・ﾌｧｲﾅﾝｽ

財務諸表からリアルな

経営を読み解く 
18:30-21:30 6 162,000 

13 強い組織をつくるリー

ダーシップ 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ

リーダーシップの持論

を築く 
18:30-21:30 6 162,000 

14 グローバル・リーダー

シップ 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ

変 革 を リ ー ド す る

Authentic Leadership 
13:00-19:00 
10:00-18:00 

3 194,400 

15 チーム開発リーダーシ

ップ 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ

多様性からシナジーを

生む 
18:30-21:30 6 162,000 

16 リーダーシップ・スト

レッチング 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ

リーダーシップスタイ

ルの枠を拡げる 
18:30-21:30 
10:00-18:00 

4 162,000 

17 リーダーのための仕事

哲学 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ

仕事や人に対する信念

を持つ 
18:30-21:30 6 162,000 

18 戦略を実現するマネジ

メント 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ

部長に求められる視点

と考え方 
18:30-21:30 6 162,000 

19 部下を育てるマネジメ

ント 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ

部下・社員の成長を後押

しする 
18:30-21:30 4 129,600 

20 プレマネジメント ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ

リーダー層のマネジメ

ント力育成 
18:30-21:30 6 162,000 

21 プロジェクトマネジメ

ント 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ

プ ロ ジ ェ ク ト を 効 果

的・効率的に進行する 
18:30-21:30 
9:30-16:30 

6 
3 

162,000 

22 潜在的問題解決 
注）2016 年度は「本質

的課題解決～SSM と

ロジカル・シンキング」

として開講 

思考・意思

決定 
課題解決の二つの方法

論を身につける 
18:30-21:30 6 162,000 

23 イノベーション思考 思考・意思

決定 
視野を広げ発想を Leap
（跳躍）させる 

18:30-21:30 6 162,000 

24 デザイン×システム思

考 -幸せなイノベーシ

ョンを実現する 
注）2016 年度は「シス

テム思考×デザイン思

考」として開講 

思考・意思

決定 
複雑な問題に向き合う

思考の作法 
18:30-21:30 6 162,000 

25 ケースで学ぶ意思決定 思考・意思

決定 
実践的な意思決定手法

と心得を学ぶ 
18:30-21:30 6 162,000 

26 主観を磨く意思決定 思考・意思

決定 
意思決定の質を高める 18:30-21:30 6 162,000 

27 ビジネスプロフェッシ

ョナルの説明力 
ﾋﾞｼﾞﾈｽ 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

論理と感情の両面から

理解・納得を得る 
18:30-21:30 6 162,000 

28 リレーションシップを

高める自在会話力® 
ﾋﾞｼﾞﾈｽ 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

その場に相応しい健や

かなコミュニケーショ

ン 

18:30-21:30 6 162,000 

29 戦略的交渉力 ﾋﾞｼﾞﾈｽ 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

グローバルに通用する

交渉力を身につける 
18:30-21:30 6 162,000 

出所：「慶應丸の内シティキャンパス総合プログラムガイド 2017.4－2018.3」をもとに筆者作成 

 

上記のように、「知的基盤能力プログラム」では、「経営戦略」「マーケティング」「アカウ

ンティング・ファイナンス」「リーダーシップ・マネジメント」「思考・意思決定」「ビジネス

コミュニケーション」の各テーマより全 29 講座が開講されている。 

これらは、ビジネスを行う上で基盤となる経営管理知識やスキル、思考・コミュニケーシ

ョン能力を養うプログラム群であり、約半分の 15 講座でケースメソッドを用いた教育方法
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が採用され、ワークショップ形式で講座が運営されている。 

また、全 29 講座中 27 講座が「18：30－21：30」という就業時間後に「3 時間×複数回」

で行われており、全 29 講座の価格の平均は約 15 万円である。 

また、これらの講座の中から最長 2 年間で 6 プログラムを自由に選択・受講できるほか、

定例講演会「夕学五十講」を 20 講演まで受講可能なパッケージプログラムとして「知的基

盤能力マスタリーコース」（648,000 円）も用意されている。 

前述の谷内（2007）の類型で言えば、これら「知的能力基盤プログラム」の講座群のうち、

「マーケティング」領域の講座は、マーケティング職種の「ファンクショナル型のプロフェ

ッショナル」やその志向を持つビジネスパーソンにとって有用であると考えられるほか、経

営管理知識を幅広く網羅していることから、「プロデュース型のプロフェッショナル」やその

志向を持つビジネスパーソンにとっても有用なものと考えられる。 

次に「②先端・専門プログラム」は「ビジネスプロフェッショナルの「専門性深耕」ニー

ズに対応したプログラム群」を意味し、このカテゴリでは以下のような全 12 講座が開講さ

れている。 

 

図表 2-5 先端・専門プログラム一覧 

No プログラム名 テーマ ねらい 時間 回数 価格(円) 
1 企業参謀養成講座 経営戦略 次の成長戦略を描く 18:30-21:30 13 410,400 
2 実践 事業創造講座 経営戦略 企業変革への実践力を

養う 
18:30-21:30 10 399,600 

3 イノベーション・マネ

ジメント 
経営戦略 経済社会に主体的・創造

的に働きかける 
10:00-17:00 3 162,000 

4 ケースで学ぶ M&A の

財務戦略 
経営戦略 M&A のプロフェッショ

ナルを養成する 
18:30-21:30 6 162,000 

5 マーケティング戦略立

案のためのデータ活用 
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾃﾞｰﾀの分析手

法と活用の仕方を学ぶ。

18;30-21:30 6 162,000 

6 組織・人材プロフェッ

ショナル養成講座 
人事・人材・

キャリア 
自 社 戦 略 に 基 づ く 組

織・人材マネジメント 
18:30-21:30 10 345,600 

7 ラーニングイノベーシ

ョン論 
人事・人材・

キャリア 
企業変革をリードする

人材を育成する 
18:30-21:30 13 453,600 

8 組織開発論－その理論

と実践－ 
人事・人材・

キャリア 
組織と個人を元気にす

る 
18:30-21:30 8 324,000 

9 採用イノベーション論 人事・人材・

キャリア 
採用を科学する 18:30-21:30 6 162,000 

10 行動把握のためのイン

タビュー実践 
注）2016 年度は「コン

ピテンシー・インタビ

ュー実践」として開講 

人事・人材・

キャリア 
すぐに使えるインタビ

ュー手法を身につける 
13:00-17:00 2 54,000 

11 キャリア・アドバイザ

ー養成講座 
人事・人材・

キャリア 
個人と組織のキャリア

統合を目指す 
18:30-21:30 18 432,000 

12 キャリア・アドバイザ

ー養成講座＜アドバン

ス＞ 

人事・人材・

キャリア 
専門的なアプローチ方

法を習得する 
18:30-21:30 17 432,000 

出所：「慶應丸の内シティキャンパス総合プログラムガイド 2017.4－2018.3」をもとに筆者作成 
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上記のとおり、「経営戦略」や「人事・組織」テーマを中心に、経営機能に対応した高度

な専門知識や戦略課題が取り上げられ、各講座はゼミ形式で開催されている。教育方法では、

「①知的基盤プログラム」同様、ケースメソッドを用いている講座が三つ開講されている。 

全 12 講座中 10 講座が「18：30－21：30」という就業時間後に「3 時間×複数回」で行わ

れており、全 12 講座の価格の平均は約 29 万円である。 

これらの講座は、谷内（2007）の類型の「ファンクショナル型のプロフェッショナル」や

その志向を持つビジネスパーソンにとって有用なものと考えられる。 

他方、「①知的基盤プログラム」「②先端・専門プログラム」ともに、谷内（2007）の類型

の「テクノクラート型のプロフェッショナル」やその志向を持つビジネスパーソンにとって

直接的に関係する講座は開講されていない。 

 

オ. ラーニングファシリテーター 

前述のように慶應 MCC の講座運営上の特徴の一つとして、ラーニングファシリテーター

と呼ばれる専門スタッフが各講座に配置されていることが挙げられる。 

これは、慶應 MCC で開講されている「各プログラムの専門家」であり、「学びの促進者」

であり、「ネットワーク形成の触媒的な存在」として位置づけられるものである。 

その具体的な役割は、プログラムの企画や講師のアシスタントだけでなく、講師・参加者・

企業の中間に立脚し、様々な情報、視点の提示や問題提起、ネットワーク形成の支援、企業

内の研修サポートなど多岐にわたっている。 

今回調査対象となった慶應 MCC 受講者のインタビューからは、このラーニングファシリ

テーターの働きかけが学びの振り返りにとって有用であったとの意見もあり、慶應 MCC が

提供する学習環境において重要な役割を果たしていることが想像される。 

 

カ. 受講者数の推移 

慶應 MCC 運営事務局より提供された資料によれば、メインキャンパスで開講されている

カテゴリの講座群の受講者数は、平成 20 年 9 月から平成 28 年度 9 月時点までの、前期受講

者数と後期受講者数を合わせた平均が 1,393 人となっている。 

また、同様に定例講演会である「夕学五十講」の受講者数は平成 20 年 9 月から平成 28 年

度 9 月時点までの、前期受講者数と後期受講者数を合わせた平均が 12,549 人となっている。 

よって、メインキャンパスで開講されている講座と定例講演会「夕学五十講」を合わせ、

慶應 MCC は年間約 14,000 人の受講者を集める民間 BS であるといえる。 

 

キ. 法人に対する企業内研修サービス 

また、慶應 MCC は上記のような個人を対象とした講座の開講のみならず、企業内研修事

業も並行して実施している。ここでは慶應 MCC の専属スタッフが企業の人材開発部門に対
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するヒアリングを行い、企業ニーズを踏まえた形で企業内研修プログラム等についての企

画・提案を行い、合意した内容に基づいて、慶應 MCC で教えている講師陣が企業に派遣さ

れ、研修が展開されている。企業内研修の実績の約半数は 3 ヶ月から 1 年に亘る「次世代リ

ーダー研修」（例：住友商事株式会社「事業経営者養成塾」など）であり、その次に「各階層

別研修」の割合が高くなっている。 

 

(2) 調査対象としたビジネスパーソンの概要 

 続いて、今回調査対象とした慶應 MCC で社外学習を行うビジネスパーソンについて概要

を述べる。 

今回の調査では、2016 年度に慶應 MCC で開講されている各種講座のうち、企業内プロフ

ェッショナルや、今後企業内プロフェッショナルとしての活躍を志向するビジネスパーソン

が主な受講対象となりうる「①知的基盤能力プログラム」と「②先端・専門プログラム」に

位置づく講座に通うビジネスパーソンで、主に事業会社に勤務する者をターゲットとして調

査を行った。 

調査対象者は、上記 2 カテゴリの講座に通うビジネスパーソンに対し、慶應 MCC 運営事

務局を通じて「調査趣意書」を配布し、調査の目的・内容への賛同者に対して直接アプロー

チをする形式をとった。調査期間は 2016 年 7 月から 10 月である。結果として調査対象者数

は全部で 10 名となった。調査対象となった 10 名のビジネスパーソンの概要は以下のとおり

である。 

 

図表 2-6 調査対象者一覧 

調査対象者と確認項目 概要 
A 氏 1.調査日 2016 年 7 月 6 日 

2.年代 40 代 
3.性別 男性 
4.業種／職種 損害保険／法人営業 
5.役職 課長 
6.受講講座 企業参謀養成講座【先端・専門プログラム】 

注）インタビュー調査当時受講中 
7.過去の受講履歴 なし 
8.費用支払区分 一部自己負担 
9.受講契機 定例講演会「夕学五十講」の受講を契機に慶應 MCC の講座群を知り、

勤務先の自己啓発プログラムのメニューの中に、慶應 MCC の講座が

紹介されていたため、そこから選択した。 
10.その他の社外

講座の受講履歴 
過去 GMS の単科講座を複数回受講した。 

B 氏 1.調査日 2016 年 7 月 14 日 
2.年代 30 代 
3.性別 男性 
4.業種／職種 総合商社／貿易実務 
5.役職 － 
6.受講講座 ケースで学ぶ M&A の財務戦略【先端・専門プログラム】 
7.過去の受講履歴 なし 
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調査対象者と確認項目 概要 
8.費用の支払区分 社費 
9.受講契機 B 氏と同じ本部内の上司・先輩が過去受講しており、そこからの紹介

で受講した。 
10.その他の社外

講座の受講履歴 
なし 

C 氏 1.調査日 2016 年 7 月 28 日 
2.年代 40 代 
3.性別 男性 
4.業種／職種 物流／コンサルティング 
5.役職 部長代理 
6.受講講座 「知的基盤能力マスタリーコース」に登録。 

2 年間で【知的能力基盤プログラム】の中から以下の 6 講座を受講。

但し、⑥はインタビュー調査当時未受講 
①グローバル経営戦略 
②ビジネスプロフェッショナルのマーケティング戦略 
③BtoB マーケティング 
④グローバル・リーダーシップ 
⑤ケースで学ぶ意思決定 
⑥リーダーシップ・ストレッチング 

7.過去の受講履歴 上記のうち、①～⑤は受講修了 
8.受講の支払区分 社費 
9.受講契機 慶應 MCC には、C 氏と同じ会社の先輩が過去から継続して受講して

おり、そこからの紹介で受講した。 
10.その他の社外

講座の受講履歴 
過去 GMS の単科講座を受講した。 
公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会（JILS）の公開セミ

ナーを受講した。 
D 氏 1.調査日 2016 年 7 月 27 日 

2.年代 50 代 
3.性別 男 
4.業種／職種 エンターテイメント／事業企画・経営企画 
5.役職 室長 
6.受講講座 ケースで学ぶ M&A の財務戦略【先端・専門プログラム】 
7.過去の受講履歴 なし 
8.費用支払区分 社費 
9.受講契機 自社で現在、社員教育のための体系を構築しており、情報収集の一環

で人事部から依頼され受講した。 
10.その他の社外

講座の受講履歴 
過去 GMS の単科講座を受講した。 

E 氏 1.調査日 2016 年 8 月 1 日 
2.年代 30 代 
3.性別 男性 
4.業種／職種 建設／事務 
5.役職 係長 
6.受講講座 ビジネス感度を高めるマーケティング【知的基盤能力プログラム】 
7.過去の受講履歴 なし 
8.費用の支払区分 一部自己負担 
9.受講契機 勤務先の自己啓発プログラムのメニューの中に、慶應 MCC の講座が

紹介されていたため、そこから選択した。 
10.その他の社外

講座の受講履歴 
過去 GMS の単科講座を受講した。 

F 氏 1.調査日 2016 年 9 月 1 日 
2.年代 50 代 
3.性別 男性 
4.業種／職種 IT／営業・システム開発 

注）現在出向中。原籍はシンクタンク。 
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調査対象者と確認項目 概要 
5.役職 部長 
6.受講講座 戦略を実現するマネジメント【知的基盤能力プログラム】 
7.過去の受講履歴 なし 
8.費用の支払区分 社費 
9.受講契機 原籍の企業の自己啓発プログラムを利用して受講した。 
10.その他の社外

講座の受講履歴 
過去 GMS の単科講座を複数回受講した。 

G 氏 1.調査日 2016 年 9 月 7 日 
2.年代 40 代 
3.性別 女性 
4.業種／職種 化学／与信管理 
5.役職 － 
6.受講講座 ビジネスプロフェッショナルの説明力【知的基盤能力プログラム】 
7.過去の受講履歴 なし 
8.費用の支払区分 社費 
9.受講契機 勤務先の上司との目標管理面談で自身の能力開発課題を設定し、勤務

先の自己啓発プログラムの中から慶應 MCC の講座を選択した。 
10.その他の社外

講座の受講履歴 
前職在籍時に、国内の会計専門職大学院に進学・修了した。 

H 氏 1.調査日 2016 年 9 月 13 日 
2.年代 40 代 
3.性別 女性 
4.業種／職種 製薬／MSL（メディカル・サイエンス・リエゾン） 
5.役職 マネジャー 
6.受講講座 ①戦略を実現するマネジメント【知的基盤能力プログラム】 

②“感情”の交渉戦略28（慶應 MCC が特別セミナーとして主催したハ

ーバード国際交渉プログラムディレクターによるワークショップ） 
7.過去の受講履歴 あり 
8.費用の支払区分 一部自己負担 
9.受講契機 勤務先の自己啓発制度を利用した。 
10.その他の社外

講座の受講履歴 
慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科における製薬協寄附講

座「医薬経済学教育研究プログラム」を受講した。 
I 氏 1.調査日 2016 年 9 月 20 日 

2.年代 30 代 
3.性別 男性 
4.業種／職種 印刷／海外調達 
5.役職 課長補佐 
6.受講講座 グローバル経営戦略【知的基盤能力プログラム】 
7 過去の受講履歴 なし 
8.費用の支払区分 社費 
9.受講契機 勤務先の自己啓発プログラムの中から慶應 MCC の講座を選択した。

10.その他の社外

講座の受講履歴 
なし 

J 氏 1.調査日 2016 年 10 月 6 日 
2.年代 30 代 
3.性別 男性 
4.業種／職種 総合商社／人材開発 
5.役職 － 
6.受講講座 企業参謀養成講座【先端・専門プログラム】 

注）インタビュー調査当時受講中 
7.過去の受講履歴 なし 
8.費用支払区分 社費 

                                                 
28 https://www.keiomcc.com/hav/ 参照。（閲覧日：2017 年 1 月 12 日） 
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調査対象者と確認項目 概要 
9.受講契機 勤務先の教育制度（J 氏の勤務先ではライン部門から本社スタッフ部

門等に異動する際、社外講座の受講権利が付与される）を利用して受

講した。 
10.その他の社外

講座の受講履歴 
なし 

出所：筆者作成 

 

上記のように、今回の調査対象者の内訳は、男性 8 名・女性 2 名、年代は 30 代 4 名・40

代 4 名・50 代 2 名、管理職 7 名・非管理職 3 名であった。 

慶應 MCC の受講講座としては、「先端・専門プログラム」カテゴリの講座を受講している

ものが 4 名、「知的基盤能力プログラム」カテゴリの講座を受講している者が 6 名、そのう

ち 1 名が 2 年間で 6 講座をパッケージ受講できる「知的基盤能力マスタリープログラム」に

登録している受講生であった。 

慶應 MCC の講座については、「知的基盤能力マスタリーコース」を受講している C 氏と、

過去に受講履歴のある H 氏以外の 8 名は初めての受講であった。 

また、慶應 MCC の受講費用の支払区分は、3 名が一部自己負担、7 名が社費による受講で

あった。 

どのような契機で慶應 MCC の講座を受講するに至ったかについては、7 名が勤務先の自

己啓発プログラム等の教育制度を利用した受講であった。 

最後に、その他の社外講座の受講履歴に関しては、5 名が過去 GMS の単科講座を受講し

た経験があり、社外講座のリピーターが過半を占めた。また、G 氏のような社会人大学院の

修了生や、C 氏、H 氏など現在の職種に関わる専門的な社外学習講座を受講している者もい

た。 

 

(3) 主な調査内容 

調査対象者に対する主なインタビュー内容は、①インタビュー対象者の属性、②受講の動

機、③学習内容の詳細と業務との関連性、④学習したことの効用、⑤学習したことの活用状

況や今後の活用見通し、⑥今後のキャリア展望と学習プラン、⑦社外学習コミュニティへの

期待やニーズの 7 項目である。ただし、インタビュー中、話の文脈に応じて随時追加質問が

なされるなど、インタビューは半構造化方式で行われたため、上記 7 項目以外にも関連した

質問が行われた。 

インタビュー時間は一人あたり 1 時間から 1 時間半の間で行われ、インタビュー内容は調

査対象者の許可を得た上で IC レコーダーに録音され、その後反訳原稿が作成された。 

 

(4) 慶應 MCC 運営事務局へのインタビューとその概要 

前項で述べた調査対象者以外に、学習プログラムの企画・運営を行う慶應 MCC 事務局責
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任者へのインタビューを行った。インタビューは前項で述べた全調査対象者へのインタビュ

ー調査が終了した後、2016 年 10 月 7 日に行われた。 

インタビューの目的は、慶應 MCC の設立経緯やコンセプト、受講者の属性傾向や受講者

数の推移等の事実情報の確認と、10 名のインタビューから確認された情報に関する事実確認

等を行うことにあった。 

インタビューは約 1 時間で行われ、インタビュー内容は許諾を得た後、IC レコーダーに録

音され、その後反訳原稿が作成された。 

 

３ 調査結果の分析と各 RQ の検討 

 

(1) RQ1 に関する検討 

本項では、前述の慶應 MCC の受講者 10 名のインタビューデータと慶應 MCC 事務局に対

するインタビューデータをもとに、RQ1「企業内プロフェッショナル、あるいは今後企業内

プロフェッショナルとしての活躍を志向するビジネスパーソンの学習の場として民間 BS が

活用されている実態はあるのか。活用されている場合、どのようなタイプの企業内プロフェ

ッショナルを目指す者にとって有用な学習の場となっているのか。」について考察する。 

前述のとおり、慶應 MCC では現在、企業内プロフェッショナルやその志向を持つビジネ

スパーソンが主な対象となりうる学習プログラムとして、ビジネスを行う上で基盤となる経

営管理知識やスキル、思考・コミュニケーション能力を養う「①知的基盤能力プログラム」

と、「経営戦略」や「人事・組織」テーマを中心に、経営機能に対応した高度な専門知識や戦

略課題を扱う「②先端・専門プログラム」が開講されている。 

人事やマーケティングなど、特定職種の企業内プロフェッショナル（ファンクショナル型

のプロフェッショナル）やその志向を持つ者が自身の専門性を深めるためにこれらの講座群

を受講しているようなことはあるのか、以下、代表的なインタビューデータを引用しながら

考察する。 

 

ア. マーケティング領域の講座の受講者の状況 

図表 2-4 のように、慶應 MCC には、「①知的基盤能力プログラム」の中で、全 5 講座のマ

ーケティング関連講座を開講している。 

これらの講座は、マーケティング職種として活躍する企業内プロフェッショナルやその志

向を持つ者が自身の専門性を深めるために受講しているのか。 

今回調査対象となった 10 名中、2016 年度にマーケティング関連の講座を受講していたの

は、C 氏と E 氏であったが、C 氏は物流会社にて顧客企業に対する最適なサプライチェーン

構築の企画・コンサルティング業務のマネジメントを担当しており、E 氏も建設会社の住宅

事業部門にて各支店の業績管理の事務を担当しているため、両名とも直接的にマーケティン
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グ職に従事しているわけではなかった。 

ではどのような動機で C 氏・E 氏はマーケティングの講座を受講したのか。 

 

「（筆者注：マーケティング講座を受講している人たちは）お客様がマーケティング部門

の人で、そこからビジネスを、例えば営業戦略している人とお相手しなきゃいけないとか、

そういう方たちのニーズのほうがあるんじゃないかなと思いますね。（中略）私はそういう観

点で、やっぱりお客様がどういう観点で市場開拓しているのかとか、そういうののプロセス

の専門家じゃないんで、どうやって市場調査しているとか、どうやってニーズを酌みとって

いるんだろうかとか、多分そこで物流の中のちょっとお仕事が生まれてくるはずだと思って

いるので、そういう観点で学ぼうと思っています。」（C 氏） 

 

「ふだん数字のことばかりやっていて、正直実務でマーケティングのことをやることはあ

まりないんですが、結構言われるのが、どっちかというと事務的になりがちなところがある

ので、マーケティングとかビジネスの仕組みが分かるかなと思って、もうちょっと自分の業

務の中でも、ふだんはどっちかというと守備的になるというか、多分業務性質上そうなんで

すけれども、もうちょっとアグレッシブな提案ができたらなと、そういう付加価値がつけら

れたらなと思ったのが、マーケティングを選んだというのはそういうところですかね。（中略）

具体的に言うと、どっちかというと支店とか関係会社がこうやりましたという数字があって、

そうですかとそのまま別に横流しする、報告するだけでも一旦は形になるんですけれども、

いや、待てよ、ここの拠点はこういうところが問題なんじゃないかとか、もう少し深いとこ

ろまで自分で分析できたらなという思いは多少あって、それがマーケティングに直結するか

というとちょっと疑問なんですが、一つのきっかけになればなと思って。（中略）多分数字が

でき上がる前には、マーケティングじゃないんですけれども、やっていると思うんですよ。

でも、あまりそこに目を向けないで、結果だけをまとめれば別にいいんですけれども、もう

ちょっと前のところを意識して仕事できる視点が欲しいなというか。」（E 氏） 

 

このように、物流領域で BtoB ビジネスに携わる C 氏の場合、自身はマーケティング実務

に直接関与しているわけではないが、顧客がビジネスを行う上で何を重視しているのかを理

解し、そこから物流の仕事に結び付ける余地を探るために、マーケティング関連の講座を受

講していた。 

また、事務職として各支店の業績管理を担当する E 氏も、普段はマーケティング実務を担

当しているわけではないが、各支店から上がってくる数字を単に事務的にまとめるだけでな

く、数字の背後にある要因を踏まえて各支店に対する踏み込んだ提案や支援を行うなど、現

在の仕事の仕方に付加価値を出す上で必要な視点を得るために、マーケティング関連の講座

を受講していた。 
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また、以下で引用するデータに見られるように、両名とも将来、マーケティング領域の企

業内プロフェッショナルを志向しているわけではなかった。 

 

「今の職務でいくと、どちらかというと、コンサルティングの部門長なので、そこでいろ

いろなお客様へ、私たちの、こういう仕事だというのをやっぱり広めたいなと思いますね。

当然その先は、場合によっては海外に向けるような事業戦略も考えなきゃいけなかったりと

か、そういう事業戦略を考えたり、経営に少し携われるような形のキャリアパスという感じ

ですね。そこは、当然、後輩とか、次の人にポジションも譲っていかなきゃいけないでしょ

うし、そういうふうにやれるようにしたいなとは思います。」（C 氏） 

 

「ザ・管理というよりかは、何かプロジェクトを抱えてそれを成功に導くみたいな、今み

たいな管理というよりかはもう少し、別に関係会社とかじゃなくてもいいんですが、一つの

プロジェクトを成功させるみたいな、長期的なプロジェクトを成功させるみたいな、そうい

う業務のほうをやってみたいですね。（中略）ずっと事務所の中にいるというよりかは、もう

ちょっと例えばどこかでプロジェクトを立ち上げるから、それに最初から携わって、それが

日の目を見るまでやってみたいとか、そっちのほうがやりたいですね。」（E 氏） 

 

このように C 氏は事業戦略の立案等、経営に近い立場での仕事を、E 氏も新規事業プロジ

ェクト等に携わるキャリアを志向している。 

限られたデータではあるが、今回調査した範囲では、マーケティング職として活躍する企

業内プロフェッショナルや、将来その方向でのキャリアを志向するビジネスパーソンが慶應

MCC のマーケティング講座を受講している事例は確認できなかった。 

この点について、後日行われた慶應 MCC 運営事務局に対するインタビューの中で確認し

たところ、過去からマーケティング関連の講座を様々作りこんできてはいるものの、マーケ

ティングのプロフェッショナルが集まりにくいことを述べている。 

 

「マーケティングのプロというよりは、営業企画だとか事業企画といった部署に他部門か

ら異動してきた人、いわゆる戦略スタッフになった人だとか、戦略スタッフのマネジメント

をやらなきゃいけなくなったとか、そういう人たちが多いよね。逆に、将来そういった部署

に異動して戦略スタッフを目指そうという若い人とかね。」（慶應 MCC 運営事務局） 

 

また、マーケティングのプロフェッショナルが集まりにくい理由について、マーケティン

グ領域には他の専門団体による講座が充実しており、そちらに受講者が流れている可能性を

指摘している。 
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「世の中にマーケティングの専門講座の方が充実していまして、たとえば、日本マーケテ

ィング協会（筆者注：公益社団法人日本マーケティング協会）みたいな組織があって、大学

のマーケティングの先生たちがたくさん出講しているでしょう。電通だとかサントリーだと

か、マーケティングに関心のある業界の人と大学のマーケティング研究者たちがつくった協

会なので、大学の先生が産業界のニーズに応じて講座をつくっているという意味で、仕立て

はうちに近いですね。やはり産業界が自分たちでつくっていると、顧客基盤も厚くて、聞く

と、来る人は電通だとかサントリーだとかそういうところばかりだという人もいますが、結

構充実した講座をつくっていますよね。（中略）マーケティングのほうが市場が大きい分、い

ろいろ（筆者注：専門講座が）あるんだろうね。うちもいろいろやりましたが、講師の先生

はマーケティング協会の先生とそんなに変わらないだけの人たちを出していますけれども、

なかなか続かないよね。」（慶應 MCC 運営事務局） 

 

このように、「マーケティング」に関しては、マーケティングのプロフェッショナルやそ

の志向を持つ者が専門性を深めるために社外学習にくることは稀であり、むしろ、今の職種

とは異なる専門知識を身につけることで、現在の業務に付加価値を出すために学びに来ると

いうニーズがあることが確認された。 

また、マーケティング領域の企業内プロフェッショナルの学習に関しては、日本マーケテ

ィング協会など、マーケティグ領域に特化して教育・研修事業を行う専門団体にて行われて

いる可能性が確認された。 

 

イ. 経営戦略・財務会計領域の講座の受講者の状況 

図表 2-4、2-5 のように、慶應 MCC には、「①知的基盤能力プログラム」と「②先端・専

門プログラム」を合わせて全 9 講座の経営戦略関連講座、全 2 講座の財務・会計（アカウン

ティング・ファイナンス）関連講座を開講している。 

これらの講座は経営企画職や経理・財務職として活躍する企業内プロフェッショナルやそ

の志向を持つ者が自身の専門性を深めるために受講しているのか。 

今回調査対象となった 10 名中、2016 年度に「経営戦略」「財務・会計」関連の講座を受

講している者は 6 名（A 氏、B 氏、C 氏、D 氏、I 氏、J 氏）であった。 

このうち、A 氏は将来経営企画的な仕事に従事することを志向し、そのための準備として、

経営課題解決の方法論や戦略実行に必要な課題把握力などの習得を目的とした｢企業参謀養

成講座｣を受講していることが確認された。 

 

「もうすぐ異動、また転勤しそうだというお話もしましたけれども、もうすぐか、もうち

ょっと先かは別として、必ず異動していくので、今後のキャリアの中で何か生かせるものは

ないかなと。逆に言うと、今後のキャリアの中で、何らか自分を高めることをしておかない
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と、自分が会社の中で使えないというか、より貢献できないという、何でしょうね、自分を

奮い立たせるというか、自分を高めたい、もちろん自分も会社の中で認められたいというの

もありますし、そういう中で、何か自分で自分を追い込んで、少しお金払ってでも自分を成

長させたいみたいな思いがありましたね。特に途中、経営企画部門にいたと申し上げました

けれども、次の場所も、自分のキャリアステップとしては、うちの同じ本体の経営企画かは

別として、グループ会社もいろいろありますし、営業第一線よりも、また改めて、そういう

経営企画的な部門で働きたいという希望もあるものですから、そういう意味で言うと、こう

いった企業参謀養成講座みたいな内容は、ちょうど生きてくるかなみたいな思いもありまし

て選んだという感じですね。」（A 氏） 

 

また、現職で経営企画部門のマネジメントを担う D 氏も現在の業務の専門性をより深める

ためには、ファイナンスの知識が必要であるとの考えから、「ケースで学ぶ M&A の財務戦略」

講座を受講している。 

 

「実は事業の外部環境を含めて考える上で、打ち手として M&A みたいなものが結構話題

に上ることが多かったんですね。例えば戦略議論みたいなものを取締役会とかを通じて行わ

れるんですけど、結構、レベルの高い議論がそこで出たりもしまして、要は話になかなかつ

いていくのが大変だったというのがあります。というのもあって、自分の M&A に対する知

識みたいなものも深めたいというのが裏側で、一応、走っていたんで、それは人事も知って

いて、ちょうどいいのがあるから、その一番のテイスティングの意味も含めて行ってみたら

どうかと言われたので、ちょっと行ってみました。」（D 氏） 

 

一方、「ケースで学ぶ M&A の財務戦略」講座を受講している B 氏や「企業参謀養成講座」

を受講している J 氏は、将来、経営者としてのマネジメント志向を持っていることが確認さ

れた。 

 

「将来的には、私はこの会社にあと数十年いるのかと言われると、自分の中で決まってい

るわけではないので、どのフィールドに、どの商品を扱うとか、どの分野に行くかというの

は、まだ全然わからないですけれども、やっぱり会社を自分でマネージできるようになりた

いなと思っています。（中略）（筆者注：B 氏が現在勤務する総合商社のグループの）中の事

業会社なのか、もしくは会社を出て、自分でこれはおもしろいといった会社をマネージ、切

り盛りするのか、そのあたりはちょっとまだ、全然わからないですけれども、いざ何か自分

がやりたいと思ったものが出てきたときに、自分で独り立ちしてできるようになりたいなと

思っています。」（B 氏） 
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「やっぱり一番大きいのは、将来的に経営者になりたいというところがあって、戦略策定

力であったり、問題解決、課題解決というところのノウハウを学びたいというところで、名

古屋から今回、通わせてもらっているんですけど、やっぱり東京のほうの企業さんからの参

加者がメインでいるということで、人的ネットワークというところも含めて、長い、このプ

ログラムに申し込ませていただいたと。（中略）自分で起業というところまでは正直、今時点

では考えてはいないです。もちろん、チャレンジできるビジネスプランと戦略があればチャ

レンジしたいとは思うんですけど、やっぱり商社ですので、事業投資の機会とか、会社で求

められてきている中で次の機能であったり事業というのを、会社に入ったからにはやってい

きたいなと。幸いにも、それをやらせてもらえる環境はあると思っていますので。」（J 氏） 

 

限られたデータではあるが、今回調査した範囲では、将来経営企画職としてのキャリア志

向を持つ A 氏や、経営企画・事業企画職としてのキャリアの長い D 氏のようなビジネスパー

ソンが慶應 MCC の経営戦略・財務会計系講座を受講している事例が確認されたほか、B 氏

や J 氏のように将来の経営者（次世代を担う経営リーダー）を志向し、講座を受講している

事例も確認された。 

前述の谷内（2007）が示すプロフェッショナル人材の類型で言えば、A 氏や D 氏の事例は、

慶應 MCC のような民間 BS が、経営企画領域での「ファンクショナル型プロフェッショナ

ル」やその志向性を持つ者にとっての能力開発の場となり得ること、B 氏や J 氏の事例は、

「プロデュース型のプロフェッショナル」を志向する者にとっての能力開発の場となり得る

可能性を示唆するものと言える。 

一方で、財務・経理関係の企業内プロフェッショナルやその志向を持つ者が経営戦略・財

務会計系講座を受講している事例は確認できなかった。 

 

ウ. 人事・組織領域の講座の受講者の状況 

続いて人事・組織領域の講座の受講者の状況について述べる。 

図表 2-5 のように、慶應 MCC には、「先端・専門プログラム」において、全 7 講座の人事・

組織領域の講座が開講されている。ラインナップは、組織人材マネジメント全般を扱う講座

から、採用、人材育成、組織開発、キャリア開発支援などの各論を扱う講座まで幅広い。 

慶應 MCC 運営事務局に対するインタビューによれば、このカテゴリの講座群は、「人事の

プロとして学ばなければならない講座」としての認知を獲得しつつあるという。 

 

「MCC の人事系のプログラムは、多分、日本の人事や人材開発部門でプロとして働く人

たちが学ぶ専門講座としては、労働法務の知識とか情報ベースのものは別として、一番充実

したところとして捉えられるようになりました」（慶應 MCC 運営事務局） 
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これらの講座は、狙い通り、人事・組織等を担当する者やその志向を持つ者の専門性の深

耕に寄与しているのか。 

今回の調査では、10 名の対象者の中で、人事・組織領域の講座を受講している者がいなか

ったため、当該講座の受講者の志向性を確認することはできなかったが、慶應 MCC 運営事

務局に対するインタビューでは、これらの講座には人事・人材育成系のプロフェッショナル

として活躍している人たちが集まっていると言う。 

 

「人事系のプログラムのほうには、本当のプロも来ます。たとえば、研修講師だとか、コ

ンサルをやっている人たちが結構来ます。（中略）組織開発を体系立てて勉強したことがない

ので、ちゃんと勉強したいとか、中原先生のようなアカデミズムの専門家に付いて勉強して

みたいみたいなプロはいっぱいいます。だから大体３分の１くらいはそういう人なんじゃな

いかな、4 分の 1 くらいかな。（中略）人事系の専門性は一通り全部うちで勉強したみたいな

人もたくさんいます。だからほんとうのプロ講座なわけ、そういう人たちが来るくらいだか

ら。」（慶應 MCC 運営事務局） 

 

このように、慶應 MCC が提供する「先端・専門プログラム」の人事・組織講座は、当該

領域の企業内プロフェッショナルにとって専門性深耕の場になっている可能性が指摘できる。 

以上を整理し、RQ1 に対する結論として、以下 3 点を指摘する。 

 

 ①慶應 MCC は、谷内（2007）の「ファンクショナル型プロフェッショナル」のうち、経

営企画職や人事・人材育成職の企業内プロフェッショナルやその志向を持つ者が専門性

を深耕するための学習機関として機能している可能性がある。 

②他方、マーケティング職の企業内プロフェッショナルやその志向を持つ者が専門性を深

めるための場とはなり得ておらず、その役割はマーケティング領域に特化して教育・研

修事業を行う専門団体にて行われている可能性がある。 

 ③慶應 MCC は、谷内（2007）の「プロデュース型のプロフェッショナル」（次世代を担

う経営リーダー）を志向する者にとっての学習機関になりうる可能性がある。 

 

(2) RQ2 に関する検討 

本項では、慶應 MCC の受講者 10 名のインタビューデータをもとに、「RQ2：民間 BS で

の学習はどのような効果をもたらしているのか。また、そうした効果は企業内プロフェッシ

ョナルの育成において有用と言えるのか。」について検討を行う。 

今回調査対象となった 10 名の受講者が、慶應 MCC での学習を通してどのような効果があ

ったと認識しているかについて類型化を行うため、インタビューデータのうち、主に慶應

MCC での学習を通じて獲得されたと考えられる知識や能力、その効用について述べられた
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発言を抽出し、その意味を考えながら、佐藤（2008）を参考に、定性的コーディングを行った。 

ここで言う、定性的コーディングとは「収集された文字テキストデータに対して「コード」、

つまり、それぞれの部分が含む内容を示す一種の小見出しのようなものをつけていく作業」

（佐藤，2008，p.34）を示している。 

まず、調査対象者の一人目（A 氏）のデータに対して定性的コーディングを行い、二人目

以降（B 氏～J 氏）の調査対象者のデータについては、既に付けた小見出しに照らし合わせ

ながら、類似例かどうかを判断し、類似例と判断されたデータについては同じ小見出しを付

けていった。一連の分析は筆者一人で行った。 

 図表 2-7 はこうした分析過程の一部を示したものである。 

 

図表 2-7 データの定性的コーディング過程例（一部を抜粋） 

調査 

対象者 

受講講座 慶應 MCC で得られた知識や能力と 

その効用に関する言説データ例 

定性的コーディング

（小見出し） 

A 氏 企業参謀養成講座 発想の豊かさなり、柔軟性なり、そこを

僕ができているかは別として、それを養

うとか、よくあるようなフレームワーク

とかも使って、そういう課題をきっちり

とらえるとか、戦略を立てるとか、そこ

がより、そういった確実性が増すという

か、そういう効果はあるんじゃないかな

と思います。 

課題設定や仮説立案

の際に有用な分析の

枠組みや観点、分析プ

ロセスに関する理解 

6 月頭から始まって、直接的にはないです

けれども、でも、この講義でも、結構オ

ーソドックスな、3C とか、SWOT 分析と

か、ああいうのも出てくるんですけれど

も、まあ、改めて言うと、そういうのを

日ごろできていなかったかなとか、異業

種の方とそういう論議をしていると、3C、

SWOT とかでも、全然僕のは粗いなとか、

レベル低いなというのがわかるので、も

うちょっとそういうのをしっかり、知っ

てはいても、日ごろできていないなみた

いなということを、ちゃんとやらなきゃ

なという、レベル高めなきゃなみたいな、

そういう思いには駆り立てられます。 

自己の能力の相対化 

B 氏 ケースで学ぶ M&A の財

務戦略 
あとは、ディスカッションに絡むんです

けれども、会社によって考え方が違うな

というのはすごい感じまして、例えば当

社にいると、個性はあれど、やっぱり似

たような考え方になっていくんだと思う

んですね。その中で、そうじゃない人た

ちと接する中で、自分は当然こっちだと

思っていたけれども、実はこういう考え

方もあるんだなみたいなことを、話しす

る中で感じられたというのはいい機会で

した。（中略）例えばどこどこを買収しま

すというときに、我々の会社、買収した

ときに、ちゃんと企業文化が合うのかと

か、それをどうすり合わせていくのかな

んていうことが結構、議論のポイントに

自社と異なるモノの

考え方・意思決定の仕

方の理解 

－39－

資料シリーズNo.192

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



調査 

対象者 

受講講座 慶應 MCC で得られた知識や能力と 

その効用に関する言説データ例 

定性的コーディング

（小見出し） 

挙がりやすいんですけれども、メーカー

の方なんかはそれよりも、じゃあどう工

場を集約するかとかというほうがポッと

出るんですね。やっぱり会社によってと

いうか、自分がいる組織によって、優劣

のつけ方というか、そういうところの違

いというのはすごく感じることができま

した。 
例えば、これを受けずに、いきなりじゃ

あこの案件を当社でやれと言われたら、

どこからどう、何をやっていいのか全く

わからないというのが、自分の体験では

全然ないですけれども、いろいろなこう

いう中で話をする中で、ああ、こういう

ところから考えてみたら切り口が出てく

るのかなということを若干学べたので、

それはまあよかったかなと思います。（中

略）例えば、１回じゃあ株価をこういう

ふうに計算してみたらいいんじゃないか

とか、あとはこういうところをポイント

に交渉していったらいいんじゃないかと

かというのがそれぞれのケースであった

んですけれども。（中略）そういうふうに

考えていくんだなということを知れたの

で、じゃあそれを使って、実際の自分の

仕事の中でちょっと考えてみようかなと

いうふうに入りやすくなったというのは

あるかなと思います。（中略）テクニカル

な話が多いんですけれども、こういう交

渉をしていったらいいんじゃないかとい

う仮説を立ててみたり、こういう計算し

たらどうなるんだとかいうのをやってみ

たり。（中略）じゃあどこかの会社の株を

買うとしたら、どれくらいで評価できて、

じゃあどういうふうに、その対象会社と

うちの会社でやっていくスキームがある

のかとかですね。（中略）まあ、なれてい

る人にとっては、そんなの朝飯前なんで

しょうけれども、自分の中では初めてだ

ったので、ここでやったものをじゃあ当

てはめてみたらどうなるんだろうなとい

うのをいろいろ考えるきっかけにはなっ

ていますね。（B 氏） 

課題設定や仮説立案

の際に有用な分析の

枠組みや観点、分析プ

ロセスに関する理解 

C 氏 ・グローバル経営戦略 
・ビジネスプロフェッシ

ョナルのマーケティ

ング戦略 
・BtoB マーケティング 
・グローバル・リーダー 

 シップ 
・ケースで学ぶ意思決定 

やっぱりサンプルの取り方というか、サ

ンプルを比較的いろいろなケースでとる

というのが、私たちもとるんですが、ち

ょっと一義的にとってしまうところがあ

るので、そういう多角的にとって、いろ

いろな角度から分析するという観点は、

やらなきゃいけないとは思っていたんで

すけれども、できていなかったというの

で、改めてほかもちゃんとやっているん

だなと。 

自社が出来ていない

ことへの気づき 

いろいろな受講者が、いろいろな業界の

方がいらっしゃったので、例えば監査法

自社と異なるモノの

考え方・意思決定の仕
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調査 

対象者 

受講講座 慶應 MCC で得られた知識や能力と 

その効用に関する言説データ例 

定性的コーディング

（小見出し） 

人の方は全くビジネスがわからないんで

すね。だけど監査という観点で意見され

るところだったりとか、やっぱり商社み

たいな人は、うまくつないでやろうとか

というビジネスの発想をしたりとかとい

うのは、社内の議論ではない部分で、非

常に刺激になったというか、刺激になる

反面、ああ、実は全然知らないんだとい

う、例えば私たちが知っていることを全

く知らないんだということは、逆に言え

ばチャンスなんだなと。お互いですけど

ね。というふうにはちょっと、改めて、

業界変わると全く知らないんだと。 

方の理解 

実はケーススタディーが多かったので選

んだ理由もあるのですが、これは比較的、

それぞれのケースに対してどういうふう

に分析したかというのを説明いただいた

ので、非常にこれは、今のビジネスのと

ころでは役立つなと思います。そのプロ

セスとしてですね。私たちも多分、顧客

開拓するときの手法というのも当然ある

わけなので、そこと照らし合わせる意味

では、非常に役に立つとか、生かせるな

という点は多かったですね。（中略）その

フレームワークのつくり方だったりとか

ポイントですね。項目はそれぞれやっぱ

り業界で違うんですが、そういうふうに

フレームワークをつくってやっていくと

いう考え方というのは、改めて、ああ、

こうやってやるんだというのは、何とな

く感覚的にいろいろ書き出して、まとめ

ていくということはやっているんですけ

れども、その辺をちょっと実践する意味

ではよかったですね。 

課題設定や仮説立案

の際に有用な分析の

枠組みや観点、分析プ

ロセスに関する理解 

私がやっぱりよかったのは、ケーススタ

ディーの勉強は、なかなか、いろいろビ

ジネスを展開されている他社さん、ユー

ザーとして見ているけれども、ああ、こ

ういう背景があって組まれているんだな

とか、例えばセブン銀行さんの話だった

りとか、便利になったねと一消費者とし

て思いますけれども、その背景にいろい

ろな戦略があったりとか、そういうので、

直接は参考にならないかもしれないんで

すけれども、アイデアの切り口としては、

いわゆる専門の講座よりはよかったです

ね。（中略）やっぱり物流の分野だけに、

ちょっと狭くなってしまうと、お客様は

お客様で、多分ビジネスがあって、その

一つの物流の機能をうちにアウトソース

しているので、お客様の考え方という、

理解する意味では、物流じゃないことか

ら学ぶというのもあるかなとは思いまし

たね。 

自社・自業界での業務

経験だけでは得にく

い知識や新たな視点、

視座の獲得 

出所：筆者作成 
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「慶應 MCC で得られた知識や能力とその効用に関する言説データ」に対して、図表 2-7

に示したような定性的コーディングを行った結果、慶應 MCC での学習効果として、「①自社

と異なるモノの考え方・意思決定の仕方の理解」「②自社ができていないことへの気づき」「③

課題設定や仮説立案の際に有用な分析の枠組みや観点、分析プロセスに関する理解」「④自

社・自業界での業務経験だけでは得にくい知識や新たな視点、視座の獲得」「⑤自己の能力の

相対化」の 5 つが確認された。 

  

図表 2-8 慶應 MCC での学習を通して認識されている効果 

認識された学習効果 具体的な内容 発言者 

①自社と異なるモノの考え

方・意思決定の仕方の理解 

他社の受講者とのディスカッションを通して自社とは異

なるモノの考え方や意思決定の仕方に触れ、刺激や気づ

きを得たことを指す 
B,C,D.F,J 

②自社が出来ていないこと

への気づき 

他社の事例に触れたり、分析手法の本来の使い方を知る

中で、自社ができていないことに気づかされたという経

験を指す 
C,E,I 

③課題設定や仮説立案の際

に有用な分析の枠組みや

観点、分析プロセスに関す

る理解 

論理的に課題や仮説を設定していく方法や分析の際の枠

組み、観点、分析プロセスに関する理解が深まったとい

うことを指す 
A,B,C,D,E,J

④自社・自業界での業務経験

だけでは得にくい知識や

新たな視点、視座の獲得 

他社の先進事例や情報に触れたことで、自社あるいは自

業界で仕事をしているだけでは得にくい知識や新たな視

点、視座が獲得できたことを指す 
C,D,F,H,I 

⑤自己の能力の相対化 
他社の受講者の考えや講師の持つ豊富な情報量に触れる

中で、自分自身の能力が不十分であることを自覚し、能

力向上の必要性を感じたことを指す 

A,E,J 

（注）認識された学習効果は相互排他的なものではなく、同一人物が複数の学習効果を認識しているケースも

ある。 

出所：筆者作成 

 

①自社と異なるモノの考え方・意思決定の仕方の理解 

慶應 MCC での学習の中で、他社の受講者とのディスカッションを行うことで、自社とは

異なるモノの考え方や意思決定の仕方に触れ、刺激や気づきを得たことを指す。図表 2-8 の

通り、このことに関する発言が確認されたのは B 氏、C 氏、D 氏、F 氏、J 氏であった。以

下、代表的な発言を引用しながら、その意味するところを述べる。 

 

「あとは、ディスカッションに絡むんですけれども、会社によって考え方が違うなという

のはすごい感じまして、例えば当社にいると、個性はあれど、やっぱり似たような考え方に

なっていくんだと思うんですね。その中で、そうじゃない人たちと接する中で、自分は当然

こっちだと思っていたけれども、実はこういう考え方もあるんだなみたいなことを、話しす

る中で感じられたというのはいい機会でした。（中略）例えばどこどこを買収しますというと

きに、我々の会社、買収したときに、ちゃんと企業文化が合うのかとか、それをどうすり合

わせていくのかなんていうことが結構、議論のポイントに挙がりやすいんですけれども、メ
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ーカーの方なんかはそれよりも、じゃあどう工場を集約するかとかというほうがポッと出る

んですね。やっぱり会社によってというか、自分がいる組織によって、優劣のつけ方という

か、そういうところの違いというのはすごく感じることができました。」（B 氏） 

 

「例えば M&A のケーススタディを見たときも、ある会社の人はまさにお金の面でしか見

なくて、企業価値としてこうだから、我々が買ったのだから、当然、我々が、全部、管理下

に置いて全部管理するんだみたいな感じで、結構、言う人もいたりするんですけど、それを

やったらうまくいかないよねというのがあったりするので、これはもう視点の違いだなとい

うのはありましたけどね。」（D 氏） 

 

上記で引用したように、B 氏や D 氏は慶應 MCC での学習を通して、業界によって意思決

定の際の判断基準や優先順位が異なっていることへの気づきを得ている。 

また、C 氏、J 氏の場合、こうした業界による考え方の違いに触れることで、逆に自社の

可能性を再認識するという効用がもたらされている。 

 

「いろいろな受講者が、いろいろな業界の方がいらっしゃったので、例えば監査法人の方

は全くビジネスがわからないんですね。だけど監査という観点で意見されるところだったり

とか、やっぱり商社みたいな人は、うまくつないでやろうとかというビジネスの発想をした

りとかというのは、社内の議論ではない部分で、非常に刺激になったというか、刺激になる

反面、ああ、実は全然知らないんだという、例えば私たちが知っていることを全く知らない

んだということは、逆に言えばチャンスなんだなと。お互いですけどね。というふうにはち

ょっと、改めて、業界変わると全く知らないんだと。」（C 氏） 

 

「やっぱりメーカーさんならメーカーさん的というか、考え方であったり、戦略というの

もメーカーさんの場合だと、その前に大きな投資が伴うと思うんですね。その場合、自分じ

ゃなくてある程度戦略がきちんと決まっているというような形だと思うんですけど、商社で

すと、事業ドメインの中でどういうふうに立ち振る舞うかというのが比較的、選択解として

は多いと思っていて、そういう発想を飛ばしてというところは、もちろん課題を思った部分

はあるんですけど、比較的、他流試合の中ではやれるかなというふうに思ったというのは、

ちょっとありましたね。（中略）ディスカッション、やっぱり専門性が高いというか。でも商

社という業界が、いろんな能力が求められるので、比較的、浅い部分はもちろんあると思う

んですけど、広くは、逆に自信がついたかなというふうに思っています。課長さんだとかと

会話をするんですけど、やっぱり、こういう発想を持たないんだとか、自分の得意なほうに

走っているなというところで、逆に商社としての活躍の幅はまだあるのかなと思ったりも、

ちょっとしたというか。」（J 氏） 
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②自社が出来ていないことへの気づき 

慶應 MCC での学習を通して、他社の事例に触れたり、分析手法の本来の使い方を知る中

で、自社ができていないことに気づかされたという経験を指す。図表 2-8 の通り、このこと

に関する発言が確認されたのは C 氏、E 氏、I 氏であった。以下、代表的な発言を引用しな

がら、その意味するところを述べる。 

 

「やっぱりサンプルの取り方というか、サンプルを比較的いろいろなケースでとるという

のが、私たちもとるんですが、ちょっと一義的にとってしまうところがあるので、そういう

多角的にとって、いろいろな角度から分析するという観点は、やらなきゃいけないとは思っ

ていたんですけれども、できていなかったというので、改めてほかもちゃんとやっているん

だなと。」（C 氏） 

 

「もともと定型フォームで SWOT はやろうということにうちの会社でもなっていた。（中

略）でも、それも別に去年どおりでいいやとかじゃないけど、去年のをアレンジしてやると

いうのが現状なんですが、これで学んだのは、いきなり SWOT をつくっちゃいけないんだ

というふうに言われて、それもびっくりしたので、その前にもいろいろ先に PEST とか。（中

略）それで最後に整理して SWOT をつくるということも学んで、全然うちの会社はなって

ないなと思いました。（E 氏） 

 

「これはさっきのこれまでの強みを捨てるというところにも少し相関性があるんですけ

れども、やっぱり本国、本社の優位性を最重視している会社はなかなか向こうでは勝てない

というのが定義づけされていまして、グローバル化というのは日本法人にとっては矛盾な話

になるんですと。やっぱり最大の売り上げ資産、人員のある拠点が最大の声の持ち主であっ

て、やっぱり向こうで花開こうとすると本社から逆にクレームになったりとかいうような話

があって、まさにそれがうちの会社だなというようなものだったりです。やっぱり日本本国

の声というのが非常に大きいので、なかなか自主的に海の向こうで活動をしたりというのが

実はそんなに許されていないということです。意思決定がやっぱり日本に帰ってこないとで

きないというのは非常におくれているのかなと思います。現地法人としてやっぱり切り離し

ていかないとなかなか育っていかない。まさにそれが今、会社の直面している問題かなと。」

（I 氏） 

 

 上記に引用したように、慶應 MCC での学習を通して、あるべき分析プロセスや先進的な

他社事例に触れることで、逆に「自社が実践できていないこと」や「自社が直面している問

題」への気づきを促すという効用がもたらされている。 
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③課題設定や仮説立案の際に有用な分析の枠組みや観点、分析プロセスに関する理解 

慶應 MCC での学習を通して、論理的に課題や仮説を設定していく方法や分析の際の枠組

み（フレームワーク）や観点、分析プロセスに関する理解が深まったということを指す。図

表 2-8 の通り、このこと関する発言が確認されたのは A 氏、B 氏、C 氏、D 氏、E 氏、J 氏

であった。以下、代表的な発言を引用しながら、その意味するところを述べる。 

 

「実はケーススタディが多かったので選んだ理由もあるのですが、これは比較的、それぞ

れのケースに対してどういうふうに分析したかというのを説明いただいたので、非常にこれ

は、今のビジネスのところでは役立つなと思います。そのプロセスとしてですね。私たちも

多分、顧客開拓するときの手法というのも当然あるわけなので、そこと照らし合わせる意味

では、非常に役に立つとか、生かせるなという点は多かったですね。（中略）そのフレームワ

ークのつくり方だったりとかポイントですね。項目はそれぞれやっぱり業界で違うんですが、

そういうふうにフレームワークをつくってやっていくという考え方というのは、改めて、あ

あ、こうやってやるんだというのは、何となく感覚的にいろいろ書き出して、まとめていく

ということはやっているんですけれども、その辺をちょっと実践する意味ではよかったです

ね。」（C 氏） 

 

「そこで言うと、事業計画を見る視点は変わりましたね。結局、副次的な効果として、フ

ァイナンスのところを、今回、がっつり自分も含めてやりました。そうすると、事業計画、

例えば 3 年で元を取りますよとか、5 年で元を取りますよみたいな計画が普通に出されてい

ますけど、それって、要はファイナンス的観点から言うと、ちょっと違うのではないかとか、

例えば当社の中でも大なり小なり、幾つか複数の新規事業案件みたいなものがあるときに、

どれに一番投資すべきかというものの、事業計画を見る視点がちょっと変わりました。（中略）

単純に、あまり現在価値とかという感覚ではなくて、単純に事業計画で、何年で立脚できる

のかみたいなところしかなかったんですけど、結局、ファイナンス的な視点で言うと、今、

どれに一番お金を投資するのが最大価値が得られるのかみたいな視点が出てきた。」（D 氏） 

 

「フレームワークもそうですけれども、まず、例えば何とか会社のこういう事業をどうや

って売り出していこうというのを考えるときのプロセスというんですか、それを順を追って

4 回、順番を追ってこう考えていけばいいんだよというのを教えてもらったので、最初は現

状分析して、環境とか自社の強みとかいろいろ洗い出して、どこを狙っていけばいいかター

ゲットを絞って、そこに売っていくにはどういう戦略をとったらいいのかというのを、徐々

にステップアップしながら教えてもらったりとか。」（E 氏） 

 

「やっぱり、ロジックの組み方は非常に勉強になるというか、経営戦略があって人事戦略
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があるというところであったり、じゃ経営戦略を実現するために必要なスキルって何という、

全社戦略と事業戦略とある中で、事業戦略に必要なスキルって何とかというのが、体系的に

考えられるようになったというのは非常に大きいのかなというふうに思いました。（中略）人

事に来たときは、この研修をやるということが目的化しちゃったようなところがあったんで

すけれども、もう 1 個、視座を高めて、これ、どういうふうに会社を変えていくためにやる

んだっけとか、そういうちょっと大きい目線で考えられるようになったというのはあるかな

と思います。（中略）まさしく今年、人材開発部としての、もちろん部長が最終的に決めてい

く部分ではあるんですけれども、チームとして人材育成方針みたいなことを立てようとして

いるところで、あるべき人材像みたいな、当社の人材ってなに、みたいなところを設定しよ

うとしているところがあって、そういったところで使わせてもらっているかなと。」（J 氏） 

 

上記に引用したように、慶應 MCC での学習を通して、仮説立案や課題設定の際に有用な

分析枠組みや観点、分析のプロセスについての理解を深めている。中には学習した知識や考

え方を現在の業務に活用している D 氏や J 氏のような事例も確認できる。 

 

④自社・自業界での業務経験だけでは得にくい知識や新たな視点、視座の獲得 

慶應 MCC での学習を通して、他社の先進事例や情報に触れたことで、普段自社内あるい

は自業界の中で仕事をしているだけでは得にくい知識やこれまでにない視点、視座が獲得で

きたということを指す。図表 2-8 の通り、このことに関する発言が確認されたのは C 氏、D

氏、F 氏、H 氏、I 氏であった。以下、代表的な発言を引用しながら、その意味するところ

を述べる。 

 

 C 氏は、ケーススタディを通して得た他社の先進事例や情報が自社の顧客の考え方を理解

する上で有用であったと指摘する。 

 

「私がやっぱりよかったのは、ケーススタディの勉強は、なかなか、いろいろビジネスを

展開されている他社さん、ユーザーとして見ているけれども、ああ、こういう背景があって

組まれているんだなとか、例えばセブン銀行さんの話だったりとか、便利になったねと一消

費者として思いますけれども、その背景にいろいろな戦略があったりとか、そういうので、

直接は参考にならないかもしれないんですけれども、アイデアの切り口としては、いわゆる

専門の講座よりはよかったですね。（中略）やっぱり物流の分野だけに、ちょっと狭くなって

しまうと、お客様はお客様で、多分ビジネスがあって、その一つの物流の機能をうちにアウ

トソースしているので、お客様の考え方という、理解する意味では、物流じゃないことから

学ぶというのもあるかなとは思いましたね。」（C 氏） 
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I 氏もケーススタディを通して得たグローバルアライアンスに関する先進的な知識は自社

における実務経験では得られなかったことを指摘する。 

 

「さっきの六つのセッションからそれぞれ抽出しているんですけれども、自国に優位性を

持たない会社が海外の現地にいきなり行って成功したという話があって、じゃあどうやって

それを浸透させたのかという考え方とノウハウみたいなのが事例としてあったりするんです。

それは一つすごく勉強になったなということであったり、グローバルアライアンスという話

があって、じゃあグローバルアライアンスってパートナー選定をするときにどういう観点で

相手を、パートナーとして選ぶべきなのかとか、それは日産自動車の成功事例とかに照らし

合わせてちょっとお聞きしたんですけれども、そういった話であったり、海外に行って商売

がたきであっても、国内だったら普通はそれをオープンにするということはないんですけれ

ども、トレードシークレットをトレードして、逆に商売がたきと組んでしまうという話とか、

非常に日本ではなかなかあり得ない発想の転換というか、そういうものが非常におもしろい

なと思って。今まで実務をやっていてそういう観点というのはなかなかなかったので、やっ

ぱり向こうに行ってもあまり情報はひた隠しにするというか。海外の場合はオープン、逆に

思いのたけを出してしまったほうがそれで信頼を得て、逆にその人たちがいいパートナーに

なり得る話であったり、実際そういう話というのは、多分私やそのほかのメンバーもそうい

う観点というのがやっぱりないものですから、それ自体はすぐにでも実務用に生かせるので

はないかなと。」（I 氏） 

 

また、これまでプロジェクトマネジメントに関する教育が中心で、本格的な組織マネジメ

ント講座の受講が初めてであった F 氏は、講座の受講を通して、自分の視点や視座を高く持

つことの重要性に気づいている。 

 

「慶應のプログラムの中だと、やはり視点を高くして先も見なきゃいけないということが

わかるんですけれども、合わせて自分で復習とかをやりながら、やはり部長の仕事って、部

長だけじゃないんでしょうけれども、S 仕事と P 仕事みたいな、いわゆる定常業務的な仕事

とプロジェクト型の仕事と、どうしても部長の仕事は両方、いろいろなものが同時に走って

いる、そういう形じゃないですか。私はやはりもともとプロジェクトマネジャーだったんで、

プロジェクト型のものは結構得意だったりとかしているんですけれども、もう一つのところ

が、さっきの研修とかいろいろ含めて、スタンダード型のものがちょっとおろそかになった

りとかしているものとかもあったので、もう少しちゃんとバランスよく、両方やらなきゃい

けないなと。やろうとすると、やり方が少し違うんだなというところ含めて、大分、少し背

景的にはわかってきたので、意識をしながら、そこを、今後、回していこうかなと思ってい

るところです。」（F 氏） 
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製薬業界で医師などの医療分野の専門家に対し、医学や科学的な専門知識を基に、医薬品

の情報提供を支援する職種を指す MSL（メディカル・サイエンス・リエゾン）として活躍す

る H 氏は、当時、職場マネジメントに関する課題を抱えており、その解決に向けたヒントを

得るため、慶應 MCC の講座（「戦略を実現するマネジメント」、「“感情”の交渉戦略」）を受

講していた。H 氏は以下のように、あえて製薬以外の領域の学習を行うことが課題解決のた

めの発想を生むと指摘する。 

 

「やはり人は変えられないのですが、人が自分で変わるためにどういうきっかけがあるか

なとかというのは、プロジェクトは、ベースがあればいろいろ自分で考えたりとか、新たに

いろいろな、プロジェクト、製薬をやっているから製薬だけやっていてもだめだと思って、

いろいろな座学をたくさん、関係ないものをやることによっていろいろなアイデアが浮かぶ

んだと思っているのです。そういうのを続けていれば出ると思うんです。基本がちゃんとし

ていれば。」（H 氏） 

 

これらの事例のように、慶應 MCC での学習を通して、受講者は、通常の実務の中では得

にくい他社の先進事例や自分の業界以外の領域の知識に触れ、課題解決のための新たな視点

や視座を得ている。 

⑤自己の能力の相対化 

慶應 MCC での学習を通して、他社の受講者の考えや講師の持つ豊富な情報量に触れる中

で、自分自身の能力が不十分であることを自覚し、能力向上の必要性を感じたことを指す。

図表 2-8 の通り、このことに関する発言が確認されたのは A 氏、E 氏、J 氏であった。以下、

代表的な発言を引用しながら、その意味するところを述べる。 

 

「6 月頭から始まって、直接的にはないですけれども、でも、この講義でも、結構オーソ

ドックスな、3C とか、SWOT 分析とか、ああいうのも出てくるんですけれども、まあ、改

めて言うと、そういうのを日ごろできていなかったかなとか、異業種の方とそういう論議を

していると、3C、SWOT とかでも、全然僕のは粗いなとか、レベル低いなというのがわか

るので、もうちょっとそういうのをしっかり、知ってはいても、日ごろできていないなみた

いなということを、ちゃんとやらなきゃなという、レベル高めなきゃなみたいな、そういう

思いには駆り立てられます。」（A 氏） 

 

「これは、自分自身の問題かもしれないんですけれども、他社の人とディスカッションし

ていて、非常に優秀だなというか、ちょっとへこむというか、年が一緒ぐらいの人でも、よ

くこんなこと考えるなという。多分これは個人の話かもしれないんですけれども、ありまし
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たね。宿題とかやってきて、こんな考え方はできなかったなとか。」（E 氏） 

 

「やっぱり実際、コンサルなんかで経験を積まれた方の思考、頭の回転とか見えている世

界というか、ロジカルシンキング的な部分はすごいなというふうに思っているところです。

ただ、幸い商社という事業特性上、やはり戦略を考えるですとかというのがある中で、自分

の中で一つ、答えじゃないですけど、持っているところは、圧倒的な情報のインプットがな

いと、こういうコンサルの先生たちみたいにはなれないと思って。」（J 氏） 

 

 上記に引用したように、慶應 MCC での学習を通して、自分より優れた他者に出会い、そ

の影響を受けることで自身の能力レベルを自覚し、更なる自己啓発に向けた意欲を高めてい

く様子が読み取れる。 

 以上の事例を総括すると、今回調査した範囲において、受講者は慶應 MCC での学習を通

して、先進的な他社事例や情報に触れ、自社での業務経験だけでは得にくい知識や視点、視

座を獲得したり、異業種の受講者とのディスカッションから、様々な業界の考え方や意思決

定の仕方に触れ、自社や自分自身を客観的、相対的に捉え直すことができるようになるなど

の効果を認識している。 

 こうした効果が認識される慶應 MCC での学習は、企業内プロフェッショナルの育成にお

いて有用と言えるのか。 

前述のとおり、谷内（2007）は企業内プロフェッショナルを柔軟に捉え、次世代の経営を

担うリーダー（経営のプロ）を「プロデュース型のプロフェッショナル」とし、企業内プロ

フェッショナルの一種として位置づけている。谷内（2007）によれば、「プロデュース型の

プロフェッショナル」とは、「自分の専門分野における高度な専門性と経営センスを兼ね備え

た次世代の経営を担える人材」である。 

この「経営センス」を醸成していくための次世代リーダー教育のあり方については、これ

まで様々な指摘がなされている。 

例えば、三品は、次世代経営リーダーには、「経営者に求められる「事業観」」の醸成が必

要であること（三品,2008）や、経営者に必要不可欠な力として「演繹的思考力」を挙げ、

その教育方法として、企業の成功事例や失敗事例を題材とし、「なぜ成功したか」、「なぜ失敗

したか」など、「なぜ」を理詰めで探求する事例研究（三品,2003）や「組織と事業の原理と

事例」に関する訓練（三品,2008）の必要性を指摘する。こうしたケースを用いた教授法（ケ

ースメソッド）では、例えば「ある経営状況に擬似的に身を置きながら、そこでおきている

問題の解決に向けて全力で考え、いくつかの選択肢の中からひとつのプランを絞り込み、周

囲からの批判に耐え、自説を擁護しながら、そのプランのよさを説得し、理解や支持を示す

人々を得て、自らの実行意欲と成功期待感を高めていくという訓練」（高木・竹内,2006,p.17）

が施されるため、「統合力」や「洞察力」、「戦略力」といった経営能力の一群を開発する上で
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有用とされている（高木・竹内,2006）。 

また、松尾（2014）は、インタビュー調査によって、企業の部長・事業部長が事業統括役

員に昇格していく際に、「経営判断」、「権限委譲と動機づけ」、「情報収集」に関するそれまで

のマネジメントスタイルを一度棄却し、その上で新たな知識やスキル、考え方を身につけて

いることを明らかにしている。例えば、部長時代の経営判断スタイルが「短期的、分析的、

部分最適」であったのを、事業統括役員に昇格後は「長期的、直感的、全体最適」な経営判

断を取り入れるよう改めるなどである。このように、経営ポジションに近づくにつれて、そ

れまで個人が経験を通じて獲得してきた知識やスキル、考え方を棄却（アンラーニング）す

ることの必要性が指摘されており、次世代リーダーの教育ではこうした学習棄却を促進させ

る工夫も検討していくことが必要と考えられる。 

こうした点を踏まえ、慶應 MCC での教育内容を確認すると、まず、慶應 MCC では多く

の講座で先進的な他社事例を題材としたケースメソッドが活用されており、ケースメソッド

での討議過程への積極的な参画を通して、受講者が上記のような、次世代の経営を担うリー

ダー（経営のプロ）に必要な能力の一端を開発している可能性が示唆される。 

また、慶應 MCC の各講座では、異業種の受講者とのディスカッションが中心に組み込ま

れており、受講者はそこから「自社とは異なるモノの考え方」や「意思決定の仕方」に触れ

たり、他社に比べ、自社が出来ていないことへの気づきを得るなどの効用を認識している。

こうした「気づき」を蓄積する中で、個人のアンラーニング29が促進される可能性も考えら

れる。 

以上を踏まえると、今回調査対象とした慶應 MCC での学習は、「プロデュース型のプロフ

ェッショナル人材」を育成する上で必要と考えられる要素を得るための一助になり得る可能

性を指摘できる。 

こうした「プロデュース型のプロフェッショナル人材」（自分の専門分野における高度な

専門性と経営センスを兼ね備えた次世代の経営を担える人材）の育成事例に近いものとして、

今回調査した範囲では、C 氏の事例が挙げられる。 

C 氏は、大学卒業後、現在の勤務先を含め、一貫して物流ファンクションでのキャリアを

歩み、現在は、顧客企業に対して最適なサプライチェーンを構築するためのコンサルティン

グに携わっており、これまでも、物流の専門知識を更新していくために専門団体（公益社団

法人日本ロジスティクス協会）での社外学習に参加する一方、将来、事業戦略の立案等、経

営に近い立場での仕事に従事することを志向し、慶應 MCC での社外学習にも積極的に参加

していた。このように C 氏の場合、自分の専門分野における高度な専門性は業務経験の蓄積

と専門団体での社外学習を通じて培われ、次世代の経営を担える人材に求められる経営セン

スの一端は慶應 MCC での学習を通じて培われようとしていた。 

                                                 
29 安藤（2009）は、「組織の価値前提や知識のうち、すでに時代遅れになったり妥当性を欠くようになったも

のを捨て去り、より妥当性の高い新たなものに置きかえること」（p.46）をアンラーニングと呼んでいる。 
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以上を整理し、RQ2 に対する結論として、以下 2 点を指摘する。 

①今回調査した範囲において、慶應 MCC での学習効果として、「①自社と異なるモノの考え

方・意思決定の仕方の理解」「②自社が出来ていないことへの気づき」「③課題設定や仮説

立案の際に有用な分析の枠組みや観点、分析プロセスに関する理解」「④自社・自業界で

の業務経験だけでは得にくい知識や新たな視点、視座の獲得」「⑤自己の能力の相対化」

の 5 つが確認される。 

②上記のような効果が認識される慶應 MCC での学習は、ケースメソッドや異業種の社員と

のディスカッションが中心に据えられており、「演繹的思考」等、経営者に求められる能

力や事業観の醸成、これまでのモノの見方の相対化（アンラーニング）を図るための訓練

として有用と考えられ、「プロデュース型プロフェッショナル」育成の一端を担い得る可

能性が指摘でき、一部にそうした状況に近い育成事例が確認された。 

 

(3) RQ3 に関する検討 

図表 2-7 に記載したように、今回調査対象となった 10 名のうち 5 名は、慶應 MCC 以外に

も過去 GMS での学習経験を持っており、民間 BS での学習を継続的に行っていた。 

これは、慶應 MCC や GMS のような民間 BS が提供するプログラムが、実務に直接的に

有用な知識やスキルをユニット化されたものとなっており、各ユニットが短期間でかつ安価

で履修できるなど、大学院に比べ、社会人にとって学びやすいものとなっていることが背景

にあるものと考えられる。 

慶應 MCC での学習以外に過去 GMS を 6 回受講した経験を持つ A 氏はこうした民間 BS

での継続的な学習が自身の能力レベルの把握や成長実感につながることを指摘する。 

 

「当時経営企画にいたころは、結構何度かグロービスに通っていて、それは MBA まで取

っていないんですけれども、単発の講座を 5、6 回行ったんですね。1 講座で 6 回シリーズで

すね。それは結構、各論のあれですから、アカウンティングとかファイナンシング、人材育

成、リーダーシップ、各論で 6 回シリーズみたいなやつですけれども、そういうのを 5、6

回受けたんです。それはそれで楽しかったんですね。それも自己負担ですけれども、やっぱ

り学ぶこと自体が楽しかったですし、この慶應 MCC さんもそうなんですけれども、他社、

異業者の方に会えて、そこで刺激を受けるとか、社内にずっと 20 年もいると、何か自分の

レベル感というか、立ち位置がわからなくなっちゃうので、僕もそこそこ、課長で、部下も

いて、偉そうにしている立場の中で、ずっと 20 年もいると、うちの会社の中ではそこそこ

いけてるんじゃないかなと思っても、こうやって、今回もそうですけれども、他社の方と論

議、異業者の方と論議していると、何か全然まだ自分の考え浅いなとか、そういう気づく場

にもなるので、何か自分のレベル感、立ち位置を確認して、またやっぱりそれも、奮い立た

せるというか、自分の成長につなげるという、そんな要素も、そのグロービスの経験からも
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あって、もう一回こういうのを受けてみようかなと。そんな思いです。」（A 氏） 

 

企業内プロフェッショナルの育成には、所属企業・組織の枠を超えた高い専門性の蓄積が

必要である。しかし、労働者のキャリアを取り巻く環境変化の特徴として「想定外変化」（高

橋,2012）が指摘され、既存の知識の陳腐化が激しいとされる今日において、企業内プロフ

ェッショナルやその志向を持つ者が、自身の専門性を維持・深耕していくためには、専門性

の蓄積に向けた学習を一過性のものにとどめず、継続的に行っていくことが不可欠であると

考えられる。 

そのためには、A 氏のように、あるユニット学習を契機に、その後複数のユニットへと学

習を継続させていったり、更には、大学院等におけるより専門的な学習へと、学習行為が発

展していくことが望まれる。 

そこで、本項では慶應 MCC の受講者 10 名のインタビューデータのうち、主に「今後のキ

ャリア展望と学習プラン」に関するデータをもとに、RQ3「民間 BS における学習が契機と

なり、さらに社会人大学院などでのより専門的・発展的な学習につながる可能性はあるのか。

また、それを妨げる要因があるとすればそれは何か。」について考察し、企業内プロフェッシ

ョナルが継続的に自身の専門性を維持・深耕していくための社会的教育基盤のあり方につい

て検討を行う。 

 

10 名の調査対象者のうち、既に MBA ホルダーである G 氏を除く 9 名の発言を整理した

ところ、9 名とも今後 MBA に進学していくことについてポジティブな見解は示されなかっ

た。それぞれ代表的な発言を紹介し、その意味するところを考察する。 

 

D 氏・F 氏、J 氏は MBA への関心は持つものの、時間や費用、年齢、業務との兼ね合い

を MBA への進学のネックに挙げる。 

 

「興味はあります。以前、考えたこともあるんですけど、やっぱりコストが年間で結構か

かりますよね。トータル、体系的に受けようとすると、2 年間で 200 万ぐらいですか。とい

うふうに考えたときのコストと、あとは自分で、実際、学ぼうと思ったときは、結構、仕事

がかなり忙しかったタイミングとちょうど重なってしまったので、時間がそれだけとれるの

かというところで、結局は諦めてしまったんですね。それがやはり 40 代のときだった。」（D

氏） 

「もちろん興味はあるんですけれども、ただ、私、今年 50 歳になりまして、あと 10 年、

15 年ぐらい仕事をする中でということだと、そこをやはり全部やろうとすると、今の仕事の

スケールがちょっと合わないなと思っていたので、逆にそれをやろうとしたら、60 過ぎてか
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ら自分のスキルとして身につける中で考えようかということです。」（F 氏） 

 

「時間と、結婚もしていて、時間的な余裕がもしもっとあるのであれば、確かに MBA と

か行きたいなというのはありますね。ただ実際問題はちょっと難しいなというところもある

ので、やっぱり今、地道にやらなきゃいけないというところで言うと、情報に触れる機会と

いうのを強く意識しながらやっていこうかなというところが、自己啓発の柱になってくるの

かなと思っています。」（J 氏） 

 

また、E 氏の場合も MBA への関心は持ちつつも、仕事と MBA 取得を両立させる「業務

並行型」の場合は、「家族との生活や業務との両立が図れるかどうか」や「社内の理解が得ら

れるかどうか」といった懸念が、また、仕事を休職し MBA 取得に専念する「完全離脱型」

の場合は、「復帰後に自身の居場所があるかどうか」について懸念を持っている。 

 

「本当のことを言ったら、MBA とかですか。行ってみたいなという思いもなきにしもあ

らずですね。（中略）どうせ仕事をやるなら、もうちょっと体系的に学んで、プロセスを追っ

て考えられるようになりたいというか、もっと賢く仕事できるんじゃないかなと。うちの会

社は、すごい悪い言い方をすると、ほんとうに古臭くて怖くなるというか、ほかの会社はこ

んなに賢いのに、うちはこんなので大丈夫かなと思ったりとか、そういうのも、そういうと

ころに行ったらもっと知識を入れてわかると思うしというのはありますけど。（中略）ちょっ

とだけ時短になるとはいえ仕事もあって、周りから見ても MBA をやっているとわかってい

るんだけれども、そのときの仕事に貢献してないような雰囲気もあったりとかして、業務並

行型はしんどそうだなというのはあって。（筆者注：周囲の目が）別に批判的ではないんです

けれども、やっぱりあると思うんですよ。みんな忙しくやっているんだけれども、僕行くん

でというのもなかなか。感情的にはどうしてもあると思っていて、そういうのもあるし、睡

眠時間が 3 時間、4 時間でやっているとか、そういう話も聞くので、家族もいるので、そう

いうのを両立できるのかなと。そこまでしてやって、何か得られるものが、どこまでメリッ

トがあるのかなというのもあるし。一番いいなと思っているのは、完全離脱型でできるんだ

ったらいいなとは思っているんですけど。（中略）（筆者注：完全離脱型の社員は）でも、そ

んな多くないです。逆に、それも不安ですけどね。2 年間ぐらい多分離れると思うので、帰

ってきたときに自分の居場所あるのかなとか。」（E 氏） 

 

他方、A 氏、C 氏は、現状は大学院に行って MBA ホルダーになるという考えは持ち合わ

せておらず、その背景には、家族生活とのバランスや時間面での問題に加え、大学院で理論

中心の学習を行うよりは、ビジネスにおける実践を中心においた学習を優先したいとの思い

が垣間見られる。 
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「まず大学院行きたいとかいう思いはなくて、グロービスも何か MBA とか認定されるん

でしょうけれども、通しで受ければ。そこはあんまり思いがなくて、別に、そこまで学びた

くないと言っちゃ、そこまでですけど、何かホルダーになりたいというのは特になかったで

すし、やっぱり自分の仕事なりキャリアに活用できればいいかなぐらいの、自分が自己成長

すればいいかなぐらいの、その成長意欲も大したことないのかもしれないですけれども、だ

からあまり、大学院まで行ってとか、MBA ホルダーになってとか、そこまでの思いはなか

ったというか。あとは、ほかは遊びたいしとか、家族もいるしとか、いろいろな環境のバラ

ンスも含めてそういう選択になってきたという感じですかね。 

（中略）まあ、大学院行ったことないのでわからないんですけれども、そうですね、今言っ

たように、自分の実践なり、キャリアに生きなきゃ意味はないかなみたいな思いがあるので、

少しアカデミック寄りだとすると、わかっていないんですけれども、あまり興味は持てない

という感じですね。実際は違うのかもしれないですけれども、私の発想としては、あまりア

カデミック寄りはイメージしなかった。」（A 氏） 

 

「私はなかったですが、うちにいるメンバー、チームのメンバーでも、やっぱり MBA 取

って、物流のをやっているメンバーも何人かいるのはいるんですね。やはり、私もちょっと

ずるいんですけれども、学問にそんなに時間を割けないというか、苦手なのかなと思ってで

すね、なのである程度、短期間でエッセンスだけとれるほうでということで受講させていた

だいたかなと思います、実際。（中略）やっぱりそこまで、自分の中で時間が割けないかなと

いう甘えもありましたね。（中略）あとは、一方で理論と言っている反面、やっぱりビジネス

は実践のところも大きいだろうなというのもあるので、そこからノウハウも抽出したいなと

いう思いもちょっとありますね。（中略）だからそれをやって、実践に生かせればいいですが、

そこの、2 年間なのか、そこの部分を、時間のところと、あとはそうですね、実践から学べ

ることも当然あるので、うまく実践の割合を多めにインプットして、あとはちょっと理論の

ところで合致させていく。全部が全部理論どおりというのは、ちょっとやっぱりビジネスで

も難しいかなという、自分の中で勝手に思っちゃっているところもあって、であれば実践の

ほうに時間を割いて、ある程度、体系立ったところを確認して、ああ、やっぱりこう当ては

めていくんだというふうに、オンとオフをつけていきたいなという思いはありましたね。」（C

氏） 

 

 B 氏も、仕事上の閉塞感を打破する手段として一時期会社派遣での海外 MBA に関心を持

ったことがあるが、以前と業務内容が変わった現在は、新しい仕事経験での学びを重視した

いと述べる。 

 

「ずっと貿易関係しかやっていなかったというのが最初の 5 年間ぐらいなので、このまま
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ずっとやっていてもなという閉塞感というかがあって、それを打破するのにはどうすればい

いのかなと。会社の中で異動して違うフィールドをやるというのも一つですし、手を挙げて

勉強しに行くというのも一つですし、その選択肢の一つとして MBA もいいかなと思ってい

ました。（中略）あと 5 年の中で自分がいずれ取りにいくのか、今の会社の中でそういうチ

ャンスを得られるのか、どっちかだと思うので、今は後者の、会社の中でというほうにトラ

イしてみたいなと。MBA へ行くんじゃなくて、異動の中で実体験をしながら、そういう経

験を積んでいきたいかなと思う部分はあります。」（B 氏） 

 

 また、H 氏は、単発の学習であっても、学んだことを活用したり、学んだことから新たな

知識を広げていけるかどうかが大事であり、MBA を取得していてもその知識の範囲でしか

動けない社員が社内に存在していることを指摘し、「MBA」を取得すること自体に重きを置

いていない。 

 

「要は MBA だけ取った、なんちゃって MBA がいっぱいいるんですね。結局、習ったこ

とのテンプレートでしか物が言えないというのであれば、どうかなと思っていて。（中略）た

だ単に勉強をしている人は、今の若い人が例えば MBA を取りましたとか、外国に行って勉

強しましたと言っていますと、勉強している範囲でしか動いていないような気がするのです。

会社の中では、MBA も取って、理系で Ph.D.も取った人が使えるかというと、結構、空気が

読めないやつとかが多かったりするんです。ですから、果たしていいかというと、例えば単

発で学んだとしても、それを、全部、生かし切れているかどうかということだと思うんです。

（中略）そこからどういうことに気がついて、それも自分の引き出しにしてしまうかという

こともあると思うし、自分でそこで学んだことからいろいろ、例えばネットだとかそういう

のはそういうときに利用すればいいと思っていますけれども、そこから派生するのに、あっ

ちこっち行かなくても自分のセンスで、これは正しい情報、正しくないか、ぴんとくると思

うので、そういうところからいろいろ派生して広げていけばいいと思うんですけれども、そ

れを広げられるか、広げられないかだと思います。」（H 氏） 

 

また、I 氏の場合、 

 

「ちょっと恥ずかしながら多分うちの会社では仮にその資格を目的に取ったとしても、多

分その資格が生かされる場面がなかなかちょっと思い浮かばないので、そこを考えるとやっ

ぱり費用対効果となるとちょっと一歩踏み出せないのかなという気はします。」（I 氏） 

 

と、MBA を取得したとしても社内で MBA を生かす場面が想像できないことを踏み出せな

い理由として指摘している。 
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このように、今回調査した範囲では、慶應 MCC における学習を契機に更に専門知識を深

めるために MBA などへの進学を具体的に考えている者は確認できなかった。彼らが進学を

躊躇する懸念材料には、「時間や費用などのコスト面の懸念」、「業務との兼ね合いに関する懸

念」、「組織の理解が得られるかどうかに関する懸念」、「社内での資格の活用可能性など費用

対効果の懸念」に加え、「実務への適用可能性に疑問が残ること」が挙げられた。 

このうち、「実務への適用可能性に疑問が残る」という点については、前述の A 氏の言説

（「自分の実践なり、キャリアに生きなきゃ意味はないかなみたいな思いがあるので、少しア

カデミック寄りだとすると、わかっていないんですけれども、あまり興味は持てないという

感じですね。」）に代表されるように、既存の大学院における社会人教育がビジネスパーソン

にとって実践性を養う場として認知されていない可能性が背景にあることが推察される。 

しかし、「専門職大学院制度」の施行以降、国内の大学院では、MBA の分野でも、以前に

比べ、実践性を重視したカリキュラムを様々な形で提供する大学院は多く見受けられるよう

になった30。この点について、山田（2009）も以前に比べ、「最近の職業型、専門大学院側の

教授法の開発やカリキュラム編成の工夫は目覚しく、何よりも制度的な整備の進展は特筆す

べきことである」（p.102）と評している。 

こうした状況にもかかわらず、わが国の大学院は「研究者養成が主な機能である」（山

田,2009）時代が長かったことも起因してか、依然として MBA を含む「大学院」に対する一

般の認知はアカデミックなものに偏っている。こうした偏った認識が、ビジネスパーソンが

専門知識をより発展的に習得していくための学習行動を制約している可能性があるとするな

らば、大学院側にも偏った認識を是正するための積極的な情報発信が必要となるだろう。 

ただし、慶應 MCC 運営事務局に対するインタビューでは、次のように、民間 BS を経由

して大学院への進学をしている事例も存在すると言う。 

 

「ここに来てから KBS の MBA に行ったという人もいます。他の大学の MBA に行ったと

いう人もいます。しかもマスタリーコースを出てから行ったという人もいました。MCC で

きちんと体系的に勉強すると理論と実践がつながるんだということがわかって、やはり学位

取りたいといって、行く人たちもいますよ。」（慶應 MCC 運営事務局） 

 

また、限られたデータではあるが、今回のインタビュー対象者の中には MBA の社会人大

学院を修了している者が 1 名（G 氏）存在した。慶應 MCC 運営事務局に対するインタビュ

ーでも、こうした事例は他にもあるとのことであり、慶應 MCC が、既に経営管理知識に関

する高い専門性を有していると考えられる MBA ホルダーのリカレント学習の場として機能

                                                 
30 例えば、実際の企業や地域が抱える課題を題材とし、その解決を図るといった「プロジェクトワーク」をカ

リキュラムに組み込むなどがその一例である。こうしたプロジェクトワークの一例に青山学院大学国際マネジメ

ント研究科（青山ビジネススクール）の「体験的学習プロジェクト」

（http://www.aoyamabs.jp/programs/globallearning.html）などがある。 
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している可能性も示唆される。 

以上を整理し、RQ3 に対する結論として、以下 3 点を指摘する。 

①今回調査した範囲では、慶應 MCC における学習を契機に大学院でのより体系的・発展的

な学習を積極的に志向している者は確認できなかった。 

②彼らが進学を躊躇する要因として、「時間や費用などのコスト面の懸念」、「業務との兼ね合

いに関する懸念」、「組織の理解が得られるかどうかに関する懸念」、「社内での資格の活用

可能性など費用対効果の懸念」、「大学院での学習が理論偏重で、実務への適用可能性に疑

問が残るといった懸念」の存在が確認された。 

③ただし、慶應 MCC における学習を契機に大学院で学位取得を目指す事例や、国内外で

MBA を取得した者が慶應 MCC で学び直すといった事例も一部に見られることから、慶應

MCC のような Non-degree タイプの民間 BS が、ビジネスパーソンの更なる学習意欲を喚

起する場となったり、既に高い専門性を有しているビジネスパーソンの継続学習の場とな

っている可能性も示唆される。 

 

４ 結果の要約と提言 

 

(1) 結果の要約 

本研究では、民間 BS の代表的な教育機関の一つである慶應 MCC を事例として取り上げ、

インタビューによる探索的な調査を通して、慶應 MCC におけるビジネスパーソンの学習実

態を明らかにし、企業内プロフェッショナルやその志向性を持つビジネスパーソンが自らの

専門性を培う場として民間 BS を活用し得る可能性と課題について検討を行った。具体的に

は、以下 3 つの RQ についてインタビューデータに基づく考察を展開した。 

 

まず、「RQ1：企業内プロフェッショナル、あるいは今後企業内プロフェッショナルとし

ての活躍を志向するビジネスパーソンの学習の場として民間 BS が活用されている実態はあ

るのか。活用されている場合、どのようなタイプの企業内プロフェッショナルを目指す者に

とって有用な学習の場となっているのか。」については、慶應 MCC が、谷内（2007）の「フ

ァンクショナル型プロフェッショナル」のうち、経営企画職や人事・人材育成職の企業内プ

ロフェッショナルやその志向を持つ者が専門性を深めるための学習の場として機能している

可能性がある反面、マーケティング職の企業内プロフェッショナルやその志向を持つ者が専

門性を深めるための場とはなり得ておらず、その役割は公益社団法人日本マーケティング協

会など、マーケティング領域に特化して教育・研修事業を行う専門団体にて行われている可

能性があること、また、谷内（2007）の「プロデュース型のプロフェッショナル」（次世代

を担う経営リーダー）を志向する者にとって有益な学習の場になりうる可能性があることを

指摘した。 
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次に、「RQ2：民間 BS での学習はどのような効果をもたらしているのか。また、そうした

効果は企業内プロフェッショナルの育成において有用と言えるのか。」については、慶應MCC

での学習効果として、「①自社と異なるモノの考え方・意思決定の仕方の理解」「②自社が出

来ていないことへの気づき」「③課題設定や仮説立案の際に有用な分析の枠組みや観点、分析

プロセスに関する理解」「④自社・自業界での業務経験だけでは得にくい知識や新たな視点、

視座の獲得」「⑤自己の能力の相対化」の 5 つが確認され、こうした効果が得られる慶應 MCC

での学習プロセスは、企業内プロフェッショナルの類型の中でも特に、多くの経営事例の検

討・蓄積を行いながら、「演繹的思考力」の強化や経営者としての事業観の醸成、既に前提と

なっているモノの考え方などを相対化する訓練が必要になると考えられる「プロデュース型

プロフェッショナル」の育成において有用である可能性を指摘した。 

最後に、「RQ3：民間 BS における学習が契機となり、さらに社会人大学院などでのより専

門的・発展的な学習につながる可能性はあるのか。また、それを妨げる要因があるとすれば

それは何か。」については、今回調査した限りにおいて、慶應 MCC における学習を契機に大

学院でのより体系的・発展的な学習を積極的に志向している者は確認できず、民間 BS での

単発的な学習が、大学院でのより専門的・発展的な学習へと展開していくためには、解決し

なければならない様々な懸念事項があることが確認された。 

ただし、別途行われた慶應 MCC 運営事務局へのインタビューにより、一部に慶應 MCC

における学習を契機に大学院で学位取得を目指す事例や、国内外で MBA を取得した者が慶

應 MCC で学び直すといった事例が確認され、慶應 MCC のような Non-degree タイプの民

間 BS が、ビジネスパーソンの更なる学習意欲を喚起する場となったり、既に高い専門性を

有しているビジネスパーソンの継続学習の場となっている可能性も示唆された。 

 

(2) 結果を踏まえた提言 

本研究の最後に、前項で述べた結論を踏まえた企業内プロフェッショナル人材の育成に関

わる政策提言を行う。 

まず、RQ1 に対する検討から、今回調査対象とした慶應 MCC では、谷内（2007）の「フ

ァンクショナル型プロフェッショナル」のうち、経営企画職や人事・人材育成職の企業内プ

ロフェッショナルやその志向を持つ者が専門性を深めるための学習の場として機能している

可能性がある反面、マーケティング職の育成は公益社団法人日本マーケティング協会など、

マーケティング領域に特化した専門団体にて行われている可能性があることが確認された。 

前述の通り、わが国のビジネススクールは総合型 MBA が中心であり、諸外国のビジネス

スクールに比べ、学位の修得と特定職種の結びつきは高いとは言えない。このことから、人

事・人材育成、マーケティングなど、特定職種に関する専門知識を深く習得する際には、総

合型のビジネススクールを活用するよりも、特定職種に関する専門講座が充実した民間 BS

や専門団体を利用したほうが、教育効果が高い可能性が示唆される。したがって、企業は、
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特定職種の企業内プロフェッショナル人材を育成する際の選択肢として民間 BS 等の活用も

視野に入れるべきと考える。 

また、RQ1 の検討では、慶應 MCC が「プロデュース型のプロフェッショナル」（次世代

を担う経営リーダー）を志向する者にとって有益な学習の場になりうる可能性があることを

指摘した。 

「プロデュース型プロフェッショナル人材」（次世代の経営を担うリーダー）の育成に関

しては、経営的な視点を養うための体系的な訓練が 2000 年以降に各企業独自に展開される

事例が増えてきている（大嶋,2010）。 

一方で、RQ2 に対する検討から、慶應 MCC のような民間 BS での学習効果として、「①自

社と異なるモノの考え方・意思決定の仕方の理解」が促進されたことが確認されており、イ

ンタビューデータから、こうした効果が異業種の社員との豊富なディスカッションによって

もたらされていることが示唆された。このことから、次世代リーダーの育成を自社内だけで

完結させるのではなく、民間 BS 等を活用した社外学習の場などを適宜設定し、他社の次世

代リーダー候補者とのディスカッションの機会を盛り込むなどの工夫を行うことも有用と考

えられる。 

 

次に、民間 BS と大学院の関係性のあり方について考察する。 

 前述のとおり、現状、わが国の大学院は、十分な数の高度職業専門人の育成機関とはなり

得ておらず、多くの企業内プロフェッショナル人材（およびその候補者）を育てるためには、

大学院以外にも社会人教育基盤を拡充していくことが必要と考えられる。 

そのための主体の一つとして、本研究が対象とした民間 BS のような Non-degree タイプ

の教育機関が考えられる。わが国では 1992 年設立の GMS、2001 年設立の慶應 MCC など、

社会人を対象に高度な経営教育を提供するサービスを行う民間教育機関が設立されてきてお

り、今後も株式会社等による同様のサービスが増えていく可能性も考えられる。 

RQ3 での検討過程で明らかになったように、民間 BS での学習を行っているビジネスパー

ソンが更に大学院に進学し、より発展的な学習を継続していくことに対するハードルは高く、

解決すべき課題も多い。ただ、慶應 MCC 運営事務局に対するインタビューからは慶應 MCC

における学習を契機に、大学院で学位取得を目指す事例も一部で確認されており、こうした

点を踏まえると、民間 BS は社会人大学院（MBA プログラム）の潜在的な顧客層を開拓して

いると考えることもできる。 

その点において、両者は補完関係にあるとも考えられ、国内のビジネススクールが海外の

ビジネススクールと単位互換を前提に連携するのと同様に、優れた経営教育を行う民間教育

機関とも単位互換を前提とした連携を図り、社会人が大学院（ビジネススクール）にチャレ
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ンジしやすい環境を整備するなどの施策も考えられる31。 

こうした、民間 BS と大学院の有機的な連携を検討する際には、両者の教育上の「強み」

を明らかにし、それぞれの社会人教育における役割32についても議論する必要があろう。前

述の通り、社会人大学院と民間 BS の学修効果を比較した先行研究では、結果的に両者に顕

著な差は見られず、社会人大学院でなければ修得できない能力の存在は積極的に確認されな

かった（小方他,2005）としているが、本当に両者の学修効果に質的な差が見られないのか

を探索することも必要である。 

 

最後に地域性の課題を指摘したい。専門職大学院にせよ、民間 BS にせよ、設置箇所は東

京などの大都市が中心であり、地方はこうした高度専門職業人の育成基盤が大都市に比べ脆

弱である。事実、文部科学省の資料「平成 27 年度専門職大学院一覧」33によれば、現在開校

されている専門職大学院全分野総計 114 大学のうち、半数以上の 65 大学が東京に設置され

た大学である。 

こうした高度専門職業人の育成基盤の大都市偏重の課題を踏まえ、現在、慶應 MCC は「ク

ロシング」などネットを利用した社会人向け学習サービスの拡充を進めている。このサービ

スについて慶應 MCC 運営事務局は次のように述べる。 

 

「最近は「クロシング」という新しい試みを始めました。これまでの MCC はあくまでも

リアルな場で、直接丸の内に来てくれる人たちの期待だけにしか応えられなくて、地方の人

から、我々も何か勉強できるようなものはないかとか言われていました。また一部の人から

は、MCC は高過ぎる、5,000 円の講演会でも高いと。もう少しちょっと気軽に学べるものは

ないかとずっと言われていたので、では同じレベルのコンテンツを、ウェブを使って、もっ

とリーズナブルかつ地理的・時間的な障害を越えて提供したいということで「クロシング」

を始めました。これは、夕学五十講のコンテンツをウェブ上で見られるようにして、なおか

つ SNS 的な会議室をつくって、そこで参加者同士の思考の交差、クロスが起きるような場

をつくったというのが「クロシング」ですね。」（慶應 MCC 運営事務局） 

近年は、「大学教授陣による本格的な講義を、誰でも無料で受けられるウェブサービス」34

                                                 
31 GMS 自身が専門職大学院（グロービス経営大学院大学経営研究科経営専攻）を設置するに至ったため、今日

では提携が解消されてしまったが、かつて GMS では、イギリスのレスター大学のビジネススクールと単位互換

を前提とした連携を行っており、GMS での履修単位がレスター大学の 1 年次の単位として認定され、単位取得

者はレスター大学の 2 年次に編入できるカリキュラムが組まれていた。 
32 この点については小方ら（2005）も「ビジネス教育を社会全体としてどういうシステムで担っていくのかと

いう点は重要な課題である」（p.39）と指摘し、「そのシステムのあり方を考える際の 1 つの視座は、大学や大学

院が担えるのはどの部分であり、民間の教育機関にはどういう役割があるのか、という点である」（p.39）と述

べている。 
33 http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/senmonshoku/__icsFiles/afieldfile/2016/01/06/1236743_1_1.pdf参
照。（2017 年 1 月 13 日閲覧） 
34 http://gacco.org/about.html 参照。（2017 年 1 月 13 日閲覧） 
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として株式会社 NTT ドコモ gacco によって開設・運営されている gacco（http://gacco.org/）

など、大規模なオープン・オンラインコースが拡充しており、上記の「クロシング」もそう

した流れの一つと位置づけられよう。 

大都市のみならず、地方で仕事に従事している企業内プロフェッショナル志向を持つビジ

ネスパーソンも対象として捉え、高度な専門教育を提供していくためには、こうしたネット

を用いた教育基盤のあり方についても検討が必要であり、コンテンツ作りへの努力を行う民

間教育機関への支援も課題となろう。 

 

(3) 本調査の限界と課題 

本稿は、慶應 MCC という一民間 BS を対象とし、かつそこで学ぶビジネスパーソン 10 名

への質的調査をもとに考察を行ったものであり、得られた結論は仮説に留まり、知見の一般

化には慎重になる必要がある。 

また、今回調査対象となった 10 名の中には、慶應 MCC 運営事務局が、現役の企業内プロ

フェッショナルの学びの場となっていると指摘する「人事・組織」領域の講座の受講者がお

らず、民間 BS において職種の専門性を深めていくための学習実態について十分な検討がで

きなかった。このカテゴリの講座に集うビジネスパーソンへのインタビュー調査を行うこと

で、人事・人材育成職の企業内プロフェッショナルの学習実態が明らかになると考えられる

ため、今後の研究課題としたい。 

また、本稿において、慶應 MCC が「プロデュース型のプロフェッショナル人材」（次世代

を担う経営リーダー）を志向する者にとって有益な学習の場になりうる可能性を示したが、

こうした次世代を担う経営リーダーの育成は、単に「座学」によってのみ行われるものでは

なく、多様な手段を組み合わせて設計されるものと考えられる（学校法人産業能率大学総合

研究所,2012）。 

この点について大嶋（2010）は、次世代リーダー育成を「管理職以上の人材の選抜」→「次

世代リーダー育成に特化した研修の付与」→「戦略的配置による成長機会の付与」という流

れでモデル化し、「研修」だけでなく、「選抜」や「経験付与」など、前後の施策までを含め

た体系で捉えている。その意味で、経営者に求められる「事業観」のような経営的視点は、

ケースメソッド等に基づく教育だけではなく、研修後の戦略的配置や戦略的な課題の付与な

どによる経験学習も含めて醸成されていくものと考えられる。 

本稿では、慶應 MCC が個人を対象に展開する公開プログラムの受講者を対象に調査を行

い、そこから企業内プロフェッショナル人材の育成をめぐる可能性について検討したため、

大嶋（2000）が指摘する研修前後の企業内における多様な施策について十分な考慮ができて

いない。しかし、GMS や慶應 MCC などの民間 BS は、個人を対象とした教育サービスだけ

でなく、法人を対象とした企業内研修事業も行っており、次世代を担う経営リーダーの育成

において、企業との連携事例に関する蓄積も多いものと思量される。こうした民間 BS と企
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業の人材育成施策をめぐる連携のあり方に関する事例の収集・分析も今後の課題としたい。 

他方、今回の調査を通して、限られた事例ではあるが、慶應 MCC が MBA ホルダーのリ

カレント学習の場となっていることが確認された。このことは逆に言えば、大学院レベルで

提供される教育内容と民間 BS レベルで提供される教育内容の間に、顕著な水準の差がなく

なってきていることを間接的に示すものでもある。このことは、大学院にとっては、「大学院

の教育でしか提供できない価値は何か」についてより自覚的にならなければならないことを

意味している。 

その意味で、民間 BS を対象とした調査研究を行ったのと同様に、専門職大学院を修了し

た社会人に対する調査研究を行い、企業内プロフェッショナルにとっての社外学習の意味を

多角的に考察していくことも必要である。 

知識社会化が益々進む中で、これまで大学や大学院が中心となって担ってきた教育活動に

対して、今回事例研究の対象として取り上げた民間 BS のような、様々な新規参入者が現れ

ることも予想される（塚原,2008）。こうした時代においては、大学の役割（大学とは何か？）、

学位の意味（学位とは何か？）といった基本的なことがらが改めて問われると同時に、大学・

大学院の強みや得意領域は何なのかを再認識することで、その存在意義を考察することも必

要になると考えられる（塚原,2008）。 

こうした議論を踏まえ、それぞれが持つ教育上の「強み」を明らかにし、高度な専門性をも

った人材の育成において、どのような役割分担、あるいは連携をしていくことが、知識社会

を支える社会人教育基盤の姿として望まれる姿なのかについて考察を深めることが必要と考

えられる。 
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第３章 企業内プロフェッショナルの人的資本の蓄積、および専門職制

度の有効性と課題 

 

１ 問題意識とリサーチクエスチョン 

 

(1)  企業内プロフェッショナル 

本章では、問題意識に基づき、専門性の高い人材（企業内プロフェッショナル）の人材育

成のあり方について論じる。そこで、ここで簡潔に企業内プロフェッショナルの定義につい

て検討しておきたい。 

蔡(2007)は、様々な職業共同体と比べた際の、専門職集団の特徴について述べている。第

1 に知識やスキルを独占する知識ベースの集団であること。第 2 に自律性や自己統制を求め

る集団であること。第 3 にクライアントに強い権威を持つ集団であること。第 4 に利他主義

に基づく職業倫理を掲げている集団であること。これら 4 点が、専門職集団の主要な特徴で

ある。蔡は専門職集団がこれらの特徴を有するがゆえに、専門職集団を準拠集団とする者が

同時に組織に属した場合、専門職としての役割と組織で求められる役割が、役割コンフリク

トを経験しやすいと指摘する。 

蔡が指摘する専門職集団の特徴は、従来の研究では職業的プロフェッショナルに位置づけ

られるものであり、これを伝統的プロフェッショナルと呼ぶことができよう（宮下,2001;藤

本,2005）。これに対し、労働政策研究・研修機構（2016）は、企業内プロフェッショナルは

異なる特徴を有すると定義する。その定義によれば、企業内プロフェッショナルは企業・組

織に属する存在であって、同時に担当職務において、個別企業の領域を越えて社会に通用す

る高度な専門性を有し、また職務遂行において自律性を有し、その意思決定に中心的な役割

を果たす。しかしながら、伝統的プロフェッショナルに比べて、職業団体への準拠性、職業

倫理の影響が弱く、自律性も企業内の一定範囲にとどまるため企業・組織内の他の成員より

も高いが、伝統的プロフェッショナルよりも弱いとする。 

企業内プロフェッショナルの類似の概念として、組織内専門人材という呼称がある。組織

内専門人材は所属する組織・企業にコミットメントを有しながら、同時に自分の専門領域に

もコミットメントを有する存在であり、企業経営に資する重要な存在として様々な部門に存

在している（石山,2013）。近年、企業にとって、組織内専門人材の重要性は増加しているが、

その特徴は労働政策研究・研修機構（2016）の企業内プロフェッショナルの定義に包含され

ると考えられる。そこで本章における企業内プロフェッショナルの定義は、労働政策研究・

研修機構（2016）に準拠するものとする。 

 

(2)  問題意識 

前章までに述べられてきたとおり、日本の労働生産性引き上げのためには人的資本の蓄積
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が喫緊の課題であることは論をまたない。知識基盤社会への変化が進む中においては、とり

わけ企業への付加価値をもたらす専門性の高い人材の人的資本蓄積が重要であろう。しかし

ながら、専門性の高い人材（企業内プロフェッショナル）がいかにして人的資本の蓄積を行

うのか、ということについては従来の日本の人的資源管理に関する一連の研究においては、

やや看過されてきたと言える。 

日本の特徴として、多くの先行研究は日本企業において職務定義の実施はさほど重視され

ていないことを指摘している（Marsden,1999;森口,2013)。職務定義を重視しない理由は、

日本の雇用システムではメンバーシップと呼ばれる個別企業への適応性が重視されるからで

あり(濱口, 2013）、この特徴は新卒採用された社員の大多数が幹部候補者であることを意味

する（海老原,2013）。 

大多数を占める幹部候補者は、「おそい選抜」と呼ばれる基準で昇進していくことになる。

「おそい選抜」とは同一企業内の様々な部門（ただし関連性のある部門）を長期間に人事異

動することによって、多数の上司が評価を行うことで選抜していく仕組みを意味する。複眼

的な評価が行われることにより選抜の妥当さが高まるとともに、「おそい選抜」が継続されて

いる限りは選抜対象群の動機づけが維持されることになる。同時に人事異動は、当該社員の

専門性に関連する領域で実施されることが多いため、「知的熟練」と呼ばれる異常対応や改善

を行う幅広い専門性が習得されていたことが観察された(小池,1981,1991)。 

このように「おそい選抜」では、動機づけや能力開発における効果が指摘されている。他

方、長期間において人事評価を行うということは、短期間に職務や具体的な専門性によって

評価される機能が重視されないということも意味しよう。実際、日本企業が評価する能力と

は業務に関する具体的なものではなく、長時間残業、職務変更、転勤を厭わず会社に尽くす

態度自体を評価してきたという指摘がある（熊沢,1997）。このように良く言えば柔軟、悪く

言えば曖昧な評価を行うのは、企業が社員の配置や異動を重視するからだとされる。曖昧な

評価を行うことで、配置や異動に伴い新規の業務を習得するまでの期間における評価の低下

を避けることができる（福井,2009）。すなわち柔軟な人事異動の連続を必要とする「おそい

選抜」は、人事評価の曖昧性を必然的に惹起するのであり、それゆえ日本では職務遂行能力

を明らかにするための厳密な職務調査は軽視され、企業は職能給を支持してきた（濱口,2013; 

福井,2009）。 

ここまでの議論を整理すれば、「おそい選抜」という日本の昇進基準には、人事評価、と

りわけ具体的な職務遂行能力や専門性への評価を曖昧にしてしまう特徴が内包されている。

幅広い専門性という呼称が冠されているといっても、実質的には社員の大多数は幹部候補生

であり、総合職（ジェネラリスト）としての育成のみに重点が置かれてきた。それゆえ専門

性の高い人材（企業内プロフェッショナル）をいかに育成していくのか、という観点の研究

は、人的資源管理の領域において、従来は蓄積されてこなかったと言えよう。 
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(3)  リサーチクエスチョン 

ここまで述べてきたとおり、知識基盤社会における労働生産性引き上げにおいて、企業内

プロフェッショナルの存在は重要である。しかしながら、企業内プロフェッショナルの研究

蓄積は必ずしも多くなく、とりわけその人的資本蓄積の詳細については明らかになっていな

い点が多い。企業内プロフェッショナルの人的資本蓄積については、特に以下の点の解明が

重要だと考える。 

「おそい選抜」と呼ばれる基準で昇進していく新卒採用された大多数の幹部候補者に対す

る能力開発に関しては、OJT(On the Job Training)が有効とされてきた。OJT は、一般的に

は日常的な職場の業務遂行とともに行われる能力開発と捉えられる。しかし「おそい選抜」

で培われる「知的熟練」において、OJT はより長い時間軸で捉えられる。「知的熟練」では、

異常対応や改善を行う幅広い専門性が習得されるため、関連する領域を人事異動によって経

験するキャリアパスの時間軸そのものを OJT と考えるのである(小池,1981,1991)。「知的熟

練」においては、その企業だけに通用する技能である企業特殊技能が重要だと考えられるた

め、長期のキャリアパスとしての OJT が重要であることは合理的な帰結である。この OJT

を、職場外の集合研修を中心とする Off-JT（Off the Job Training）が補完する構図が、従

来の人的資源管理論の人材育成の枠組みであったと考えられる。 

しかし近年では、OJT と Off-JT を個別要素として一般的に理解することは、能力開発の

有機的な効用を失わせるため、職場での学習の実態を再構築して考えるべきだという批判が

生じている（中原,2012）。 実際、組織内専門人材の学習においては、OJT と Off-JT の枠組

みには属さない、組織外で行う学習である越境学習が有効だったとされている（石山,2013）。

また、企業内プロフェッショナルの特徴と重なる要素が多いと考えられる知識労働者の学習

においても、組織外の学習機会は有効だとされている（三輪,2011）。 

そもそも、企業内プロフェッショナルの定義には、個別企業の領域を越えて社会に通用す

る高度な専門性を有することが含まれている。であれば、高度な専門性は組織外で培われる

ことになり、これは従来の OJT と Off-JT という枠組みには収まり切れないと言えよう。他

方、企業内プロフェッショナルにとって、企業特殊技能の効用が少ないとも言い切れない。

あくまで、高度な専門性を発揮する場は、属する組織内であるからだ。 

以上の議論を踏まえると、企業内プロフェッショナルが獲得している技能は具体的にどの

ようなものであり、その技能を従来型の OJT、Off-JT の枠組みで獲得することはできるのか、

という点について解明することの意義は大きいと考える。そこで、次のリサーチクエスチョ

ン（以下、「RQ」という）を設定する。 

 

RQ 1：企業内プロフェッショナルが人的資本蓄積において獲得している技能はどのような

ものか。その技能は、OJT、Off-JT という従来型の育成枠組みで獲得できるのか。 
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上述したように、専門職集団を準拠集団とする者が同時に組織に属すると、専門職として

の役割と組織で求められる役割がコンフリクトを起こすことがある。この役割コンフリクト

という概念は、Gouldner(1957,1958)が唱えたローカルとコスモポリタンという人材像から

発展している。ローカル、コスモポリタン、いずれも前提としては組織に所属する。ローカ

ルは、所属組織へのコミットメントは高いが、自らの専門性へのコミットメントが低い人材

である。コスモポリタンは逆に、自らの専門性へのコミットメントは高いが、所属組織への

コミットメントは低い。このように Gouldner は、組織へのコミットメントと専門性へのコ

ミットメントを二律背反的に捉えており、その観点からは企業内プロフェッショナルの役割

コンフリクトの発生は不可避となろう。 

しかし、その後の研究は、二律背反という捉え方を必ずしも支持していない。実証的な研

究において、組織に所属する人材が、組織と専門性に同時にコミットすることがあり、また

その場合に業績や転職意思などにおいて組織に好ましい結果をもたらすことがある（石

山,2013;申,2002;三崎,2004）。また、コミットメントのみならず、組織に所属する専門職が、

専門職集団を準拠集団としつつ、所属組織も準拠集団化することがある(藤本,2005)。 

以上から、企業内プロフェッショナルにとって、組織と専門性へのコミットメントは必ず

しも二律背反ではなく、準拠集団ですら両立する可能性がある。他方、専門職集団への準拠

性は、プロフェッショナルとしての自律性と職業倫理の礎になる重要な要素と考えられる。

プロフェッショナルとしての自律性と職業倫理があるからこそ、企業内プロフェッショナル

は所属組織の思惑を超越した観点から、コンプライアンスなどに資する助言を組織に行うこ

ともできるだろう。他方、労働政策研究・研修機構（2016）の企業内プロフェッショナルの

定義では、企業内プロフェッショナルは、伝統的プロフェッショナルに比べて、職業団体へ

の準拠性、職業倫理の影響が弱いとされる。企業内プロフェッショナルにおいて準拠性はど

の程度両立しているのか、また準拠性はどの程度職業倫理に影響を与えているのか、この実

態を解明することは企業内プロフェッショナルの実態解明の鍵となろう。そこで、次の RQ

を設定する。 

 

RQ 2：企業内プロフェッショナルの専門職集団への準拠性、職業倫理はどのように形成さ

れるのか。また所属企業の価値観との役割コンフリクトには、どのように対処しているのか。 

 

企業内プロフェッショナルを育成する効果的な仕組みを組織内に構築することは重要で

あろう。その仕組みのひとつとして、専門職制度が考えられる。専門職制度は 1960 年代後

半から大企業を中心に導入が進み、90 年代に企業における導入比率は 20%弱に達したが、

その後増加率は停滞している。専門職制度を企業が導入する目的は、高度専門能力の育成の

みならず、組織の効率化やポスト不足対策にあるとされる（谷田部,2013）。 

高度専門能力を育成することで、企業内プロフェッショナルを支えるはずの専門職制度は、
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管理職として登用されなかった人々の処遇の仕組みという認識が定着してしまい機能してい

ないとされる（労働政策研究・研修機構,2016）。これは、谷田部の指摘する、組織の効率化

やポスト不足対策という導入目的が、専門職制度の本来の目的を歪める方向で作用したため

と考えることができよう。 

しかしながら激変する社会環境において企業が革新的な商品・サービスを具現化するには、

組織内における創造性の発揮が求められており、創造性の発揮には専門知識、創造性スキル35、

動機づけの 3 要素が必要とされる(Amabile,1996;開本・和多田,2012)。この 3 要素は、専門

性の高い企業内プロフェッショナルの育成において重要と考えられ、そうであれば、一般社

員とは異なる創造性の喚起に資する育成の仕組みが必要と考えられる。 

専門職制度、あるいはそのような呼称に含まれないとしても、企業内プロフェッショナル

の育成に寄与する効果的な仕組みはどのようなものであろうか。この点の解明は、人的資源

管理論の実務的な側面において、意義が大きいと考えられる。そこで、次の RQ を設定する。 

 

RQ 3：専門職制度などの企業内プロフェッショナルを対象とした人事制度は、人的資本蓄

積に資するものであるのか、課題はあるのか。 

 

２ 調査方法 

 

(1)  調査対象の類型 

前節で設定した RQ を解明するために、企業内プロフェッショナルに関する質的調査を行

った。ただし、調査対象者は、企業内プロフェッショナル全般を対象とするのではなく、そ

の類型の中から選択した領域について調査を行った。 

企業内プロフェッショナルに関する類型を、実際の職種などと関連づけて分類している調

査が、リクルートワークス研究所(2005)の「ワーキングパーソン調査 2004」である。同調査

では、プロフェッショナル人材を、「統合：深掘り」と「ヒューマンスキル：企画・発想力」

の 2 軸で分類している。「ヒューマンスキルと深掘り」に該当するものが「ヒューマンプロ

フェッショナル」であり、職種としてはカウンセラーや講師などが該当する。「ヒューマンス

キルと統合」にあたるものが「ヒューマンサービスプロフェッショナル」であり、職種とし

ては営業やコーディネーターなどが該当する。「企画・発想力と統合」に該当するものが「ビ

ジネスソリューションプロフェッショナル」であり、職種としてはコンサルタントやアナリ

ストが該当する。「企画・発想力と深掘り」に該当するものが「研究開発プロフェッショナル」

であり、職種としては研究開発が該当する。 

                                                 
35 アイディアを創出するための経験や、労働の進め方などを意味する。 
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リクルートワークス研究所(2005)は職種との関連性を含めた類型化がなされており、実務

的なわかりやすさという観点で参考にできる点が多い。専門性の詳細に焦点をあて、この類

型をさらに発展させたものが谷内(2007)の類型である。谷内は、専門性を「専門性の適用範

囲（広：狭）」と「事業との直結性（高：低）」の 2 軸に分類した。「専門性の適用範囲」が

狭く、「事業との直結性」が低い場合は、プロフェッショナル志向の人材ではあるものの、プ

ロフェッショナルには該当しない。したがって、類型の数は 3 種類になる。 

「専門性の適用範囲」が広く、「事業との直結性」が高い場合は、「プロデュース型」と呼

ばれ、事業創造や次世代の経営を担う経営のプロフェッショナルが想定されている。「専門性

の適用範囲」が狭く、「事業との直結性」が高い場合は、「テクノクラート型」と呼ばれ、技

術開発、研究開発、ソリューション型営業のプロフェッショナルが想定されている。「専門性

の適用範囲」が広く、「事業との直結性」が低い場合は、「ファンクショナル型」と呼ばれ、

人事、財務・経理、法務などのプロフェッショナルが想定されている。 

谷内の類型は、専門性を企業経営との観点を含めて区分しており、本章の RQ の解明にと

って適した類型だと考えられる。ただし、この類型は実証的に導かれたものではなく、理論

的な枠組みで整理したものである。その意味からも、本章で質的研究によりこの類型の詳細

を実証的に解明する意義は大きいものと考える。 

本章における調査対象は、3 類型のうち、「テクノクラート型」と「ファンクショナル型」

の 2 類型を選択する。選択しなかった「プロデュース型」は、企業経営を担う幹部に相当す

る、いわゆる経営人材に類似した概念と考えられる。経営人材を企業プロフェッショナルに

含めるかどうかということについては、議論のわかれるところであろう。しかし経営人材に

ついては、労働政策研究・研修機構（2016）の企業内プロフェッショナルの定義には該当し

ないと考えられることから、本章の調査対象としては選択しないこととした。 

「テクノクラート型」はリクルートワークス研究所（2005）においては、「研究開発プロ

フェッショナル」と「ビジネスサービスプロフェッショナル」に相当し、「ファンクショナル

型」は「ビジネスソリューションプロフェッショナル」に相当するものと考えられる。すな

わち、この 2 類型を選択すれば、企業内プロフェッショナルの大半の領域を網羅できるもの

と考えることができよう。また、この 2 類型の異なる特徴を解明できることの意義も大きい

であろう。こうしたことから、本章では、「テクノクラート型」と「ファンクショナル型」の

2 類型を選択対象とした。 

 

(2) 調査対象の属性 

「テクノクラート型」と「ファンクショナル型」を調査するにあたり、具体的には、以下

の企業および企業に雇用されているプロフェッショナルを対象とした。「テクノクラート型」

については、その代表的な類型として技術開発者を対象とし、さらにソフトウェアとハード

ウェアの双方の技術開発者を対象とした。ソフトウェア技術者としては IT 技術者、ハード

－70－

資料シリーズNo.192

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



ウェアの技術者としては機械設計技術者と回路設計技術者を対象とした。「ファンクショナル

型」については、その代表的な類型として、職能によって外部労働市場も明確に形成されて

いる人事職を対象とした。 

また、企業内プロフェッショナル本人だけではなく、企業の概要、企業側の視点、専門職

制度の仕組みなどを確認するため、「テクノクラート型」のプロフェッショナルを雇用してい

る企業の人事担当者・広報担当者に対しても調査を行った。プロフェッショナル本人が 11

名、企業側の担当者が 13 名、計 24 名を調査対象者とした。 

なお、人事職種の対象者を「テクノクラート型」として調査している場合は、その企業の

テクノクラート型専門職について、企業側（人事部門）の視点で調査しているため、対象者

個人としての人事職については調査していない。人事職種の対象者を「ファンクショナル型」

として調査している場合は、対象者を人事職個人として調査しており、所属企業の人事部門

という視点では調査していない。 

24 名の調査対象者の属性の詳細を図表 3-1 に示す。 

 

図表 3-1 調査対象者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所:筆者作成 

 

(3)  調査の内容 

調査は、2015 年 10 月から 2016 年 7 月にかけて、聞き取り調査および社内資料の分析を

行った。企業側への聞き取りにおいて公表可能な資料は入手し、社外秘として公表が不可能

企業/個人 企業名 番号 性別 年代 職種 転職有無 分析対象
企業 A 男性 執行役員 テクノクラート
企業 B 男性 人事（管理職） テクノクラート
企業 C 女性 人事担当者 テクノクラート
企業 D 女性 人事（管理職） テクノクラート
企業 E 女性 人事（管理職） テクノクラート
企業 F 男性 人事（執行役員） テクノクラート
企業 G 女性 人事（管理職） テクノクラート
企業 H 男性 広報（管理職） テクノクラート
企業 I 男性 広報（担当者） テクノクラート
企業 J 男性 人事（管理職、責任者） テクノクラート
企業 K 男性 人事担当者 テクノクラート
企業 L 男性 人事担当者 テクノクラート
企業 M 男性 人事担当者 テクノクラート
個人 日本システムウェア N 男性 20代 IT技術者 無 テクノクラート
個人 メイテック O 男性 40代 機械設計技術者 有 テクノクラート
個人 P 男性 50代 回路設計技術者（高度専門職） 無 テクノクラート
個人 Q 男性 50代 回路設計技術者（高度専門職） 無 テクノクラート
個人 R 男性 40代 回路設計技術者（高度専門職） 無 テクノクラート
個人 S 男性 40代 回路設計技術者（高度専門職） 無 テクノクラート
個人 T 男性 50代 回路設計技術者（取締役） 無 テクノクラート
個人 U 女性 50代 人事職 有 ファンクショナル
個人 V 男性 50代 人事職 有 ファンクショナル
個人 W 男性 50代 人事職 有 ファンクショナル
個人 X 男性 50代 人事職 無 ファンクショナル

旭化成エレクトロニク
ス

日本システムウェア

NEC

メイテック

旭化成エレクトロニク
ス
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な資料は、聞き取りの場のみで提示してもらい、その内容を記録した。 

企業側担当者への聞き取り調査においては、当該企業において重視する専門性、企業内プ

ロフェッショナルの実態と育成のあり方、専門職制度の有無、制度概要、運用の課題などに

ついてインタビューを行った。プロフェッショナル本人へのインタビューは、1 時間から 1

時間半程度で、半構造化インタビューとして実施し、許可が得られた場合は IC レコーダー

に録音した。インタビューの内容は、①今までのキャリアと現在の担当職務、②企業内プロ

フェッショナルの人材像の定義、③企業内プロフェッショナルとして重要な専門性に該当す

るものは何か、④専門性を培うために重要だった学びの要素、⑤企業内プロフェッショナル

としての準拠集団、職業倫理、役割コンフクリトの有無、⑥専門職制度など企業における育

成の仕組みの評価、⑦今後のキャリア展望、などである。 

 

３ 分析結果 

 

(1)  分析の方法 

調査により得られたデータは、佐藤(2008)の「質的データ分析法」に準拠して分析した。

この手法は「①事例の分析に重点をおく、②文書セグメントがおかれている元の文字テキス

トの文脈を重視する、③コーディングの作業において、帰納的なアプローチだけでなく演繹

的なアプローチをも積極的に活用する」（佐藤,2008,192 頁）という特徴がある。すなわち、

文字テキストをいったん脱文脈化してデータベース化し、その内容を再文脈化してストーリ

ーとして再構築する。この手法では、質的調査が陥りがちな、ご都合主義的な引用、キーワ

ードやディテールの偏重、引用の過多、自己主張の偏重などの問題を注意深くさけることが

できる。具体的には、個々の事例に共通しているコードを、事例―コード・マトリックスと

いう形式で表に示す。なお、共通性のあるコードはカテゴリーとして括りだし、グループと

して表示した。 

 

(2)  各社の概要 

 事例―コード・マトリックスによる分析の前に、調査対象の各社の概要について述べる。

また、各社における企業内プロフェッショナルの育成に関する取り組みの特徴について、事

例―コード・マトリックス分析の前提として、聞き取り調査に基づき簡潔に記すものとする。 

 

 ア. 日本システムウエア株式会社 

 日本システムウエア株式会社（以下、「日本システムウエア」という）は、1966 年に設立

され、IT ソリューションとプロダクトソリューションを事業の柱として、ソフトウェア開発、

システムインテグレーション、クラウドサービスまで幅広く情報システムに対応している。
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東証一部に上場し、従業員数は連結で 1,959 名（2016 年 3 月末）、売上高は 299 億円（2015

年度実績）である。 

 同社においては、専門職として高度 IT 人材を育成することは競争優位と直結する重要事

項とみなされている。そのため、IT スキル標準（以下、「ITSS」という）に準拠したキャリ

アフレームワークを用いて、高度 IT 人材の育成を進めている。ITSS とは、経済産業省およ

び独立行政法人情報処理推進機構が定める、IT のプロフェッショナル人材の訓練・育成に

有用な共通枠組みであり、ものさしである。7 段階のレベルと、11 の職種（コンサルタント、

プロジェクトマネジメント、IT スペシャリストなど）によって構成される。 

 ただし、同社としては、高度 IT 人材を、ITSS の能力さえ向上すれば、それに依拠して処

遇、育成すればよい存在とは考えていない。ITSS に準拠した能力やレベルの向上は重要で

あるが、同時にお客様の評価など市場価値が伴っていなければ十分ではないと考えている。

そこで同社では、処遇制度自体は役割等級制度に一本化しており、ビジネスバリュー（仕事

上の価値）に基づく役割の重さで社員を処遇することを明確にしている。同時に、ITSS に

準拠して自社で職種を定義した「キャリアフレームワーク」を構築し、そのフレームワーク

に基づき、社員のキャリア形成を図っている。また管理職をライン職とエキスパート職に区

分することで、エキスパート職が高度専門職である位置づけを明確にしている。こうした同

社の特徴が、企業内プロフェッショナルとしての IT 技術者の実態の解明に資すると判断し、

聞き取り調査を行った。 

 

 イ. 日本電気（NEC）株式会社 

日本電気（NEC）株式会社（以下、「NEC」という）は、1899 年に設立され、情報通信技

術を用いて、社会のインフラ基盤に不可欠な「社会ソリューション事業」を注力すべき事業

領域と定めている。東証一部に上場し、従業員数は連結で 98,726 名（2016 年 3 月末）、売

上高は 2 兆 8,212 億円（2015 年度実績）である。 

NEC では、社員の専門性、プロフェッショナル性の育成のために、キャリアパスを明確化

した「NEC プロフェッショナル認定制度」を整備している。同制度は ITSS にも対応した

ものであり、高度 IT 人材のためのキャリアパスであることが明確なことから、企業内プロ

フェッショナルとしての IT 技術者の実態の解明に資すると判断し、聞き取り調査を行った。 

 

 ウ. 株式会社メイテック 

株式会社メイテック（以下、「メイテック」という）は 1974 年に設立され、設計・開発の

技術サービスを提供する正社員エンジニアを派遣する人材派遣事業を行っている。東証一部

に上場し、従業員数は連結で 9,105 名（2016 年 3 月末）、売上高は 878 億 8,800 万円（2015

年度実績）である。 
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同社では、正社員として派遣されるエンジニアが 60 歳に到達するまで働き続けることを

「生涯プロエンジニア」と呼称し、「豊かなエンジニア人生を実現できる機会と場の選択肢の

拡大」を事業方針のひとつと定めている。実際、リーマンショックの際に稼働率は 70%を切

るまでに低下したが、同社は、エンジニアの安定雇用を重視し、一切、雇用調整を行わなか

った。その後の景気回復に伴い、稼働率は 90%を超えている。また同社のエンジニアは技術

力だけではなく人間力を兼ね備えていることを標榜しており、派遣の 1 時間あたりの契約対

価は 5,066 円（2016 年 3 月）とエンジニア業界の平均単価（3,480 円：同社試算）より高位

に位置している。 

 「生涯プロエンジニア」という同社の人材像は、企業内プロフェッショナルの実態の解明

に資すると判断し、聞き取り調査を行った。なお、同社の聞き取り調査の対象職種は、同社

の派遣職種の中でも比率の高い、機械設計の開発技術者とした。 

 

エ. 旭化成エレクトロニクス株式会社 

旭化成エレクトロニクス株式会社（以下、「旭化成エレクトロニクス」という）は 1980 年

に設立され、ホール素子、半導体集積回路など電子部品に関するエレクトロニクス事業を行

っている。旭化成株式会社（従業員数は連結で 32,821 名：2016 年 3 月末、売上高は 1,940,914

百万円：2015 年度実績）のグループ会社である。 

同社では高度専門職制度を定めている。同社においては技術者の育成と活躍が経営上の最

優先事項であり、したがって高度専門職が、技術者のロールモデルとなり、技術資産として

ビジネスに貢献し、その存在や活動が会社のブランド価値を高めることを制度の理想として

いる。そのため、実績要件、技術要件、意欲要件から構成される任命要件は厳密に設定され、

2016 年 10 月現在の高度専門職の合計は 10 名と、任命も厳格に運用されている。 

同社の厳格に運用されている高度専門職制度は、企業内プロフェッショナルの実態の解明

に資すると判断し、聞き取り調査を行った。なお、同社の聞き取り調査の対象職種は、同社

の技術者の大半を占める、回路設計の開発技術者とした。 

  

(3)  事例―コード・マトリックスの分析結果 

 

 ア. 企業内プロフェッショナルの獲得技能と育成枠組み（RQ1 の分析） 

 RQ1 を分析するため、企業内プロフェッショナルの人的資本蓄積において獲得している技

能およびその育成枠組みについて、事例―コード・マトリックスを作成した。作成結果を図

表 3-2 に示す。 

以降は、図表 3-2 にしたがい、分析結果を説明する。 
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  図表 3-2  RQ1 に関する事例―コード・マトリックス 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料出所:筆者作成 

 

（ア） グループⅠ：エキスパートとプロフェッショナルの差異 

労働政策研究・研修機構（2016）の企業内プロフェッショナルの定義において、プロフェ

ッショナルはエキスパートとは異なる存在とされている。労働政策研究・研修機構（2016）

グループ コード 事例発話対象者

1．エキスパートの定義
A,B,C,D,E,F,G,J,K,N,O,P,Q,R,S,
T,U,V,W,X

2．プロフェッショナルの定義
A,B,C,D,E,F,G,J,K,N,O,P,Q,R,S,
T,U,V,W,X

3．市場価値の認識
A,B,C,F,G,J,K,N,O,P,Q,R,S,T,U,
V,W,X

4．経験領域の統合による全体観
A,B,C,J,K,N,O,P,Q,R,S,T,U,V,W,
X

5．ハイジェネリックスキル1：限定的マネジメント
B,J,N,O,P,Q,R,S,T,U,V,W,X

6．ハイジェネリックスキル2：暗黙知情報の収集 N,O,P,Q,R,S,T,U,V,W,X

7．ハイジェネリックスキル3：チーム内調整 N,O,P,Q,R,S,T,U,V,W,X

8．ハイジェネリックスキル4：可視化コミュニケー
　 ション

N,O,P,Q,R,S,T,U,V,W,X

9．ハイジェネリックスキル5：顧客との関係構築、
   すり合わせ

N,O,P,Q,R,S,T,U,V,W,X

10．複数領域での経験、ローテーション N,O,P,Q,R,S,T,U,V,W,X

11．社内での逸脱行動 D,N,O,P,Q,R,S,T,U,V,W,X

12．暗黙知をはらむ社内人脈の構築 N,O,P,Q,R,S,T,U,V,W,X

13．社内塾、マネージャー活動 F,G,H,I,O

14．社外最新情報（形式知）の収集 K,N,O,P,Q,R,S,T,U,V,W,X

15．暗黙知をはらむ社外人脈の構築 T,U,V,W,X

16．社外専門職集団との交流 T,U

Ⅰ．プロフェッショナルとエキス
　　 パートの差異

Ⅱ．プロフェッショナルの技能

Ⅲ．プロフェッショナル技能獲得に
     必要な経験
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によれば、エキスパートとは、長く同一の職務に従事していても、職務の幅、専門性の高さ、

市場での通用性においてプロフェッショナルとは異なる存在である。具体的には狭い範囲で

の業務処理にとどまり、受け身的で自己満足的な仕事をしているとされる。しかしこのエキ

スパートの定義では、プロフェッショナルに劣る存在という、やや抽象的な概念のみが示さ

れていると言えよう。 

本章のインタビューにおいても、多くのインタビュイーが、様々な観点から、プロフェッ

ショナルとエキスパートの差を語っている。そこでプロフェッショナルの技能およびそれを

獲得する経験を分析するにあたり、まずエキスパートとの差を明確にしておきたい。 

コード１は「エキスパートの定義」である。インタビュイーにおいては、プロフェッショ

ナルとエキスパートは明確に区分されている。エキスパートは、同一領域に長く従事してい

るので、その領域における専門性の深さは、むしろプロフェッショナルを上回る存在である。

しかし、関連する専門領域の経験がないため、専門性の広さでプロフェッショナルに劣り、

業務の応用性、視野の広さに限界がある。また、U、O が端的に指摘しているように、技術

要素・専門要素そのものには関心があるが、属する組織の事業目標への関心が薄いことも特

徴として指摘できる。以下、コード１に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「一つの製品に特化して、もうそれしかやらないような人なんですけれども、そのことは

なんでも、というような方がいらっしゃるので、（中略）例えば、僕が身近に感じたのはオラ

クルのデータベースとかですし、ほかにもリナックスの OS に関して知識がすごく高い方と

か」（テクノクラート型、N） 

 

「（人事部門の分類は）やっぱり大きく分けて採用、教育、給与、労務、この 4 個でしょ

うね。ただ、1 個だけ強くても。大きい会社へ行くと１個しかやっていないという人が多い

んです。どうしても細分化され、専門化されてきちゃうんですけれども、そういう意味の専

門性というのはあるんじゃないかと思いますけれども、人事ということを語るときに、人事

部長になりますというときに、1 個しか知らないとやっぱり正しい判断できないんですよね」

（ファンクショナル型、V） 

 

「人事も人材開発も、制度をつくって、このとおりやってくださいという人と、それから

人材開発のほうも、僕は講師のプロなんだと、だから、こういうふうに教えてやるので講師

なんですという、そこを一所懸命やっている、それがお仕事だと思っている人もいるし。（中

略）というところでとまっちゃう人は、さっき私が言ったような、何のためにこれをやって

いるんだとか、どの方法だったりが一番いいのかという課題設定というのかな、課題発見と

いうのかな、というところがない人もいるので、それは仕事じゃないと思っている人もいる

ので」（ファンクショナル型、U） 
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「ひとつはキャリアアップというのを目的にしている人がいるんです。キャリアを、要は

違う製品とか違うジャンルとか、そういうところを渡り歩くことをキャリアアップとおっし

ゃる方。（中略）高い技術というんですか、先行開発とかそういう名がつくようなものとか、

まだ世に出ていないものをよりよくすばらしいものをつくるというのを信条にしている方が

いらして。（中略）（このタイプの）人は、こういう製品をつくりたいと、ボイスレコーダー

をつくりたいと思ったら、最高のボイスレコーダーをつくるために自分の技術知識を一所懸

命勉強したりする」（テクノクラート型、O） 

 

コード 2 は「プロフェッショナルの定義」である。プロフェッショナルは、専門性を有し

ながらも、それが限定された領域にとどまらない。関連した専門分野を経験し、それを自ら

統合的に認識することで、応用力を有し、視野も広くなる。また、U、W、O が端的に指摘

しているように、組織の事業目標を理解し、それを達成することに情熱を有している。以下、

コード 2 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「（プロフェッショナルとは）全体の、各製品を組み合わせるという形の、要は上流工程

とかそういったところでシステム全体を把握されていて、かつ何が足りないとかといったと

ころを見抜ける人」（テクノクラート型、N） 

 

 「上になればなるほどいろんな、人事って特に、いろんなこと起きるじゃないですか。そ

のときにどう判断し、どういうアクションをとるかという。それはやっぱりいろんな経験し

ていないとできないし、（採用、教育、給与、労務のうちの）１個だけやっていたらきっと間

違った判断しちゃうと思います。 

現場の人たちの声とか気持ちを酌み取れるというのは大事なんじゃないかなと思うし。た

だ、そこの話ばかり聞いていても進まないしと。そういう意味では、あとは日本と、今グロ

ーバルというのもあるので、グローバルの人たちの言っていることもわかるしと。現場、人

事、日本、グローバルという 4 個の視点で戦略的な判断ができる（人がプロフェッショナル）」

（ファンクショナル型、V） 

 

「やっぱり事業を理解するとか、この事業をするためにはどういう人材が必要なんだろう

という、あくまでも主役はやっぱり事業だと思うんですね。事業と、あと社員か。だと思っ

ているので、そこを理解する力だったり想像する力だったり、できれば経験があればいいん

だけど、経験がなくても、そこを理解してつくっていくとか、あとは聞く力とか、そこは大

きいんじゃないかなと思います」（ファンクショナル型、U） 

 

「じゃ、どこかというと、結局、経営と一緒に同じ方向を向いて、業績を上げていきたい
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というところは変わらないんですよ。変わらないです。それ以外の方法論とか、今何をすべ

きなのかとかというのは、全部、状況によって変わるので、それは調整しちゃいますよね」

（ファンクショナル型、W） 

 

「自分はお客様に技術サービスを提供することに専念するといって、自分の意思とかこう

いうものをつくりたいという意思をあまり表に出さずに、お客様の満足度を最優先する。全

ての人に評価されるようなものをつくる企業様のところに行って、その企業の言っているも

のをきちんとそのとおりにつくれる人」（テクノクラート型、O） 

 

コード 3 は「市場価値の認識」である。エキスパートをプロフェッショナルよりも単純に

劣った存在と考えれば、市場価値もプロフェッショナルよりも低くなるはずである。しかし

実態はそうではない。コード 1 に示したように、エキスパートは狭い領域ながら、その領域

では高度な専門性を有する。それゆえに、市場価値が高く評価され、流動性が高くなる場合

もある。ただし、それは全てのエキスパートにあてはまるのではなく、その領域が市場の需

要が高い場合に限られ、狭い領域だけに市場環境の変化によって市場価値が一気に低下する

リスクもある。また、市場ではなく組織内に限定すると、エキスパートの評価はプロフェッ

ショナルよりも低く、昇進可能性には限界がある。以下、コード 3 に関する代表的なデータ

の抜粋を示す。 

 

「僕がふれてきた人の中で、他社からとかアプローチがあるような方っていうのは、どち

らかというと後者（プロフェッショナル）の人ではなくて前者（エキスパート）の方が多か

ったですね。これは経験なので、たまたまそうだったかもしれないので何とも言えないんで

すけれども、あるメジャーな製品ですね、今の IT インフラの中でほぼ必須とされている。（中

略）すごい専門性、そこでの専門性、製品知識なりを持っている方っていうのが引かれてい

ってましたね。他社からは。 

（中略）この会社の中にいる限りは後者（プロフェッショナル）の人のほうが評価はされ

ると思います。ただ外に出ていく人という意味では、前者（エキスパート）の方のほうが、

経験上は多かったかな。 

ここ（エキスパート）に、はまっちゃうと、もらえる額は、要は管理職ではなくて普通の

担当だったり、リーダーだったりというところでとまってしまうと、それこそあまり評価と

いう意味ではないかもしれません。ただ一応会社にも技術特化の役職はあるので、そこに行

ければですけれども、現状いないと聞いているので、難しいのかなと」（テクノクラート型、

N） 

 

「（市場から需要があり、転職しやすい人は）何かの機能というのを、例えば研修講師と
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か給与制度構築とか労務・組合担当プロとか、そういう部分的なプロというのかな」（ファン

クショナル型、U） 

 

（イ） グループⅡ：プロフェッショナルの技能 

ここまで述べてきたとおり、エキスパートとプロフェッショナルの差異は明確に語られて

いた。では、同じく専門領域で従事しながらも、両者の技能には具体的にどのような差があ

るのだろうか。プロフェッショナルにおいて特徴的な技能をグループ 2 としてまとめた。 

コード 4 は「経験領域の統合による全体観」である。プロフェッショナルは、関連する専

門領域を複数経験しているからこそ全体観を有し、的確で迅速な判断を行うことができる。

以下、コード 4 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「この人というのは専門特化どころじゃないんですよ。いろんな事業を渡り歩いてですね。

で、全然エレクトロニクスじゃないメディカル系事業にいたりとかしているんですよ。で、

MRI のような磁気を使った装置を手掛けたり、ある時期にリチウムイオン電池をやっていて、

っていう、その両方の事業がどっちもよその会社に譲渡されちゃったので、エレクトロニク

スに来て、で、磁気センサーをうまく生かして大ヒット商品をつくったので、要するに、三

つぐらいの専門性の何か。（中略）掛け合わせでそういう商品を生み出しているので」（テク

ノクラート型、J） 

 

「違いというか、持っている知識がそれほど違うかというと、実は変わらないんじゃない

かと思うんです。要は、いかに広い視野で見られるか、どこまでいろんなことまで気が回る

かというところじゃないかなと思いますけどね。例えば、例えばというのもあれなんですけ

ど、何かしら手段というのは幾つかあるわけじゃないですか。その中の手段というのを、手

段って、でもある意味、やろうと思ったら幾らでもありますよね。 

例えばここをこう工夫したいというときに、工夫の仕方って絶対に、ある意味無限にある

わけじゃないですか。そういうところをどこまで最初に広げて考えられるかということと、

あとはそれぞれ、それをやる前に、それをある程度見通しが立てられるかどうかというとこ

ろが。 

そこまである程度見て、その中で、さっき広い視野と言いましたけど、その中でどこが行

けそうだというのがやっぱり予想がつくかどうかだと思うんですよね。そこがすぐにわかる

か、若干時間がかかるかというのはあると思うんですけど、そういう方向性を見るようにで

きるかどうかというところは多分、専門性というか、技術者としてすぐれているかどうかと

いうところの差になっているんじゃないかとは思いますけど」（テクノクラート型、R） 

 

「重要なのは多分二つあって、専門性も部分的なものではなくて、やっぱり人材マネジメ
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ント全体を、知識という意味では理解するというのは必要だと思います。今、結構、日本の

企業の人事の人とお話ししても、わりと若手の人は特に、採用を 5 年やっていますとか、給

料 10 年やっていますとかって、少し、会社によるかもしれないけど、長いんですよね。そ

うすると、ほんとにそこしか知らなくて。（中略）というような形で、人材マネジメント全体

と、やっぱり心理学とか組織行動学とか組織開発の領域が、人事なり人材開発の人というの

は専門性という意味では必要だと思うんですよね」（ファンクショナル型、U） 

 

「現場に数行けばいいというものではなくて、結局いろんな周辺情報を多分、統合してい

るんだと思うんですよ。ですから、比較的いろいろな個々の事象を関連づけているのがうま

いのかもしれないですね。（中略）やっぱりひとつひとつの会話とか、変化というのは覚えて

いるんですよね。で、全体を見たときに、個別の事象と常にシャッフルして見ていくと、仮

説でもいいので質問を投げかけてみると、意外と向こうから、『実は…』みたいな話が出てく

るので。 

そういう積み重ねで、『いや、実はこれこれ、こうで』という説明をすると、経営陣のほ

うも『ちょっと、どう考えてる、アドバイスくれ』というふうにはなりますよね」（ファンク

ショナル型、W） 

 

プロフェッショナルに必要な能力として、専門領域に関する知識、スキルを縦糸と考える

と、いわば横糸にあたる、横断的な能力が語られた。チームとの関係性、コミュニケーショ

ン能力、情報の収集などに該当する能力である。本章では、これをハイジェネリックスキル

と呼ぶこととする。ジェネリックスキルとは、専門分野を横断して求められる共通的な能力・

資質である（濱名ほか,2009）。具体的には、知識の活用のみならず、個人が主体性を持ちつ

つ他者と協働していくこと（吉原, 2007）と捉えることもできる。ジェネリックスキルは、

通常、大学教育の目標となっているが（濱名ほか,2009）、本章の調査でも類似の、しかしな

がら、より高度な技能が語られたため、「ハイジェネリックスキル」と命名した。コード 5

は「ハイジェネリックスキル 1：限定的マネジメント」である。プロフェッショナルは、事

業部や部など、数十人以上が所属する大規模な組織をマネジメントする必要はない。しかし、

小規模な組織、プロジェクトチームなどを適切にマネジメントする技能が求められる。以下、

コード 5 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「プロジェクトマネジャーになるとどのように部下を巻き込んで、どう理解させて動かす

かでしょうか。指示した内容を部下が理解していないことがあると思います。（中略）やはり、

部下をどう動かせるかにつきるような気がします。自分でやるのならできてしまうと思いま

す。部下が自分の指示したものと違うアウトプットを出してしまうとか、伝えた内容とまっ
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たく違う進捗になってしまうとか。部下が複数名であればますます問題が広がり、収束でき

なくなってしまう」（テクノクラート型、B） 

 

「どっちかというと、そういう数名でやる仕事のほうが向いているかなという感じはする

よね。ラインマネジャーで、じゃあ、やるかというと、まあ、数十人のグループ長って感じ

じゃないという人が多いんだよね。 

（中略）視野の広さとか、新規性みたいなところだとか、そういうような部分で、マネジ

メントをやらせてもそれなりにやれるよねというような人な感じはするんですよね」（テクノ

クラート型、J） 

 

コード 6 は「ハイジェネリックスキル 2：暗黙知情報の収集」である。プロフェッショナ

ルは、新しい技術を探索する、アイディアを創出するなどの際に、技術関連のマニュアルや

教科書など顕在化している情報に限界を感じ、社内外の個人の中に埋め込まれている暗黙知

情報を収集している。その収集は簡単ではなく、様々な工夫がなされていた。情報を持つ人

を探索し、自分の意図を詳しく説明し、物おじせず質問する、などの工夫、努力である。以

下、コード 6 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「もちろん、世の中に転がっている範囲で教科書とかは読むんですけれども、でもそれじ

ゃあ足りなくて。（情報をもらうためのコツは）多分一番情報を持っていそうな人をまず探す。

情報を持っていそうな人は何となくわかるので、まずその人に当たってということですね。

IC の製造工程を開発するグループのわかっていそうな人に問い合わせて『このデバイスはこ

ういう使い方できる』みたいな、そういうのを聞いてみたりですね。 

説明で、どういうことをやりたいというような、こっちのやりたいことを、もうくどいぐ

らい説明するという感じですね。もう、下手すりゃ向こうもこっちの回路のことをよくわか

るくらいなんじゃないみたいな。トランジスタのある部分の特性はどうなっているのじゃな

くて『こういうシステムあるんだけど、こういう使い方できるよ』みたいな、向こうにもシ

ステムを説明するみたいな。 

（中略）人に何か聞くにしても、あれですね、大概、嫌がられますので、そこを嫌がられ

ずに何か…。最近の若い人たちというか、私より 10 歳ぐらい低い人たちは、極端に人に電

話するのを嫌がるんですね。一方私は 2 年目ぐらいから、お客さんに電話したり、当時の工

場のほうの工程を開発している人たちに電話したりとか、嫌がられながらやったところで、

どうしたら嫌がられずにやるかなみたいな、そういうのをいつの間にか身につけながら、ど

うしたら要点を押さえながら聞くことができるのかなと、そういうことをずっとやっていた

ので、多分そういうのが、ちょっとわからないけれども、支えになって情報収集がうまいこ

といけてるんじゃないかなと想像しているんです」（テクノクラート型、S） 
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「相手がいるとしたら、相手のやっていることに興味を示して質問をたくさんすることな

のかなと思います。キャッチボールすることでやっぱり、何ていうのかな、ちょっとうまく

言えないんですけど、得るものってきっとあると思うんです。自分でも多分得るものがある

し、相手にも多分またあげているものがあると思うんで、そういう意味では、興味を持って

質問してやりとりしていくことって、技術者じゃなくても、人事でも何でもきっと皆さん大

事なんじゃないかと思いますけど。 

（中略）入って 1 年目か 2 年目にこの職場に来たんで、先輩がそもそもあまりいなかった

んで、自分で技術をつくったり、人に聞いたりとか、ネットワークを使って教えてもらった

りとか、そういうことはやらざるを得なかった。 

（中略）やっぱり何か、質問する力がある人とない人は違うと思いますね。やっぱりちょ

っと物おじして質問するのに躊躇する人は、ちょっとだめなのかなと思いますけどね。（自分

が他者から影響を受け、身についている能力は）質問してもあまり恥ずかしがらないで質問

できるということですかね」（テクノクラート型、Q） 

 

コード 7 は「ハイジェネリックスキル 3：チーム内調整」である。プロフェッショナルは、

チームをマネジメントする立場とは限らず、メンバーとして業務遂行している場合もある。

そのような場合に、チームが目的に向かって建設的に業務遂行できるよう、チーム内の人間

関係を調整する場合もある。以下、コード 7 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「気配りですか。何をというか、どういうところの気配りというよりは、安心していられ

るように気配りする状態ですね。（相手が）困らないようにする。最低でも困らないように。

困らせちゃうときは、きちんと謝る。普通のことなんですけど、自分がどうしようもなくこ

ういうふうになっちゃうので、申しわけございませんと。下手したら、そこだけ、僕、自分

でやりますとか。 

（謝る場合は）自分は悪くないのにというのはあるかもしれないですね。なので、そこは

利害関係なく、目的に向かってチームがきちんと向けているかどうかで変わると思います。

俺の仕事が増えちゃうよって思っちゃったら、ちょっと角が立ち始めて、そうすると、うま

く回るものも回らなくなっちゃうので、そこの調整みたいなのは気をつけてやっているつも

りです。 

中で、（派遣先のチームの）お客様同士で衝突している方もいらして、そこの仲裁じゃな

いですけど、間に立ってパイプ役みたいな作業があるんですよ、実際は。あの人と話をして

られない、みたいなことがあったりする。どっちも言い分は正しくて。両方とも浸食される

のがとか、自分の作業増えるのがとか、何のためにやるのかみたいな話なんだけど、その何

のためにを話すことすら時間がもったいないということになったときに、間に入って、ああ

やりますか、こうやりますかみたいなことを。 
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（調整を行う理由は）そうそう、先に言ったんですけど、目的はお客さんの満足度を高め

ることなので、製品はもちろんできたほうがいいです。開発しているものが、製品として世

に出なかったことも何回か経験していますので。でも、その製品に入れ込んでいるメーカー

の社員の方々は、一所懸命戦うんですよ。それは僕、悪いことだとは思わないんですよ。ち

ゃんとそういうのが、わだかまりなく次の製品ができればいいじゃないですかと思っていま

す」（テクノクラート型、O） 

 

コード 8 は「ハイジェネリックスキル 4：可視化コミュニケーション」である。プロフェ

ッショナルは、他者の曖昧な考えを、自分と他者ともに可視化でき、共有できるコミュニケ

ーションを心がけている。以下、コード 8 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「コミュニケーション能力。人の頭の中が見える化ですか。（人の頭を）見るって言い方

は変なんですけど、僕はメカ屋さんなんで、四角くて青くてボタンが 3 個ぐらいついている、

音が集音できるものみたいに、それの外装をつくってねって。最初の要求はこのぐらいなん

ですよ。そこから、大きさは？と聞かないといけないし、スペックは？って聞かないと。デ

ザイナーさん、いるんですかとか、作って、と言われているだけだと。 

（的確に質問できるためには）僕の場合は、使う CAD のソフトとかで一番最初のレイア

ウトみたいなところから入るので、その部分にまずは四角くて青くて、そういうものを書き

始めて、じゃ、どうしましょうかというのを、作っていく順番でお客様に伺う。 

スペックが先にあるというものもあるんですけど、スペックを先にもらっても立ち行かな

い場合も多々あって、要は周りが決まってないから、そのスペックにならないよという状態

もあったり。ただ、ないところに何かものを書かないといけないので、漠然とこんなものと

言われたら、漠然としたものを書かないといけないんです。 

そこから調査し始めたり関係の部署に電話したりとか、これも調べておいてね、みたいな

展開はあるので、やり方としては、多分、自動車メーカーさんもそうだったし、（ある製造業）

のときも、大概のご担当者で最初にそういうアバウトに言ってきた方には、そういう方法で

ものができあがっていくので。僕の中ではそういうスペックが決まっていますかね」（テクノ

クラート型、O） 

 

コード 9「ハイジェネリックスキル 5：顧客との関係構築、すり合わせ」である。プロフ

ェッショナルは、様々な場面で顧客と良好な関係を築き、また業務遂行に関して巧みなすり

合わせを行っている。以下、コード 9 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「おもしろいのは、弊社のエンジニアは、お客様の組織に入り込むのがうまいんですよ。

そのお客様を観察して、お客様のやり方をまずまねて、どうしたら自分は受け入れられるの
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かというところから入るので、抵抗は少ないのかもしれないですね。ガーンとは行かないん

で。俺はプロだからというふうに行くわけではないので。どんなにベテランのエンジニアで

も、まずは受け入れていただくということから。 

（中略）定年を迎えるようなエンジニア、この方の仕事のスタイルみたいなのは、人に好

かれるみたいなことが自分のポリシーとして出てくるわけですね。まず好かれることなんだ

と。ベテランになったら、そんなこと言わないじゃないですか、普通は。でも、仕事をする

にはまず人に好かれないといけないし、人に好かれるにはまず人を好きにならないとねって

いう話をされるので、入り方というのはものすごいお上手なんだと思いますね」（テクノクラ

ート型、G） 

 

「お客様がこうしたいと言うのが第一ではなくて、こういったニーズがありますよという

のを踏まえて、ではこういった方向で実現できますよと。そこでどちらがいいではなくて、

先ほど言ったパフォーマンスとかできる、できない、もあるんですけれども、要はお客さん

の考えと実際できることとをすり合わせて、言い方はあれかもしれないけれども妥協点とい

うか、一番ベストなところに持っていくというのが、やっぱりあるべきところなのかなと思

います。お客さんが言ってることが全部 100 点満点の回答ではなくて、そこをちゃんと 100

点に近づけていける、そのやりとりというか、折衝能力というのはやっぱり必要なのかなと

思います。 

（中略）システムでこれを実現したいというときに、すぐに、できる、できない、それだ

と原則論じゃないですけど、詳しくその製品を知らなくてもこういったことはできる、とい

うところ、できる、できない、のジャッジができて、すぐ決断できるというスピード感とい

うか、それは結構必要なんだろうなと」（テクノクラート型、N） 

 

（ウ） グループⅢ：プロフェッショナル技能獲得に必要な経験 

グループⅢでは、プロフェッショナルの特徴的な技能について述べた。ではそうした技能

を、プロフェッショナルはどのような経験をとおして培ってきたのであろうか。技能を獲得

するために必要な経験をグループ 3 としてまとめた。 

コード 10 は「複数領域での経験、ローテーション」である。プロフェッショナルは、コ

ード 4 に示されていたとおり、関連する専門領域を複数経験することで全体観を有していた。

そのために複数の領域を経験しているわけだが、その経験は様々な顧客先、プロジェクト、

人事ローテーションなどの手段で培われる。以下、コード 10 に関する代表的なデータの抜

粋を示す。 

 

「なので、キャリア的にいってしまうと、うちの会社、どこの会社もそうですけども、設

計、営業、製造などなどありますけども、多分設計以外は大体全部やったことになりますね。
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パッケージの設計とかもやったことあります」（テクノクラート型、P） 

 

「今は、後者（プロフェッショナル）になるために、データベースという枠から出ようと。

もちろん自分の武器として持っていないとやっていけないと思っているので、データベース

は武器として、ひとつ。そこからどんどん幅を広げていきたくて、いろんなシステムとかの

構築経験を踏んでいって、というところなので、今。システム全体というか、インフラって

こういうものだというのを理解する段階が今で、そこから徐々に人をとか、お客さんとかっ

ていうような段階を踏めればというところです。今はそういった段階ですかね」（テクノクラ

ート型、N） 

 

「（前職の会社名）にいたときは、私が恵まれていたと思うんですけど、6 年の間に、2 年

ごとにかわるんですよね。マネジャークラスでも。なので、リーダーシップやって、キャリ

ア開発やって、サクセッションプランやってというのが、何もなし遂げないうちに、これで

もか、これでもかという形で異動が激しい。異動というんですかね。 

（中略）（その激しい異動のおかげで）なるほど、教科書で言っていたこれというのはこ

ういうことなんだなというのは早く身についた気はしますよね」（ファンクショナル型、U） 

 

コード 11 は「社内での逸脱行動」である。社内の決まった業務遂行を行うだけでなく、

自律的に他部署などの業務分担以外のことを行うことが、プロフェッショナルとしての技能

獲得に役にたっている。以下、コード 11 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「生産技術をやっておったんですが、たまたま横の机にあるデバイスがあって、その開発

をやっている部隊があって、そこの人たちと話をしていると、何か回路とかも結構おもしれ

えなとか思って、で、そっちの評価とか、測定とか、最初は電気のほうなんかさっぱりわか

んないわけですから、コンピューター使ってソフトとか、ハードとかつくったりして、最後

の半年ぐらいから、あんまり生産技術はやらなくて、別のほうを一所懸命やっとったという

話なんですが。今だと何やってんだってなるんでしょうけど、当時は鷹揚なもんでね、まあ、

いいんじゃないみたいな格好で。 

（中略）何年かやっていると、結構自分がもといた営業課から技術的な問い合わせがくる

わけですよ。お客さんからこんなことを言われたんだけど、使えるのか使えないのか。それ

に対して答える部門というのは、いわゆるテクニカルサポート的な部門がそのときになくて、

そうはいっても、頻繁にやたら問い合わせがくるし、答えるとやっぱりお客さんとれること

もあるから、ちょっとそういうのもやってみるかというんで、そこでシミュレーションとか、

そういうソフトを入れてテクニカルサポート的なことを始めました。これは多分この会社で

僕が最初に始めたんだと思います。 
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（中略）（そのように、決まった業務ではなく、自分で業務を見つけ出して行うことは専

門職と関連あるか、との質問に対して）、おっしゃるとおりだと思いますね。言われたことは

当然やらないとだめなわけですけれども、何かそういうちょっと困っていることとか、横に

あると、どうもそっちのほうが気になってしようがないというのは、これは性分なのかもし

れないですね」（テクノクラート型、P） 

 

「（プロフェッショナルとして、新しい価値を生み出せる人は、どのような経験をしてい

るか、という質問に対して）何かちょっとね、何かすき間のことをやっていたりしますけど

ね。ほんとうに、それは営業じゃなくって。何か一人いたな。何かどこかの支社に行ったん

だけど。何か暇で、やることないから、何かちょっと新しいこと考えてみましたみたいなね。

営業なんだけど、とても東京にいたら絶対もう忙しくてそんなことできなかったと思うんだ

けど、ちょっと何か、支社、どこだった、東北だったか何かで、話していたら何かおもしろ

い、中小企業の方と話していたらこんなおもしろいことがありそうだみたいなのを、ちょっ

と考えてみましたとかいう人が今、何かちょっとそういう、スマートエネルギーだ、何とか

とか考えていますか。 

何かやっぱりそういう経験って、そういう人ってすごく重要で、そこをやっぱりこれから

増やしていきたいじゃないですか」（テクノクラート型、D） 

 

コード 12 は「暗黙知をはらむ社内人脈の構築」である。自部門以外の社内の様々な非公

式な人脈を有することが、コード 6 の「暗黙知情報の収集」という技能につながっていた。

以下、コード 12 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「（新規技術を社内で立ち上げることになって）一番知っていそうな人をまず探すという

ことを、1 年半ぐらいの若造がやっていました。誰がそれを知っているのか全然わからない

んですね。（行き当たったのが）たまたま海外から帰ってきたすごい先輩とかですね。その人

に、聞くんじゃねえみたいなこと言われながら、俺に聞くなみたいな人に聞いたんですね。

そのときあれなんです、自分で最初、悶々とやってて、朝 10 時から深夜までというのを 1、

2 か月やって、1 か月ぐらいのところで、もうらちが明かないから。周りの先輩に聞いても、

その三角形の中身（開発すべき技術のこと）はできないんです。1 個上の先輩とかに聞きた

い年齢なんですけどね。その三角形の中身をつくるのは、海外からたまたまちょっと帰って

きていた人に聞いて。今その人は、会社出ていっちゃって。 

（中略）でもその人でもちょっとわからないことが遂に起きてしまって。（それを、さら

に乗り越えることができた理由は、という質問に対し）それはですね、また別の人と仲よく

なって。 
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（それらの経験は、今に生きているか、という質問に対して）そうですね。実体験で一番

情報のありそうなところを探して、その人から情報を得ると。で、自分なりに考えて最適な

ところをつくり込むというのを、もうそのときに、そういう言葉には表現できなかったです

けれども、そうしないときっと多分だめだろうなという」（テクノクラート型、S） 

 

「やっぱりそういう意味で言うと、社内の人と接するときはいい意味で下手に出るという

か、『いや、ちょっといろいろ現場のことがよくわからないからいろいろ教えてほしいんだ』

とか、『やっぱり現場のことを知らないと人事としては全然だめだから、現場のことを知りた

いんだ』ということで、やっぱり対社内では下手に出て教えてもらうというスタンスがすご

く大事なんですよ。 

（中略）『（社員に対して）あなた、ここ、行きなさいと、もう全然意にそぐわない人事で

も言わないといけない。そういうときに、日ごろから信用されていないと、何でおまえに言

われなあかんねんと言われるのと、まあ、おまえに言われたら仕方がないなと言われるの、

これは大きな雲泥の差があるで』っていうことをよく言われましたけど、それがすごく大事

だから、社内的には、あいつは何も知らない、物事を知らないし、教えてあげないとだめだ

なっていうふうに思われるっていうことが僕はすごく大事で、ばかになるっていうね」（ファ

ンクショナル型、X） 

 

コード 13 は「社内塾、マネージャー活動」である。これは、社内における業務外の勉強

会での学びを意味する。特にメイテックにおいては、様々な会社に派遣され、日常は交流が

ない技術者たちが、マネージャー活動という名称の勉強会で交流し、技術を高めあっている。

以下、コード 13 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「やっぱり地域ごとにお客様から求められる技術って相当異なりますので、我々、マネー

ジャー活動と呼んでますけれども、地域のエンジニアのスキルアップだとか、横のつながり

やスキルの土台をつくるだとかやってる活動がありまして、エンジニア同士でその地域に応

じた勉強会みたいなものをしょっちゅう組んでいます。 

ただ、会社の施設を提供したりとか、会社が活動費用を負担して、自由に使ってもらった

りしている部分もありますので。そうすると、その地域にあるお客様の中でどんな技術が必

要とされているのかとか、地域で働きたいならこの辺をやっておいたほうがいいんじゃない

のというようなことから勉強会やろうかと言ってやってたりとか。要は、技術者同士が、自

分が今のお客様で活躍できるために、またそこが終わってもその地域のほかのところで仕事

ニーズがある部分で自分ができそうなことは何なのかということを、やっている人たちから

お互いに、自分のことも提供しますけれども相手からもいただいて高めていくと。というこ

とを、もう年間を通じてやってる。 
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このマネージャーという役割の人たちは、そうした活動を推進する立場として会社から任

命して支援をする。もともとは実はみんな手弁当でやってたんですけれども、はたと気づく

と、これが我々のまさに強みである DNA の活動なんじゃないかということで、この仕組み

をそのまま生かし、そこを支援する仕組みという形で、外枠だけを支援する形を整えて、中

身は皆さんでどんどんやっていってくださいと」（テクノクラート型、F） 

 

コード 14 は「社外最新情報（形式知）の収集」である。これは、社外との人的交流以外

による社外の最新情報の習得である。この情報は、最新情報ではあるものの、文章などによ

り誰にでも入手可能な、形式知として具体的に示されている内容に限られる。具体的には、

論文を読むこと、インターネットで情報を収集すること、社外セミナーに参加すること、な

どである。以下、コード 14 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「若干自分では、家では勉強していたようなことはありますけどね、そういうのが。みん

なも隠れてしていたのかもしれないんですけど、そういうのがきくのかどうかですね。専門

性をもっと深めようと思って、論文のコピーを会社でとって家に帰って読んでいるとか、そ

ういうこと。多分みんなもしていたんじゃないかなと思うんですけど。 

やっぱり丹念に見ようと思ったら、当時はやっぱり論文ですね。毎月出てくるんで、それ

を読むのが一番コストパフォーマンスというか、いいかなと思います。あとは、ほかにも読

んでいる（社内の）仲間がいますので、『ちょっとどうなの？』と聞いたり、やりとりするん

ですね」（テクノクラート型、Q） 

 

「T さんとか、いまだに論文、持ち歩いているというか」（テクノクラート型、K） 

 

「今でも思い出すのは、土日も論文読んだりしてるでしょう。そうすると子供なんか、お

とうちゃんに遊んでもらいたいから、紙と鉛筆持ってきて、どうしたのって言ったら、勉強

するといって、そしたらジョインできると。そういうのを覚えていますけどね。紙と鉛筆を

持ってきたら、3 歳児がジョインできるんだというのを今思い出したんですけれど」（テクノ

クラート型、T） 

 

「例えば、原因分析の手法のひとつ、そういう何か現場で役立つスキルとか、そういった

のを、うちの会社から案内が来たりするので、積極的に受けています」（テクノクラート型、

N） 

「だからそれこそセミナーへ行ったり。有料のセミナーとか本読んだりとか。何冊か本を

ばーっと読み比べると大体、ああ、これはこの辺が主流なのかなとか、この人はこういう知
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見なのかなとか。といっても専門的に幅広くは調べたりはしないんで、3 冊ぐらいが限度な

んですけれども、僕の場合は。セミナーでこんなこと言ってたな、というと、じゃうちの会

社ならこの辺なのかなって、何となくそれで方向性が見えてきたりとか」（ファンクショナル

型、V） 

 

コード 15 は「暗黙知をはらむ社外人脈の構築」である。これは、社外で人脈構築し、そ

の人脈に埋め込まれた暗黙知を獲得する行為を意味する。人脈は社外セミナー、転職、紹介

により拡大していく。ただし、このコードは、ファンクショナル型には存在したが、テクノ

クラート型は例外的な 1 名のみにしか存在しなかった。以下、コード 15 に関する代表的な

データの抜粋を示す。 

 

「私はもうとにかく社外とかに行って講演とか聞いたら、もう絶対、先生と名刺交換して、

あるいは隣近所の人と名刺交換して、この人、おもしろいなと思ったら、もう厚かましくす

ぐメールして、ちょっと時間くださいとか、一緒に飲みに行きましょうとか、すごいやっぱ

りそうやってネットワークをつくってきて、実は今でもそのネットワーク、ずっと続いてい

て、実は仕事を変わってもたまに役に立ったりとかね。いまだに人事部から『こういう会社

の人を紹介してくれませんか』って言われて、『いいよ』って言うて、紹介するということも

ある。もう一言で言うと、私はもうそれがすごくやっぱり大事。 

（中略）それも、同じ業界にしちゃうとだめなんですよ。業界を越えて、例えば（自社の）

業界だけじゃ、もう全然話にならなくて、ちょっと広げて日用品業界とか、あるいはほかの

自動車会社とか、あるいはもっと越えて流通であるとか、あるいは IT 企業であるとかとい

う、業界の枠を越えたネットワークを持っているということもすごく大事で。 

人事って、ある程度、普遍的なんですよね。だから、業界が違ったとしても、人事部門が

抱える課題って、比較的、似通っているところがあるし、ちょっとやっぱり社内事情を言い

づらいじゃないですか。でも、全く違う業界だったら競合にならないから、もう社内の事情、

結構、言えるでしょう。そういうところから結構ヒントがあったりするから、それもすごく

大事じゃないかなという気がしますよね」（ファンクショナル型、X） 

 

「（社外のネットワークを構築するために）それはもうあれですよね。ひたすら当時は、

講習とかセミナー、行ってましたね。そこからネットワークができたりとか、ですね。あと、

やっぱり外資にいた分、いろんな会社に転職する人たちがいるじゃないですか。そこからい

ろんな横のつながりというのが出てきて、別に人事じゃなくて人のつながりというのがあっ

たので、特に人事という特定の分野の人脈をということではなく、やっぱり人のネットワー

ク、自分の携わっている、属している組織以外に関与していくというのは大事だと思うんで

すよね。 
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（ネットワークができると）例えば、自分が今トライしていて、わからないこと。そっち

だったらどうやっているのとか、聞けるんですよね、気楽に。（中略）これこれこういうこと

だったら、いや、たしかあの会社のこういう人がこういうことをやっているようだとかって

いうのが、外資というか、やっぱりそういうネットワークを意識している人というのは、自

分だけじゃなく、また広がりがあるんですよね。だったら、あの人、紹介してあげようかと

か、そういう話にもなりやすいんですね」（ファンクショナル型、W） 

 

コード 16 は「社外専門職集団との交流」である。これは、社外の専門職集団での学びを

意味する。ただし、このコードの該当数は、ファンクショナル型 1 名、テクノクラート型 1

名と、例外的にしか存在しなかった。以下、コード 16 に関する代表的なデータの抜粋を示

す。 

 

「ちょうど 2 週間前か 3 週間前、（ある国際）学会に行っていて、その学会が、30 周年記

念ということで、ランチトークで、学界の重鎮の先生が、彼の研究室で、（ある技術要素が）

可能性あるよということで、いい性能のもとをつくれるという、アーキテクチャーをそこの

学生がマスター論文で出し始めて、それいいアイディアだよねということで、それをヒント

にやったのが僕らでして、実際ものを完成させたのが僕ら。それを完成させたもので、その

研究室が非常に学会で有名になったんですね、ワールドワイドに。その人がたまたま話をし

ていて、昔話で申しわけないですね」（テクノクラート型、T） 

 

この事例では、T 氏がこの国際学会に 30 年間密接な関係を維持し、しかも学会の研究成

果をもとに製品開発を継続してきたことが語られていた。 

 

 イ. 企業内プロフェッショナルにおける専門職集団への準拠性、職業倫理、役割コンフリク

ト（RQ2 の分析）：グループⅣ 

RQ2 を分析するため、企業内プロフェッショナルにおける専門職集団への準拠性、職業倫

理、役割コンフリクトについて、事例―コード・マトリックスを作成した。作成結果を図表

3-3 に示す。 

以降は、図表 3-3 にしたがい、分析結果を説明する。 
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図表 3-3 RQ2 に関する事例―コード・マトリックス 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所:筆者作成 

 

コード 17 は「社外専門職団体の学習資源・準拠集団としての認識の希薄さ」である。こ

れは、社外の専門職団体などの学習資源の存在を重要だと感じていない意識を示す。必要性

を感じないから、社外での学習は行われない。事例からは、個人としても、人事部門として

も、社外の専門職団体を学習資源としては重視していないことがわかる。学習資源として認

識されていないことは、同時に準拠集団でもないことを意味する。以下、コード 17 に関す

る代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「（社外との交流による学びはあったか、という質問に対して）ちょっとそこら辺は弱く

て、あんまりやれてないです。多分、日本の大学でいうと、日本の大学の研究室で回路をや

っているとこよりも多分（自社名）のほうが上なんで、そことやりとりしてもそんなには、

何というか、得るものがないと言ったら悪いですけど、多分（自社名）のほうが技術レベル

としては上だったので。 

やっぱり企業なので、物つくって売らないといけないじゃないですか。それにはやっぱり

ちょっと遠い技術というのが大学、ちょっと変な言い方になりますが」（テクノクラート型、

Q） 

 

「（学会などの専門職集団は活用しているが、との質問に対して）いや、多分、一番技術

的にというと、やっぱり提携先、さっきの話じゃないけど、提携先だったりベンチャーだっ

たりじゃないかなという気がしますね」（テクノクラート型、R） 

 

「（専門性を高めるための社外の団体に参加している社員について、人事部門としては）

把握していません。個人的に聞いたこともないです。職場の中で勉強会を有志で行っている

のは聞いていますが、外部の企業の方との交流はそんなに多くないと思います。（個人で学会

員になる人は、という質問に）それはちょっと聞いたことはない」（テクノクラート型、B） 

グループ コード 事例発話対象者

17．社外専門職団体の学習資源・準拠集団とし
     ての認識の希薄さ

B,C,F,N,O,P,Q,R,S,V,W,X

18．希薄な職業倫理と役割コンフリクト B,C,F,N,O,P,Q,R,S,V,W,X

19．離職率の低さ A,B,C,F,H,N,O,P,Q,R,S,V,W,X

20．社外学習資源としての専門職集団の重視 T,U

Ⅳ．準拠集団、職業倫理、役割
     コンフリクト
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「（専門性を高めるための社外の団体に参加している社員について、人事部門としては）

潜在的にはいるとは思いますけれども、ただつかめてはいませんね。後々もしかしたらやっ

ていたんだというのがケースとしてはあるのかもしれないですけれども。全くやってないと

いうことはないと思います。何名かいる可能性はありますけれども、つかめてはいないです」

（テクノクラート型、C） 

 

「（専門性を高めるための社外の団体に参加してる社員について、人事部門としては）私

が認識している限りは、そんなには多くないです。技術士の協会だとか資格を中心にした協

会に一部は入っているという話は聞きますけれども、それ以外で何かというのはあまり聞か

ないですね。これ、何となくなんですが、同じ社員ですが働く職場は違うし、求められるこ

とも違うし、ひとりひとりがそれこそ自立してそこで自分の価値を発揮しないと、明日は契

約がどうなるかわからないという中でやっていますので、最終的に組織として守ってくれる

のはもしかしたら（自社名）なのかもしれないという」（テクノクラート型、F） 

 

コード 18 は「希薄な職業倫理と役割コンフクリト」である。社外の専門職団体などは準

拠集団としては認識されておらず、したがって所属組織とは別の職業倫理も特に認識されて

いない。それゆえに、所属組織との役割コンフリクトについても、ほとんど認識されていな

い。以下、コード 18 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

「（職業倫理や自分自身の独自の知見が組織の方向性と葛藤を起こしたことがあるか、と

いう質問に対して）うーん。あんまり悩んではいないですかね。悩まない性格なのかもしれ

ないんですけど。 

（方向性は一致しているのか、という質問に対して）うーん。そうですね、一致していた

と思います。はい。仕事の結果として残してきたものがあるので、当然その方向（一致する

方向）のベクトルにはなってきますね、全体として。やってきたことがあまり全然だめなも

のだったら、多分会社のベクトルのほうになっていくんでしょうけど」（テクノクラート型、

Q） 

 

「（職業倫理や自分自身の独自の知見が組織の方向性と葛藤を起こしたことがあるか、と

いう質問に対して）そんなにこの会社はあまり細かいことまでは言ってこないので、わりと

やりやすいほうかなと思っていますけどね。あと、わりと会社のポリシー的にも賛同できる

ところが多いので、そんなにぶつかると思っている要素は今のところはないですけどね。（中

略）そんなに人を縛るところまでの何と言うんですかね。そういうのはないんですよね。お

そらく珍しいほうじゃないかなと思う。そういうポリシー的にはいいなと思っています」（フ

ァンクショナル型、V） 

 

－92－

資料シリーズNo.192

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



コード 19 は「離職率の低さ」である。プロフェッショナルは役割コンフリクトも少なく、

所属組織に対する離職意思もほとんど有していない。調査対象の会社は、プロフェッショナ

ルのみならず、会社全体で離職率は低い。以下、コード 19 に関する代表的なデータの抜粋

を示す。 

 

「そもそも日本っていう文化自体に、転職を繰り返し、自分で稼ぐという感覚を持った人

が多分少ないと思います。ひとつの仕事を長くやるというのが何となくイメージとしてあり、

日本の文化的なところでやってきているような気もします。アメリカでは、そのような文化

はなく、どういうふうに自分で稼ぐか、また、一攫千金という人が多いイメージがあります。

日本は、大学に行って卒業してどこかの企業に勤めてというのをずっとやってきて。 

（中略）だから、そもそもの根底というか、スタートが違う文化ですので、そこで労働移

動と言われても。きっと、最初から転職していくという風土や文化があり、そういうのが当

たり前という世界で育っていれば、別に違和感はなくやれると思います。しかし、突然労働

移動しなきゃいけないと言われても。 

（中略）だから、転職が多い人は、ある意味、ちょっと就職（職業選択）に失敗してしま

って、いろいろな仕事をアルバイト的に移動し、転職が当たり前になってしまった。一度転

職という経験をしているので、転職の抵抗が少なくなっていると思うんですけれども。そも

そも転職したことがない、そういった環境で育っていない人に、いきなり移動しろと言われ

ても、もう怖くて飛び越える（最初の転職）のはハードルが高いと思いますけれども」（テク

ノクラート型、B） 

 

「日本だと（大企業名）にずっと勤めてました、職種は人事だったり営業だったりいろい

ろやっていました、偉いね、という話になっちゃうでしょう。SE というと、ずっと（大企

業名）に勤めていましたとか、（大企業名）に勤めていましたというほうが偉くて、いろいろ

なシステムを渡り歩いて、危ない、そんなもの、みたいな話で、そういうプロフェッショナ

ルとしての、立派だなんていう評価軸はないですよね」（テクノクラート型、A） 

 

「退職率は、足元（2015 年度）では 3.9%ぐらいですね。（退職率が低い理由は、会社への

愛着ですか、という質問に対して）どうでしょうね。愛着というよりも、多分、我々の考え

方に賛同していただいているというほうが強いかもしれないですね。（自社名）のエンジニア

だというよりかは、エンジニアという職業として生きていく中で、（自社名）という枠組みが

しっくりきているエンジニアが多いんだと思います」（テクノクラート型、H） 

 

コード 20 は「社外学習資源としての専門職集団の重視」である。テクノクラート型 1 名、

ファンクショナル型 1 名のみは、例外的に専門職集団への準拠性を有している。以下、コー
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ド 20 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

「きっと、考え方が幾つかあるうちのひとつにすぎないけれども、うちに限らず、世の中

の、学会でもお会いするいろいろな専門家の方もあるんですけれども、結局、僕ら技術屋と

いうのは、ある時期、この技術必要だよねと、がーっとつくって、それで立ち上げていきま

すね。

（中略）そうするとそこで、自分の新たな専門性を磨いていけますかと。それを専門領域

でやっていくのが技術の専門家であり、大学の先生なんかまさしくそうですね。テーマをど

んどん変えてやっていきますね」（テクノクラート型、T） 

「（専門職集団への準拠性について）それはありますね。だから、今、私は大学院生でも

あるので、例えばそれこそ○○学会とか大学院とか、あと△△学会とか、そちらで例えば学

会で発表して認められるとか、そっちのほうがエンゲージメントは感じますよね。ここで、

じゃあ例えば会社員としていい評価をもらえたら、それはそれでうれしいけれども、どっち

ですかと言われたら、今だったらそこ（学会の評価）をとっちゃうかもしれない」（ファンク

ショナル型、U）

ウ. 企業内プロフェッショナルに対する専門職制度の効果と課題（RQ3 の分析）

RQ3 を分析するため、まず調査対象各社の専門職制度の概要について述べる。

（ア） 日本システムウエア

日本システムウエアの専門職制度について、図表 3-4 に基づき説明する。同社の人事処遇

制度は、ライン職と専門職（同社ではエキスパートと呼称する）を同一の役割等級の中で位

置づけている。役割等級はビジネスバリュー（仕事上の価値）を意味し、ビジネスへの貢献

度を意味する。すなわち、専門職は高い専門知識・能力があれば自動的に高い処遇を受ける

のではなく、あくまでビジネスへの貢献度によって処遇が決定される。ただし、同じ役割等

級制度の中で、専門職もライン職と同等の等級が存在することが明示されているため、高度

専門職としての高い位置づけが確立されている。

また縦軸の役割等級に対し、横軸の職種が設定されている。技術職の職種は、ITSS に準

拠した自社の職種が設定されている。こうした縦軸と横軸を同社ではキャリアフレームワー

クと呼び、キャリアパスを描ける 2 次元空間を構築している。
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事業部長格

部長格

課長格

担当課長格

フェロー

特級

上級

高度専門職ライン系統（役割等級）

要がある。このように、同社では高度専門職の審査が厳しいため、任命者の数は限定的であ

り、特級と上級をあわせて 10 名（2016 年 10 月時点）にとどまっている。調査時点では、

フェローの任命者はいなかった。 

 

図表 3-7 旭化成エレクトロニクスの高度専門職制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所:旭化成エレクトロニクスの社内資料とインタビューに基づき筆者作成 

 

（オ） 各社の専門職制度の小括 

日本企業の専門職制度について、谷田部（2013）は、10 の類型に分けて説明している。

①役職者は全員専門職制度、②管理職以外の役職者は全員が専門職、③対象職種や対象業務・

職務を特定、限定した専門職制度、④技術系職種・職務中心の専門職制度、⑤営業職、販売

職に限定した専門職制度、⑥複線型・多元型専門職制度、⑦高度専門職、大専門職制度、⑧

ライセンス制度、専門能力認定制度、⑨厳格な任用要件を設定した専門職制度、⑩その他、

の 10 種類である（谷田部,2013,38-40 頁）。 

NEC（特に上席プロフェッショナルとプロフェッショナル）と旭化成エレクトロニクスは、

高度専門職制度であり、専門能力を認定しており、厳格な任用要件があるので、⑦、⑧、⑨

の分類に重複して該当すると言えよう。日本システムウエアは制度の設計思想においては、

NEC と旭化成エレクトロニクスに類似しているが、社内の専門能力の認定制度を有している

わけではないので、⑧には該当せず、⑦と⑨に重複して該当すると言えよう。専門職制度の
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課題として上述した管理職として登用されなかった人々の処遇の仕組みという認識が定着し

てしまう問題は、②の分類の専門職制度で主として発生すると考えられる。日本システムウ

エア、NEC、旭化成エレクトロニクスは専門性に対し厳格な認定を行い、専門職として求め

られる人数が限定的であるという意味で、従来指摘されてきた専門職制度の課題は既に考慮

ずみであることを指摘しておきたい。 

 

（カ） グループⅤ：専門職制度 

企業内プロフェッショナルにおける専門職制度の効果と課題について、事例―コード・マ

トリックスを作成した。作成結果を図表 3-8 に示す。 

以降は、図表 3-8 にしたがい、分析結果を説明する。 

 

図表 3-8 RQ3 に関する事例―コード・マトリックス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所:筆者作成 

 

コード 21 は「マネジメントからの脱落層の受け皿」である。これは、上述した、専門職

制度とは管理職として登用されなかった人々の処遇の仕組みであるという認識を意味してい

る。ただし、この認識は、今回の調査対象の 4 社には該当しない。事例としては、「ファン

クショナル型」の人事職が、自社（4 社とは異なる会社）での専門職制度について語ってい

るものである。本来、「ファンクショナル型」の人事職には、個人としての専門職のあり方を

インタビューしたのだが、この場合は例外的に企業側（人事部門）の視点での事例になって

いる。以下、コード 21 に関する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「複線型人事制度ってつくったんですよね。その当時、複線型人事制度というのは、マネ

ジメントコースとスペシャリストコースというのをつくって、マネジメントコースはいわゆ

る職制になるコース、スペシャリストコースというのは、職制にならないんだけども、専門

性でいわゆる勝負するコースをつくって、そこまではよかったんですけど、その先の思想が

グループ コード 事例発話対象者

21．マネジメントからの脱落層の受け皿 X

22．一体化制度で包含可能 A,X

23．高度専門職の認定基準 A,B,C,D,E,J,K

24．高度専門職のラインとの関係性維持 J,K,P,Q,R,S,T

Ⅴ．専門職制度
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間違えて、要はこの制度は誰でも自由に手を挙げて選ぶことができる、乗換えも自由だとい

う仕組みにしちゃったんですよ。これが大失敗で。 

結局、なぜ失敗したかというと、要は自分はマネジメントに自信がないという人が、スペ

シャリストコースを選んじゃうわけです。だから、逃げ道になっちゃいますね。あるいは、

会社としては、こいつは、絶対、将来、マネジメントをやらせたいという人が、自分のこと、

わかっていなくてスペシャリストコース、選んじゃって、本人が選択すると言っているにも

かかわらず、強引に上司が変えさせたりして、要は制度としては、思想は正しいんだけど運

用がうまくいかないものをつくっちゃったんです」（ファンクショナル型、X） 

 

コード 22 は「一体化制度で包含可能」である。これは、専門職と管理職を複線型として

別体系で処遇する必要はなく、専門職の能力（専門性）を等級で評価し、同一制度に包含す

ることが可能だ、という認識である。以下、コード 22 に関する代表的なデータの抜粋を示

す。 

 

「でも、そう（専門職を処遇するための複線型人事制度はうまくいかない）は言いながら、

やっぱりごく一部、あるんですよ。例えば、薬事に関する専門家とか、知財に関する専門家

とか、特定分野の技術に関する専門家というのは必要なんですよ。ただ、それはもう数%の

世界ですよ。その数%の人を処遇するために別の複線型にする必要なんか全くなくて、その

能力を評価して、ポジションにはつけないけれども、例えばいわゆる等級という部分で処遇

するとかということをすればいいわけであって」（ファンクショナル型、X） 

 

「フレームワークって２次元あります。で、縦軸が役割の重さなわけですよ。給料はこっ

ちに連動しますよと言っていて、横軸が役割の種類なんですよ。それが職種なのね。野球で

言えば、ピッチャーだとか、キャッチャーだとか、内野手、外野手というのが役割なわけ。

ピッチャーだから給料が高いかってそうじゃなくて、要するに先発で何勝できるとか何割打

てるという、4 番を任されるとか、役割が高くなかったら意味がないわけで、ピッチャーだ

から、キャッチャーだから関係ないわけですよ。 

そこが、役割給とやった以上は、役割の重さだけじゃなくて、そっちの種類も明確化せざ

るを、何の役割なんだよ、みたいなのを明確化せざるを得なかったというのがうちの、あり

ますよね。 

みんなの意識はもう管理職と言ったら、いわゆる一般職から管理職になって残業がつかな

い人になると、もう管理しかさせてもらえないんでしょう、みたいな、専門職じゃ食えない

んでしょうみたいな雰囲気があったから、だから十何種類の職種をつくって、これ上までい

けますよと、経路（職種別のキャリアパス）までつくってね」（テクノクラート型、A） 
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コード 23 は「高度専門職の認定基準」である。調査対象の各社は前述のとおり、高度専

門職の任用を厳格に行っている。これは、各社の制度概要で述べた通り、専門職の価値を明

確化することで、市場に求められる人材像を定義し、また、専門職がハブになることで、会

社全体の技術力を向上させるなど、高度な期待が存在するためである。逆に言えば、任用基

準を緩くしてしまうと、克服したはずの「専門職制度とは管理職として登用されなかった人々

の処遇の仕組みであるという認識」が再燃してしまうことになる。また、要件が単なる技術・

専門知識だけで判断されていないことにも留意が必要である。事業の成果、実績をあげてい

ると認められないと、要件を満たさないことも各社に共通している。以下、コード 23 に関

する代表的なデータの抜粋を示す。 

 

「任命はかなりきっちりそういう手続を踏んで任命をします。それで、三つの視点から、

技術要件、実績要件、意欲要件という、この要件三つを満たしていることとかいうことなの

で、一つは、差別性のある事業で役に立つ専門性を持っていること。それが実績ですね。実

際にその分野で何らか売れたものがあるというか、世の中に出て成功しているものがある。

それで、意欲のところは、今後、専門職としてやっていくというような、ある意味、ライン

ポストじゃなくて、専門職としてやっていくような意欲を持っている人という、そういう見

方で、要件で任命をしているということですね。で、3 年任期。任期の更新もありです。3

年で終わる人ももちろんいる。 

（中略）基本的には上司からの推薦で。こういう人を選びますよという要件は、各技術領

域ごとにつくってあって、それに合致するかしないかを上司が見て、それで、その（審査を

行う）委員会に推薦してくると」（テクノクラート型、J） 

 

「人材像を定義していますと。キャリアパスを明確化しています。で、業務内容を規定し

ています。必要となるスキルセット。それから、推奨教育。研修ですとか資格。それに対し

て、処遇を整備していますよということで、評価視点としましては、ここに挙げられている、

まずは業務内容、業務プロセスですね。こういう人材に必要とされる業務スキルみたいなも

のがあると思うんですが、それがきちんと発揮できているかどうか。それは、過去 3 年分の

実績なんていうのを出していただくのですが、その中に、どれだけちりばめられているか。

変な言い方ですけれども、過去の実績の中でどれだけ専門性を発揮することができているか

というのを、実績も含めて見ていきましょうと。そのためには、どんなスキルセットが必要

とされていますか。こういったところは、基本的にはもう ITSS などをベースに持ってきて

いる定義なんですけれども、そういったところを定義して、どのレベルまで達しているかを

見たり。あとは、教育はどちらかというと推奨ですので、こんな教育を受けて知識を身につ

けましたよなんていうのを見たり、あとは資格ですね。基本的にはもう公的資格。情報処理

の資格であったり、その他、ベンダーの資格であったりというのを幾つか、それぞれの人材
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に見合った資格を定義して、何種類かある中で二つ、三つ取ってくださいねというふうにな

っています」（テクノクラート型、E） 

 

「（高度な専門性の要件をどのように見分けるのか、という質問に）だから、それぞれに、

この今言った、どんな業績をあげればということが、これじゃないですけど、明示している

わけです。タイプごとに。だから、そういう経験を積ませないと、この専門性というのは認

められないというのは明確にあるので、そういう場を与えるというしか。今はもう、ほんと

うに場ですよね。そういう場が与えられないと、なかなかそれは身につかないので。特にプ

ロマネ（プロジェクトマネージャー）なんかは、そういう難易度の高いプロジェクトをアサ

インするとか。ほんとうにその経験をさせるということに注力してくださいというふうに言

っていますよね」（テクノクラート型、D） 

 

「やっぱりマネジメント業務を行えないと、なかなかエキスパートに昇格できていないし、

技術スペシャリストのみで上位のエキスパート職に昇格できるのは、ほんとうに一握りいる

かいないかだと思います」（テクノクラート型、B） 

 

コード 24 は「高度専門職のラインとの関係性維持」である。高度専門職と認定されると、

その専門性を有効活用するために、新規事業の立ち上げ、新規技術の探索など、通常のライ

ン業務とは別の役割をアサインされることがある。しかし高度専門職と通常のラインとの関

係性が弱くなるがゆえの問題点が指摘されていた。以下、コード 24 に関する代表的なデー

タの抜粋を示す。 

 

「僕が感じている課題は、今のなっている人たちというのは、技術の高い人がなっていて、

ほんとうに活躍できているかということなんですよね、端的に言えば。ラインマネジャーで、

いわゆるグループ長としていろんな人を使ってマネジメントするということではなくても、

もうちょっと事業というか、物をつくるというか、物を、製品を生み出すみたいなことをも

っとやれるんではないかとか、新しい探索をもっと事業にくっつけて成果が出るようにでき

るんじゃないかとか、ちょっと今、そういう意味では、ひとりでやることって限界があるの

で、それをひとりだけでやろうとしてやっぱり苦労しているんですね。 

（中略）ほんとう（新規技術の）探索系だとか、新規をつくるとかとなると、やっぱりな

かなかひとりじゃできないので、そういうところにどうサポートを入れていくか…」（テクノ

クラート型、J） 

 

「やっぱり何か仕事を残していこうと思ったら、部下というか、離れていればちょっとや

りにくいところもありますよね。製品をつくって何か残していくという。そういうので専門
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性を問われている人はやっぱりラインにいてやったほうがいいかなと思います。ただ、それ

とは別にまた僕がやってみたいのは、（新規技術の）探索のところ中心だったら離れていても

いいと思いますけど。 

幅広く社内のやつの困っていることを聞いていって、何か解決手段になりそうなこととか

を拾ってくるとかだったら離れていてもいいとは思うんですけど。ただ、そういう方はそん

なにたくさんはいなくてもいいとは思うんで、基本的には、（各人の能力は）ラインで発揮さ

れるほうがいいかなと思いますけどね」（テクノクラート型、Q） 

 

「そうですね。（新規技術の）探索ばっかりやっているわけではないんで、あれなんです

けど、どうですかね。やっぱり人が何かやるにしても、（他の部門から自分の提案するプロジ

ェクトに）人を借りながら、もらいながら、という形でないと、今も実際そうですし、でき

ないですね。 

（中略）ただ、やっぱり、そうですね。そればっか、というわけにもいかなくなりますも

んね。（自分のプロジェクトの）チームとして組むと、そこである期間、例えばうちの人事上

のあれ（評価）だと、（アサインする人は）半年、１年で結果を出さないといけないじゃない

ですか。そういうところを見ながら、人を入れていいのかとか、そういうのからあるような

気はしますけど」（テクノクラート型、R） 

 

「ソフトウェアか何かで小さなもので、1 人で 2、3 か月でできるようなものだったら 1

人でやってもいいんだけれども、半年以内に完成させるためには、4 人とか 5 人でチームを

組むんだよという場合には、それなりのメンバーをアサインしないと。そういう意味では、

各々の人（高度専門職）は、メンバーをアサインすると、その日から、その人たちにジョブ

を与えなあかんので、セントラルアイデアをきちんと決めて、アーキテクチャーはこうする

から、それでこれをやったら勝てるよというシナリオまで持って提案すると。そこまで（の

期間は高度専門職が）1 人でいいと。その提案が、あ、これはいいよねと周りの人が見たら、

じゃあぜひ、このメンバーを使ってやってくださいと。そのかわり俺のメンバーをこの 4 人、

ベストの人間を出すから、その成果はうちのチームにちょうだいねと。そういうギブ・アン

ド・テークがあると。それが、こちらの部長と、こちらの部長と、こちらの部長の、３人の

部長に（高度専門職が）同時に提案して、誰が拾うか。誰も拾わなかったら（その高度専門

職の提案は）たいした提案じゃないんだと。そういう社内コンペがあっても僕はいいと思う」

（テクノクラート型、T） 
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４ 考察 

 

(1) 結果の要約 

考察を行うにあたり、まず、簡潔に RQ の分析結果を要約する。 

RQ1 の企業内プロフェッショナルの獲得技能と育成枠組みについては、まず明確なプロフ

ェッショナルとエキスパートの差異があることが明らかになった。エキスパートは、製品分

野、専門業務など狭い分野に特化しつつも、その狭い分野に長期間、注力している存在であ

る。組織内の評価は概してプロフェッショナルのほうが高く、エキスパートの昇進可能性に

は限界がある。しかし、エキスパートの狭い専門分野が市場で需要がある場合、高い市場価

値が発生する場合もある。 

プロフェッショナルの技能としては、大別して二つ、「経験領域の統合による全体観」と

「ハイジェネリックスキル」をあげることができる。「経験領域の統合による全体観」は、関

連する専門領域の経験を統合するからこそ、プロフェッショナルとして、全体観に基づく適

確な判断ができるという技能である。ハイジェネリックスキルは、高度なジェネリックスキ

ルと位置づけるべきもので、限定的なマネジメントを行う、簡単には手に入らない暗黙知情

報をうまく収集できる、チーム内を調整する、相手の考えていることを可視化する、顧客と

の関係を適切に構築できる、などの技能が該当する。 

こうしたプロフェッショナルの技能は、「複数領域での経験、ローテーション」、「社内で

の逸脱行動」、「暗黙知をはらむ社内人脈の構築」、「社内塾、マネージャー活動」、「社外最新

情報（形式知）の収集」、「暗黙知をはらむ社外人脈の構築」、「社外専門職集団との交流」な

どの経験により培われていた。「複数領域での経験、ローテーション」は従来の定義の OJT、

「社外最新情報（形式知）の収集」は従来の定義の自己啓発に該当する内容であろう。しか

し、その他の経験は従来の、OJT、Off-JT の育成枠組みでは捉えきれていない内容であると

言えよう。したがって、「プロフェッショナルの技能は、OJT、Off-JT という従来型の育成

枠組みで獲得できるのか」という問いに対しては、従来の枠組みだけでは不十分である、と

いう結論を導くこととなった。 

RQ2 の企業内プロフェッショナルにおける専門職集団への準拠性、職業倫理、役割コンフ

リクトについては、テクノクラート型もファンクショナル型も、一部の例外を除き、専門職

集団への準拠性、職業倫理を強く有さないことが明らかになった。その理由としては、プロ

フェッショナルが社外の学習資源の必要性を認識しておらず、社内の学習資源だけで学習が

可能との意識を有しているからであった。またプロフェッショナルを含めて、組織全体の離

職率が低いことも影響している。ただし、RQ1 で示したように、ファンクショナル型は、社

外人脈を構築することは重視しており、ここにテクノクラート型との差異がある。 

RQ3 の企業内プロフェッショナルに対する専門職制度の効果と課題では、調査対象各社は、

高度専門職の任用を厳格に行うという類型の専門職制度を実施していた。これは、管理職以
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事業目標への貢献意識

ハイジェネリックスキル

広い専門領域

限定的な
ジェネリックスキル

狭く
深い
専門
領域

エキスパートプロフェッショナル

外を専門職とするという類型の専門職制度とは明確に異なる。後者の専門職制度では、「専門

職制度とは管理職として登用されなかった人々の処遇の仕組みであるという認識」に陥って

しまうからである。後者の課題を避ける方法としては、人事制度を複線化せず、専門能力自

体も等級制度の中で一本化して評価するという手段がある。 

なお、調査対象各社が運用している高度専門職は、その専門性の高さゆえに、通常のライ

ン業務とは異なる業務がアサインされることが多い。しかし、ラインと業務が完全に分断さ

れてしまうと高度専門職は孤立してしまう。高度専門職においても、常にラインと交流する

工夫を埋め込む必要がある。具体的には、ラインからの限定的リソースを高度専門職に付与

する、高度専門職が試行的に行うプロジェクトについては、リソースを付与し高度専門職を

プロジェクトリーダーにする、などの工夫である。 

 

(2) 理論的意義 

本章の理論的意義として、以下の 4 点をあげる。 

第 1 の意義は、図表 3-9 で示す、プロフェッショナルとエキスパートの差異を明らかにし

たことにある。 

 

図表 3-9 プロフェッショナルとエキスパートの差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所:筆者作成 
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図表 3-9 に示すとおり、プロフェッショナルは幅広く技能を獲得している存在であること

に対し、エキスパートの技能は狭い。ただし、プロフェッショナルよりも、技能が深掘りさ

れていることもある。特徴的な差異は、プロフェッショナルには、事業目標への貢献意識が

存在することがあげられる。エキスパートは、貢献意識よりも自身の狭い領域の専門性にこ

だわりがあることが多く、そのためプロフェッショナルと振る舞いが変わってきてしまう。 

また、プロフェッショナルの重要な技能はハイジェネリックスキルであり、エキスパート

の限定的なジェネリックスキルとの差異が明確である。さらにプロフェッショナルは複数領

域を経験し、それを統合しているため、専門領域が広くなっている。このように、労働政策

研究・研修機構（2016）ではまだ抽象度が高かったプロフェッショナルとエキスパートの差

異を、より明確化して示したことが第 1 の意義である。 

第 2 の意義は、プロフェッショナルの従来とは異なる育成枠組みを示したことにある。上

述の RQ1 の結果で示したとおり、プロフェッショナルの技能獲得の経験は、OJT と Off-JT

の枠組みには収まりきっていなかった。 

特に注目すべきは、「社内での逸脱行動」と「暗黙知をはらむ社内人脈の構築」、「暗黙知

をはらむ社外人脈の構築」であろう。「社内での逸脱行動」ではプロフェッショナルは、公式

業務とは別に、自己の判断で隣接部署の業務遂行を行い、そこでめざましい成果（後の新規

部署設立につながるなど）をあげている。そのような逸脱行動ができた理由を、プロフェッ

ショナルは「当時の会社の雰囲気が鷹揚だったから」と説明している。プロフェッショナル

は、逸脱行動により、自分の意思によって、経験領域を増やしていたと考えられる。 

また、社内外の人脈構築で暗黙知を獲得していたことも重要である。プロフェッショナル

のように高度に業務遂行する場合は、「社外最新情報（形式知）の収集」により形式知を獲得

するだけでは、革新的な業務遂行にはつながらないと考えられる。収集が困難な暗黙知を獲

得することで、はじめて自身の業務遂行の革新につながると考えられる。したがって、自身

の努力で、どれほど暗黙知を社内外の人脈から獲得できるか、ということが、プロフェッシ

ョナルとしての成長に大きな意味を持つと考えられる。このように自身の意図に基づく経験

である「社内での逸脱行動」と「社内外の人脈構築による暗黙知の獲得」がプロフェッショ

ナルの育成に大きな役割を果たしていたことを明らかにしたことが、第 2 の意義である。 

第 3 の意義は、テクノクラート型とファンクショナル型における、社外との関わりの差異

を明らかにしたことにある。図表 3-10 をご覧いただきたい。 
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図表 3-10 テクノクラート型とファンクショナル型の社外との関わりの差異 

 

 

 

 

 

 

資料出所:筆者作成 

 

テクノクラート型もファンクショナル型も、形式知である社外最新情報の収集は、論文を

読む、社外セミナーに参加するなどの行為をとおして、同様に熱心に行っている。しかし、

社外人脈を構築することで、形式知と暗黙知の両方を獲得することについては、テクノクラ

ート型は一部の例外を除き行わない。これは、自社の技術力への評価が高く、社外での暗黙

知獲得に関心を有していないためである。他方、ファンクショナル型は、熱心に社外から暗

黙知を収集していた。 

しかし、テクノクラート型もファンクショナル型も、社外専門職集団に準拠性を持ち、交

流することは、一部の例外を除きほとんどない。そのため、独自の職業倫理の存在も希薄で

あり、結果的に役割コンフリクトも生じない。このように、企業内プロフェッナルの類型に

よる社外とのかかわりの差異の発見、および両者共通した準拠性と独自の職業倫理の希薄さ

を明らかにしたことが第 3 の意義である。 

第 4 の意義は、専門職制度の効果と課題を明らかにしたことにある。調査対象各社（3 社）

の専門職制度は、任用要件が厳格な高度専門職制度である。任用要件が厳格な高度専門職制

度の場合、専門職は管理職にはなれなかった者の受け皿とは認識されない。また、高度専門

職の任用要件を満たすことが、明確な能力開発目標となる。このような意味で、任用要件が

厳格な高度専門職制度は、従来の専門職制度の課題を乗り越えた機能する専門職制度と位置

づけることができよう。 

しかし、高度専門職を、その専門性の高さゆえにラインと分断された存在にしてしまうこ

とには問題がある。そこで、高度専門職とライン業務の関わりを増加させる仕組み（ライン

側の限定的なリソースをうまく付与するなど）を埋め込むことができれば、より機能する制

度となることが期待できる。こうした専門職制度の効果と課題を明らかにしたことが第 4 の

意義である。 

 

(3) 実践的含意 

本章の実践的含意としては、以下の 4 点をあげたい。 

タイプ
社外最新情報（形式
知）の収集

社外人脈の構築
（形式知と暗黙知の
獲得）

社外専門職集団との
交流（形式知と暗黙
知の獲得）

テクノクラート型 ○ × ×

ファンクショナル型 ○ ○ ×

注）×には少数の例外あり
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第 1 点は、企業において、理論的意義の第 1 点で明らかにした企業内プロフェッショナル

の姿を人材育成の目標として定めることである。プロフェッショナルとは、単に狭い領域の

専門知識に傾注する存在ではなかった。関連する領域を経験し、ハイジェネリックスキルを

習得し、事業目標への貢献意識も高い。このようなプロフェッショナル像に基づき、各社で

具体的な人材育成目標を設定すれば、より多くのプロフェッショナルを効率的に育成するこ

とが可能になると考えられる。 

第 2 点は、育成の枠組みに本人の意図をより多く反映させること、および反映を可能とす

る企業文化を醸成することである。理論的意義の第 2 点で示したように、「社内での逸脱行

動」と「社内外の人脈構築による暗黙知の獲得」というプロフェッショナル本人の意図を反

映した経験が、育成の枠組みとして有効であった。従来の OJT と Off-JT という育成枠組み

は、本人の意図よりも、企業側の育成意図を色濃く反映していると言える。しかしプロフェ

ッショナルを育成するためには、企業側が育成の全てを意図的に計画することは難しいこと

を理解し、本人の裁量部分を増やすことを考えるべきであろう。 

その際、インタビュイーからは、「社内での逸脱行動」は、過去、「会社が鷹揚だったから

可能だった」という発言があった。業務遂行に関し、その管理体制が洗練されすぎ、非公式

的な業務遂行が認められないような状況になると、逸脱行動は難しくなる。むしろ、常に遊

びの部分を意図的に確保するような企業文化を維持していかないと、プロフェッショナルの

育成は、難しくなるであろう。 

第 3 点は、社外の専門職集団の組織化をすることについて、公的な支援が必要であるとい

うことだ。理論的意義の第 3 点にあるように、テクノクラート型もファンクショナル型も、

社外専門職集団に準拠性を持ち、交流することは、一部の例外を除きほとんどなかった。こ

の理由としては、そもそも日本社会では多くの職種で専門職集団が発展していない、という

ことが指摘できよう。 

この専門職集団の不在を補っていた事象として注目するべきものが、メイテックのマネー

ジャー活動である。メイテックから様々な企業に派遣されている技術者達は、メイテックの

地域毎にマネージャー活動と呼ばれる勉強会を自主的に運営していた。今回の調査では、こ

の技術者同士の自主的な勉強会での交流が、プロフェッショナルの育成において重要な役割

を果たしていることが明らかになった。マネージャー活動は、技術者の専門職集団の不在を

補うため、専門職集団を形成する役割の一端を担ったと考えられる。メイテックは、たまた

ま技術者派遣という会社の性質上、職業を軸とした専門職集団の機能に該当する状況をつく

ることができた。しかし、通常の企業に在籍する多くのプロフェッショナルにおいては、こ

のような機会を得られない。たとえば、IT 技術者においては ITSS という職種横断の育成目

標が公的な主導で定められ、調査対象の日本システムウエアと NEC で活用されていた。し

かし、その場合でも、IT 技術者の専門職集団が確立されているわけではない。そのため、現

状では、とりわけテクノクラート型において、プロフェッショナルの経験は、主として形式
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知としての社外最新情報を得るにとどまってしまっている。 

メイテックのマネージャー活動を参考にすれば、公的な支援により、さまざまな職種にお

ける専門職集団の形成を促進することは可能だと考える。したがって、公的な職業能力開発

において、専門職集団の形成支援をメニューに加えることを提言したい。 

第 4 点は企業における専門職制度のあり方である。調査対象各社の任用が厳格な高度専門

職制度は、専門職制度をマネージャーからの脱落層の受け皿とはしないという点で、企業が

目指すべき専門職制度の方向のひとつとして参考になろう。さらに、プロフェッショナルと

は、事業目標への貢献意識とハイジェネリックスキルを有していることも明らかになった。

すなわち、プロフェッショナルとは、通常のライン業務を苦手とする存在ではないと考えら

れる。このような意味からも、高度専門職の担当業務をライン業務と必要以上に分離する必

要はなく、むしろライン業務と密接な関係を維持する方向で、高度専門職制度を設計してい

く必要があろう。 

 

(4) 本調査の限界と課題 

本調査は、テクノクラート型として IT 技術者、機械設計技術者、回路設計技術者を、フ

ァンクショナル型としては人事職を調査対象とした。職種は限られているものの、プロフェ

ッショナルの共通性は分析できたと考える。しかしこの共通性がどこまで応用可能であるか

について、他のプロフェッショナル職種への調査を行うことで確認していく必要があろう。 

また、本調査で明らかになったプロフェッショナルとエキスパートの差異、プロフェッシ

ョナルの技能獲得に有効な経験などは、プロフェッショナル対象の定量調査などを行うこと

でも検証していく必要があろう。 
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終章 提言と今後の課題 

 

知識基盤社会への変化が進む中、従来の日本的雇用システムは、グローバルに通用するプ

ロフェッショナルの育成に不向きとされ、外部労働市場や教育・訓練システムを活用したプ

ロフェッショナル人材の育成の必要性が提言されてきた。 

しかしながら、能力開発基本調査によると、企業の教育訓練費の割合は 1990 年以降低下

傾向にあり、人材育成に問題ありとする企業が 7 割に上るとともに、主体的なキャリア開発

に問題ありとする労働者も 7 割に上り、主体的なキャリア開発を行った正社員は約 4 割に止

まるなど、企業による計画的な人材育成や労働者の主体的なキャリア開発には課題がみられ

る。 

最近の「労働経済白書」においても、労働生産性向上に向けた課題として、企業が行う人

的資本投資や自己啓発に注目し、独米と比べて人的資本投資が少なくなっていることや、自

己啓発の実施割合がこのところ横ばいで推移していることなどを指摘している。 

これらの分析は、企業内プロフェッショナルにも当てはまるものと思われるが、これまで

企業内プロフェッショナルの人的資本投資や自己啓発に関する研究の蓄積はあまりなされて

こなかった。 

このため、本研究は、企業内プロフェッショナルに焦点を当て、職種別の分析や企業内プ

ロフェッショナル等に対するインタビュー調査を行い、民間ビジネススクールによる企業内

プロフェッショナル育成の可能性や、企業内プロフェッショナルの人的資本の蓄積および専

門職制度の有効性と課題等を明らかにしようとするものである。 

 

第１章（上市貞満執筆）においては、企業内プロフェッショナルの自己啓発の状況をみる

ため、労働政策研究・研修機構の「働き方のあり方に関する調査」を用いて職種別の分析を

行った。 

自己啓発を行っている割合が最も高いのは、「医療・介護、教育関係の専門職」（46.0％）、

次いで、「研究、技術、開発、設計等」（37.8％）、「総務、広報、人事･労務等」（34.9％）で

あった。また、事務系の職種の中では、「総務、広報、人事･労務等」（34.9％）や「会計、経

理、財務、法務等」（31.0％）が、「その他の一般事務等」（22.9％）よりも自己啓発を行って

いる割合が高いということが明らかになったが、それだけ高い専門性を求められていること

が考えられる。 

自己啓発の方法（複数回答）として、「自学･自習」が最も多く 65.3％を占めており、次い

で「その他の講習会やセミナーの傍聴」（28.1％）、「自主的な勉強会や研修会への参加」

（27.9％）、「通信教育の受講」（23.4％）となっている。「公的な職業能力開発講座の受講」

は 6.7％と少ないが、特に事務系の職種が少ない。また、「専修・専門、各種学校の講座の受

講」（3.8％）、「大学・大学院の講座の受講」（1.9％）はさらに少ない。この結果は、第２章

－111－

資料シリーズNo.192

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



において、OECD の統計によれば、大学・大学院等の学習に参加する日本の社会人は 2％で

あり、OECD 加盟国の中で最も低い割合（OECD 平均は 10％）であるという記述と整合し

ている。 

自己啓発を行う上での課題（複数回答）では、職種間で大きな違いはみられず、「時間の

確保が難しい」（55.6％）と「費用負担がかかる・大きい」（33.1％）で大部分を占めた。 

「働き方のあり方に関する調査」は、企業内プロフェッショナルのみを対象とした調査で

はないが、一般的に企業内プロフェッショナルが多く含まれると推察される職種は、「医療・

介護、教育関係の専門職」「研究、技術、開発、設計等」「総務、広報、人事･労務等」「会計、

経理、財務、法務等」などである。 

これらの四つの職種と他の職種との違いに着目すると、おおむね他の職種より自己啓発を

行っている割合が高かった。また、自己啓発の方法のうち「自主的な勉強会や研修会への参

加」「通信教育の受講」の割合に違いがあったが、それ以外の自己啓発の目的や自己啓発の課

題については、他の職種との大きな違いはみられなかった。 

 

第２章（齊藤弘通執筆）においては、企業内プロフェッショナルやその志向性を持つビジ

ネスパーソンが自らの専門性を養う場として民間ビジネススクールを活用する可能性と課題

について、三つのリサーチクエスチョン(RQ)に基づく考察が展開された。 

RQ1（民間 BS の活用の実態）に関して、慶應 MCC は、ファンクショナル型のうち、経

営企画職や人事・人材育成職の企業内プロフェッショナルやその志向を持つ者が専門性を深

める学習の場として機能している可能性がある反面、マーケティング職の育成は日本マーケ

ティング協会など、マーケティング領域に特化した専門団体にて行われている可能性が確認

された。これを踏まえ、齊藤は、人事･人材育成、マーケティングなど、特定職種に関する専

門知識を深く習得する際には、総合的なビジネススクールを活用するよりも、特定職種に強

みをもつ民間ビジネススクールを活用したほうが、教育効果が高い可能性を示唆し、特定職

種の企業内プロフェッショナル人材を育成する際の選択肢として民間ビジネススクールの活

用を視野に入れるべきと提言している。併せて、慶応 MCC がプロデュース型（次世代を担

う経営リーダー）を志向する者にとって有益な学習の場になりうる可能性も指摘している。 

次に、RQ2（民間 BS の学習効果）に関して、慶應 MCC での学習効果として、「①自社と

異なるモノの考え方・意思決定の仕方の理解」「②自社が出来ていないことへの気づき」「③

課題設定や仮説立案の際に有用な分析の枠組みや観点、分析プロセスに関する理解」「④自

社・自業界での業務経験だけでは得にくい知識や新たな視点、視座の獲得」「⑤自己の能力の

相対化」の五つが確認され、こうした効果は特にプロデュース型の育成にとって有用である

可能性を指摘している。また、こうした効果が異業種の社員との豊富なディスカッションに

よってもたらされていることが示唆されたことから、齊藤は、次世代リーダーの育成を自社

内だけで完結させるのではなく、民間ビジネススクール等を活用した社外学習の場などを設

－112－

資料シリーズNo.192

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



定し、他社の次世代リーダー候補者とのディスカッションの機会を盛り込むなどの工夫が有

用と提言している。 

さらに、RQ3(民間 BS からの発展)に関して、慶應 MCC における学習を契機に大学院での

より体系的・発展的な学習を積極的に志向している者は確認できなかったものの、慶應 MCC

運営事務局に対する聞き取りからはそうした学び直しの事例も確認されており、民間ビジネ

ススクールは社会人大学院（MBA プログラム）の潜在的な顧客層を開拓しているともいえ

る。そのことを踏まえ、齊藤は、優れた経営教育を行う民間教育機関と国内の社会人大学院

（MBA プログラム）と単位互換を前提とした連携を図り、社会人が大学院（MBA ）にチ

ャレンジしやすい環境を整備するなどの施策を提案している。また、両者の有機的な連携を

検討する際には、両者の教育上の「強み」を明らかにし、それぞれの役割について議論する

必要性を指摘している。さらに、慶應 MCC が地方在住者のためにネットを利用したサービ

スの拡充を進めていることを踏まえ、地方の企業内プロフェッショナル等に対して高度な専

門教育を提供するためのネットを用いた教育基盤のあり方や、コンテンツ作りへの支援のあ

り方の検討を提案している。 

 

第３章（石山恒貴執筆）においては、企業側担当者、企業内プロフェッショナルを対象に、

企業内プロフェッショナルの人的資本の蓄積および専門職制度の有効性と課題について、三

つのリサーチクエスチョン(RQ)に基づく考察が展開された。 

RQ1（獲得した技能と育成枠組み）に関して、企業内プロフェッショナルの技能の育成は、

OJT、Off-JT という従来型の枠組みだけでは不十分という結論が導かれた。企業内プロフェ

ッショナルの技能は、「経験領域の統合による全体観」と「ハイジェネリックスキル」に大別

できるが、その技能は、「複数領域での経験、ローテーション」、「社内での逸脱行動」、「暗黙

知をはらむ社内人脈の構築」、「社内塾、マネージャー活動」、「社外最新情報（形式知）の収

集」、「暗黙知をはらむ社外人脈の構築」、「社外専門職集団との交流」などの経験により培わ

れていた。このうち「複数領域での経験、ローテーション」は従来の OJT、「社外最新情報

（形式知）の収集」は従来の自己啓発に該当するが、その他の経験は従来の OJT、Off-JT

の育成枠組みでは捉えきれていない内容である。 

RQ2（専門職集団への準拠性等）に関して、企業内プロフェッショナルにおける専門職集

団への準拠性、職業倫理、役割コンフリクトについては、テクノクラート型もファンクショ

ナル型も、一部の例外を除き、専門職集団への準拠性、職業倫理を強く有さないことが明ら

かになった。その理由として、プロフェッショナルが社外の学習資源の必要性を認識してい

ないことや、プロフェッショナルを含めて組織全体の離職率が低いことをあげている。ただ、

ファンクショナル型は、社外人脈を構築することは重視しており、テクノクラート型との差

異がある。 
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RQ3（専門職制度）に関して、調査対象各社の専門職制度は、高度専門職の任用を厳格に

行っており、専門職が管理職になれなかった者の処遇の仕組みと認識されない制度にしてい

る。専門職制度が効果を発揮するには、専門職が孤立してしまわないように、常にラインと

交流する工夫を埋め込む必要がある。具体的には、ラインからの限定的なリソース（人材・

資金・設備など）を高度専門職に付与する、高度専門職が試行的に行うプロジェクトには、

リソースを付与し高度専門職をプロジェクトリーダーにするなどの工夫である。 

また、第３章において、石山は、本研究で得られた理論的意義として、次の 4 点をあげて

いる。①プロフェッショナルはエキスパートと比較して、事業目標への貢献意識が存在し、

広い専門領域に基づくハイジェネリックスキルを有している。②自らの意図に基づく経験で

ある「社内での逸脱行動」と「社内外の人脈構築による暗黙知の獲得」が、プロフェッショ

ナルの育成に大きな役割を果たしている。③テクノクラート型とファンクショナル型は社外

との関わりの差異があり、ファンクショナル型は熱心に社外から暗黙知を収集している。④

高度専門職制度の任用要件を厳格にすることで、従来の専門職制度にみられた管理職になれ

なかった者の受け皿という課題を乗り越えることができ、さらに高度専門職とライン業務の

関わりを増加させる仕組みを埋め込むことにより、より機能を発揮することができる。 

さらに、石山は、実践的含意として、次の 4 点をあげている。①企業内プロフェッショナ

ル（関連する領域を経験し、ハイジェネリックスキルを習得し、事業目標への高い貢献意識

を持つ）を人材育成の目標に設定することにより、より多くのプロフェッショナル人材を効

率的に育成できる。②「社内での逸脱行動」と「社内外の人脈構築による暗黙知の獲得」を

可能にする企業文化の維持が必要である。③社外の専門職集団の組織化のための公的な支援

が必要であり、公的な職業能力開発において、専門職集団の形成支援をメニューに加えては

どうか。④高度専門職の担当業務をライン業務と必要以上に分離せず、ライン業務と密接な

関係を維持する方向で高度専門職を設計する必要がある。 

 

以上のことを踏まえ、さらに政策的含意を考察してみる。 

第２章において、民間ビジネススクールが特定職種の企業内プロフェッショナルやその志

向を持つ者の有益な学習の場となる可能性が指摘されたが、第 1 章において、自己啓発を行

う上での課題として、時間の確保や費用負担をあげる者が多かった。まず、この課題への対

応について考察してみたい。 

慶應 MCC の調査対象者が最も多く利用していた学習プログラムは、就業時間後の 18:30

～21:30 に、月に 2～3 回程度の頻度で計 6 回受講する講座であった。その場合の費用は

162,000 円である。10 名中 3 名が一部自己負担で、7 名は社費による受講であった。また 7

名が勤務先の自己啓発プログラム等の教育制度を利用していた。 

慶應 MCC の学習プログラムは、就業時間後に、かつ短期間で設定され、大学院に比べ費

用も安価で、社会人にも利用しやすくなっている。これに加え、受講日の残業免除や受講費
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用の補助があれば、さらに利用が進むと思われるので、事業主の取組みの拡大が望まれる。 

併せて、現在、雇用保険の教育訓練給付の対象講座の指定基準は、通学制の場合、訓練期

間が１ヶ月以上１年以内、かつ、受講期間が 50 時間以上、通信制の場合、訓練期間が 3 ヶ

月以上 1 年以内とされているが37、教育訓練効果の高い民間ビジネススクールの講座につい

ては、習得目標や成果についての一層の客観化が図られた上で、指定基準を緩和して対象講

座に指定することができれば、費用負担の軽減につながるものと思われる。 

次に、社外の専門職集団の組織化の意義について考察する。 

第３章でみたように、今回調査対象となった企業内プロフェッショナルは、社外の専門職

集団に準拠性を持ち、交流している者は少数だった。その理由として、石山は、社外の学習

資源の必要性を認識していないことや、プロフェッショナルを含めて組織全体の離職率が低

いことをあげている。第２章で、慶應 MCC による社外学習の効果として、「自社、自業界で

の実務経験では得にくい知識や新たな視点、視座の獲得」が確認されており、社外の学習資

源の活用により同様の効果が期待できるが、企業内プロフェッショナルにはそのことが十分

認識されていない可能性が考えられる。 

こうしたことは、今回の調査対象に限ったことではなく、日本社会では多くの職種で専門

職集団が発展していないことから、石山は、メイテックのマネージャー活動を参考に、社外

の学習資源の一つとして専門職集団の意義を見いだし、その形成を促進するための公的支援

の必要性を提言している。 

専門職集団の形成にあたって参考になるものに、同一職種の技能士により組織化された技

能士会がある。技能士会は、国家検定の合格者である技能士が、資質の向上、情報交換、交

流などを通じて、その社会的地位の向上を図るために組織化された団体である。本研究の対

象とした企業内プロフェッショナルが従事する職種の多くは、技能検定の対象職種になって

おらず、技能士会の仕組みを直接活用することはできないが、技能士会が果たしている役割

は、専門職集団に期待される役割と重なるところが多いように思われる。 

我が国においては、これまでの人材育成は、内部労働市場としての企業に負うところが多

く、助成も企業向けが中心であった。しかしながら、本研究により、企業内プロフェッショ

ナルの育成は、それだけでは不十分であるということが明らかとなった。今後は発想を転換

して、能力開発施策の一環として、専門職集団の設立を支援し、その後も様々な助成を行い、

専門職集団の発展を促すことが求められよう。 

 

                                                 
37 一般教育訓練講座の指定基準上、実施期間及び時間は、原則として、通学制が 1 ヶ月以上 1 年以内（受講時

間 50 時間以上）、通信制が 3 ヶ月以上 1 年以内だが、例外として、大学院修士・博士課程や、国又は地方公共団

体の許認可・指定を受けて実施される、当該教育訓練の修了により公的職業資格を取得できる課程、公的職業資

格試験の受験資格を取得できる課程又は公的職業資格試験の一部免除となる課程といった、習得目標・成果が客

観化されたものについては、3 年以内（訓練の期間・時間の下限なし）とされている。 
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結びに、今後の課題について考察したい。 

第１章においては、企業内プロフェッショナルの定量的な分析を行った研究が少ないため、

「働き方のあり方に関する調査」の既存データを用いて職種別の自己啓発の分析を行ったが、

企業内プロフェッショナルに限定した調査ではないことから限界があった。今後は、Web 調

査等を行うことにより、企業内プロフェッショナルに焦点を当てた定量的な分析が求められ

よう。 

第２章において、齊藤は、今後の課題の一つとして、民間 BS と企業の人材育成施策とを

めぐる連携のあり方に関する事例の収集・分析をあげている。そうした研究の中で、企業側

に調査を行い、企業内プロフェッショナルやそれを志向する者が民間 BS を受講してどう成

長できたか、企業内でどう評価され、人事、処遇等に反映されているかを分析することがで

きれば、さらに民間 BS の政策的な意義を明らかにすることができよう。 

また、齊藤は、民間 BS を対象とした調査研究を、専門職大学院修了者にも実施し、企業

内プロフェッショナルにとっての社外学習の意味を多角的に考察していくことを課題として

あげている。こうしたインタビュー調査に加えて、民間 BS と専門職大学院の講座の数や実

施形態、対象分野等をマクロ的に比較して、民間 BS が持つ時間と費用のコストが小さいと

いうメリットに加え、民間 BS がさらにどのような「強み」を持っているのかを明らかにで

きれば、能力開発施策上の民間 BS の存在意義がより明確化するものと思われる。 

第３章において、石山は、今後の課題として、本調査で明らかになったプロフェッショナ

ルとエキスパートの差異、プロフェッショナルの技能獲得に有効な経験などは、プロフェッ

ショナル対象の定量調査などを行うことでも検証していく必要性をあげている。 

以上述べた課題は相互に関連するものであり、可能なものは企業内プロフェッショナルに

関する総合的な定量調査として実施すれば、さらなる研究の発展につながることが期待でき

よう。 
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